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１ 登録支援機関の概要
２ 特定技能（介護分野）に関する支援実績・支援内容
３ 介護分野の特定技能外国人の送出国、送出機関
４ 介護分野の受入れ事業者のニーズ
５ 日本の介護分野で働く特定技能外国人の特徴
６ 介護分野の特定技能外国人の受入れに係る今後の方針
７ 特定技能外国人の受入れに係る課題や要望

調査票
特定技能外国人とともに育つよりよい職場づくり特定技能外国人の受入れに必要な支援に
関するガイドブック

第１章 事業の概要

１． 事業の目的

平成３１年４月１日より就労を目的とした新たな在留資格「特定技能」が創設され、人
手不足が深刻化する介護分野においても「特定技能」による受入れ開始から 年が経過し
た。
今後より多くの特定技能外国人が介護分野で就労することが予想され、実態を把握するこ
とが求められているが、介護分野における特定技能外国人の受入れ法人・事業所及び本人
を対象とした大規模かつ詳細な調査はこれまで実施されていなかった。
そのため本調査研究では、特定技能外国人の在留資格取得ルートをはじめ、当該外国人

の生活・就労実態、支援状況等を把握するため、受入れ法人・事業所及び本人を対象とし
た調査（アンケート、ヒアリング）を実施した。
また、当事業団が実施した特定技能外国人受入れ法人への巡回訪問では、令和３年２月

５日現在、受入れ法人の約７４％が登録支援機関の支援を受けていることが明らかになっ
た。
多くの受入れ法人が利用している登録支援機関であるが、その支援内容や費用等が明らか
になっておらず、受入れ法人側からも登録支援機関の選定基準等がわからないという声が
あった。これらを踏まえ、登録支援機関の実態を把握するための調査（アンケート、ヒア
リング）を実施した。
これらの調査を通じて、特定技能外国人の受入れを進めていくうえでの課題や推進方策

について報告書にとりまとめた。同時に特定技能外国人の受入れ促進のための効果的な支
援のあり方等に関するガイドブックを作成した。
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２． 事業の実施体制

本事業では、調査の設計や結果について助言を得るため、検討委員会を設置した。

令和３年度厚生労働省老人保健健康増進等事業
「介護分野における特定技能制度の推進方策に関する調査研究」検討委員会委員名簿

氏名 所属・役職

座 長 白井 孝子
学校法人滋慶学園 東京福祉専門学校
副学校長

委 員 伊藤 優子 学校法人東日本学園 北海道医療大学 先端研究推進センター
客員教授

委 員 小川 玲子 国立大学法人千葉大学大学院 社会科学研究院
教授

委 員 小野 努 公益財団法人国際人材協力機構 実習支援部職種相談課
課長

委 員 門廣 繁幸 一般社団法人アジアヒューマンサポートセンター
理事長

委 員 髙橋 恵介 株式会社グローバルトラストネットワークス
特定技能推進担当部長

委 員 濵田 和則 社会福祉法人晋栄福祉会
理事長

（敬称略 座長を除き五十音順）

オブザーバー 厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室
事務局 公益社団法人国際厚生事業団

＜検討委員会開催経緯＞
回数 開催日 議事内容
第１回 令和３年８月１３日（金）

午後２時～４時
・事業概要
・アンケートの調査方法、調査内容についての
検討

第２回 令和３年 月 日（火）
午前 時～ 時

・アンケート調査の実施状況についてのご報告
・ヒアリング調査について

第３回 令和３年 月 日（月）
午前 時～ 時

・アンケート調査結果（速報値）について
・ヒアリング調査について
・ガイドブックの構成について

第４回 令和４年３月９日（水）
午後 時～ 時

・アンケート調査結果について
・ガイドブック（案）について

第２章 アンケート調査の概要

１． 調査結果のまとめ

本事業では、介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態、支援の取組や課題等を把
握し、今後の施策検討の基礎資料を収集するため、介護事業者（法人、事業所）、特定技
能外国人本人、及び登録支援機関に対する調査を実施した。以下に調査結果をまとめ、そ
こから得られる若干の提言を記載する。

＜テーマ１＞ 特定技能外国人を受け入れる法人の体制

（法人の概要）
• 特定技能外国人を受け入れている法人は、社会福祉法人が約半数（ ％）を占めて

いる。介護職員が不足している中で（おおいに不足している ％、不足している
％、やや不足している ％）、特定技能外国人の専門性・技能や制度の趣旨に共

感して受け入れた法人が多い。【法人調査： 「 調査結果の概要」図表 、図表 、
図表 】

• 法人当たりの特定技能外国人数は、「 ～ 人」が ％（平均 人、中央値 人）
となっている。技能実習（介護以外）からの在留資格変更者、国内試験合格者（技能
実習、特定活動からの在留資格変更者以外）を受け入れている法人が多い。（それぞれ

％、 ％）【法人調査：「 調査結果の概要」図表 、図表 】
• 特定技能外国人のみを受け入れている法人は ％で、多くは特定技能以外の外国人

材も受け入れている。【法人調査：「 調査結果の概要」図表 】

（採用方針）
• 特定技能外国人の受入れにあたり、日本語能力を重視する法人が多い（ ％）。母国

の経験や資格の取得状況を重視する法人は少ない（それぞれ ％、 ％）。外国人の
キャリア評価が今後の課題であると考えられる。【法人調査：「 調査結果の概要」図
表 】

• 技能実習生を受け入れている法人の技能実習 号修了後の方針は、「本人の希望次第」
（ ％）、「特定技能への移行を推奨」（ ％）となっている。今後も特定技能外国
人が増加する見込みであることを踏まえ、今の段階から体制や支援のあり方について
の検討が必要ではないかと考えられる。【法人調査：「 調査結果の概要」図表 】

＜テーマ２＞ 教育・学習支援

（日本語能力）
• 特定技能外国人の現在の日本語能力は、「 相当」が半数程度（ ％）となってい
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る。【事業所調査：「 調査結果の概要」図表 】
• 日本語の理解度を場面別にみると、「よくわかる」割合は、いつもの生活で話す時

（ ％）、職場での引継ぎ・申し送り（ ％）、介護記録を読む時（ ％）、書く
時（ ％）、介護福祉士国家試験の勉強をする時（ ％）となっている。介護福祉士
国家試験の勉強をする時の日本語が最も理解度が低い。介護の日本語、介護福祉士国
家試験の日本語のサポートが重要であると考えられる。【本人調査：「 調査結果の概
要」図表 】

• 日本語の勉強に関する職場からのサポートは、「サポートを受けている」が ％であ
るが、「サポートを受けたいと思うが、実際には受けることができていない」の回答も
みられ、 ％となっている。【本人調査：「 調査結果の概要」図表 】

• 医療・介護事業者（法人）は、特定技能外国人の受入れにあたり、日本語能力を重視
している。（法人調査 ％、登録支援機関調査 ％）【法人調査：「 調査結果の概
要」図表 】

（介護知識・技能）
• 夜勤業務は「ひとりで対応することができる」が ％となっている。【事業所調査：

「 調査結果の概要」図表 】
就労期間別にみると、 ～ か月で「ひとりで対応することができる」が約半数
（ ％）となっている。【事業所調査：「 調査結果の概要」図表 】

• 技能実習（介護以外）からの在留資格変更者、国内試験合格者のスキルが低めとなっ
ている。特定技能外国人の背景が多様であることを理解した上で、その人の持ってい
る能力・スキルを受入れ側が適切にアセスメントをする必要がある。また、介護業務
の経験がある特定技能外国人についてはその経験を適切に評価し、未経験者について
は支援が必要であると考えられる。【事業所調査：「 調査結果の概要」図表 、 】

（勉強のサポート）
• 介護の勉強に関する職場からのサポートは、「サポートを受けている」が ％である

が、「サポートを受けたいと思うが、実際には受けることができていない」の回答もみ
られ、 ％となっている。【本人調査：「 調査結果の概要」図表 】

• 日本語や介護の勉強のサポートを受けているほうが、介護の仕事、現在の職場の満足
度が高い。【本人調査：「 調査結果の概要」図表 、 、 】

（介護福祉士国家資格取得支援）
• 特定技能外国人の介護福祉士国家試験の受験意向は高い（ ％）。受験したい理由は

「日本で長く働きたいから」（ ％）、「専門職として知識・技術を持っていると認め
られるから」（ ％）となっている。【本人調査：「 調査結果の概要」図表 、 】

• 今から 年間の目標は「介護福祉士国家資格を取りたい」の割合が最も高い（ ％）。

【本人調査：「 調査結果の概要」図表 】
• 一方、介護福祉士国家資格を受けたいが受けることは難しそう」（ ％）、「受けたく

ない」（ ％）という特定技能外国人もみられる。日本の介護現場で働く特定技能外
国人が取得したいと思う資格にしていくため、取得することで評価につながる仕組み
づくりが必要ではあると考えられる。【本人調査：「 調査結果の概要」図表 】

• 介護福祉士国家資格を取得するための支援を実施している法人は ％となっている。
【法人調査：「 調査結果の概要」図表 】

＜テーマ３＞ 登録支援機関の活用

（登録支援機関の活用）
• 登録支援機関を「利用している」法人は ％で、登録支援機関を選ぶ際に特に優先

しているポイントは、「ニーズに合った支援内容」が ％、「支援に対する費用が適
当な金額であること」が ％、「専任の担当者がいること」が ％となっている。
法人が自身のニーズを見極め、そのニーズに合った登録支援機関を選ぶことが必要で
あると考えられる。【法人調査：「 調査結果の概要」図表 、 】

• 登録支援機関の支援内容に「満足している」法人は ％で、支援内容に満足してい
る法人は費用にも納得している割合が高い（ ％）。【法人調査：「 調査結果の概要」
図表 】

（登録支援機関の概要・支援内容）
• 登録支援機関の母体となる親法人・グループは「人材サービス事業者」の割合が高い

（ ％）。【登録支援機関調査：「 調査結果の概要」図表 】
• 技能実習制度の監理団体業務を「行っていない」（ ％）登録支援機関の割合が高い。

【登録支援機関調査：「 調査結果の概要」図表 】
• 現在最も受入れ人数が多い国・地域は「ベトナム」（ ％）、今後の受入れを検討し

ている国・地域は「インドネシア」（ ％）、「ミャンマー」（ ％）、「ベトナム」
（ ％）となっている。【登録支援機関調査：「 調査結果の概要」図表 、 】

• 支援内容について、「介護知識・技術の学習の機会の提供」（ ％）、「介護福祉士国
家試験対策」（ ％）に対応している登録支援機関は比較的少ない。【登録支援機関
調査：「 調査結果の概要」図表 】

• 強みとしている支援内容は、「外国人からの相談・苦情への対応」が ％となってい
る。【登録支援機関調査：「 調査結果の概要」図表 】

• 登録支援機関が考える介護分野特有の課題は「制度の理解が不十分な介護事業者が多
い」（ ％）、「介護事業者のニーズに合った人材を探すことが難しい」（ ％） と
なっている。【登録支援機関：「 調査結果の概要」図表 】
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１．調査実施概要

＜調査の目的＞

介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態、支援の取組や課題等を把握し、今後
の施策検討の基礎資料を収集するため、介護事業者（法人、事業所）、特定技能外国人本
人、及び登録支援機関に対する調査を実施した。

（１）法人アンケート
• 調査対象：令和3年9月1日時点で「介護分野におけ
る特定技能協議会」（以下「協議会」という。）に入会
している医療・介護事業者全数（669事業者）

• 調査方法：郵送配付・郵送回収
• 調査実施期間：令和3年11月1日～11月24日
• 回収結果：有効回収数340件（有効回収率50.8％）

（２）事業所アンケート
• 調査対象：（1）の医療・介護事業者が運営する特定
技能外国人の受入れ事業所全数（998事業所）

• 調査方法：インターネット調査
• 調査実施期間：令和3年11月15日～12月10日
• 回収結果：有効回収数328件（有効回収率32.9％）

（４）登録支援機関アンケート
＜一次調査＞

• 調査対象：出入国在留管理庁が公開している登録支
援機関登録簿に掲載されている登録支援機関全数
（6,356機関） ※うち宛先不明等36機関

• 調査方法：インターネット調査
• 調査実施期間：令和3年10月15日～11月5日
• 回収結果：有効回収数1,198件（有効回収率18.8％）

＜二次調査＞

• 調査対象：一次調査で「介護分野の実績あり」と回答
した登録支援機関（292機関）

• 調査方法：郵送配付・郵送回収
• 調査実施期間：令和3年11月15日～12月3日
• 回収結果：有効回収数139件（有効回収率47.6％）

※出入国在留管理庁による公開情報では、介護分野の
取扱いの有無が分からないため二段階で調査を実施。

（３）特定技能外国人本人アンケート
• 調査対象：（2）の事業所で就労する特定技能外国人
全数

• 調査方法：インターネット調査
• 調査実施期間：令和3年11月15日～12月10日
• 回収結果：有効回収数514件
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２．調査結果 （１）法人アンケート ①法人の概要
• 特定技能外国人を受け入れている340法人の種類は、「社会福祉法人」が50.0％
• 運営する事業所数は、「2～5事業所」が35.9％、「6～10事業所」が20.6％
• 介護職員数は、「～50人」が23.8％、「51～100人」が25.6％
• 介護職員の不足感は、「おおいに不足している」「不足している」の和が47.4％
• 特定技能外国人を受け入れた理由は「一定の専門性・技能を有する人材だから」が43.5％

図表3：介護職員数（n=340）

図表4：介護職員の不足感（n=340）

図表1：法人の種類（n=340）

図表2：法人が運営する事業所数（n=340）

7.1% 35.9% 20.6% 16.5% 10.6% 5.6%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1事業所 2～5事業所 6～10事業所 11～20事業所
21～50事業所 51事業所以上 無回答

43.5%

41.5%

28.8%

23.8%

23.5%

12.1%

6.8%

19.1%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特定技能外国人は一定の専門性･技能を有する人材だから

｢就労｣を目的とした在留資格｢特定技能｣に共感したから

在留期間中に試験等を受けなくても5年間滞在できるから

登録支援機関や人材ｻｰﾋﾞｽ事業者に勧められたから

在留資格｢特定技能｣による受入れﾉｳﾊｳを蓄積したいから

他の在留資格と比べて､受入れの手続きが容易であるから

特定技能外国人には計画的な指導をする必要がないから

その他

無回答

図表5：特定技能外国人を受け入れた理由（n=340）
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２．調査結果の概要
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7.9%

41.8%

16.8%

41.5%

5.9%

85.3%

51.5%

76.5%

51.8%

87.4%

6.8%

6.8%

6.8%

6.8%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

技能実習（介護）からの在留資格変更者

技能実習（介護以外）からの在留資格変更者

特定活動（EPA）からの在留資格変更者

上記以外の国内試験合格者

上記以外の海外試験合格者

いる いない 無回答

２．調査結果 （１）法人アンケート ①法人の概要
• 法人内の外国人介護職員数は、「2～5人」が29.4％（平均15.5人、中央値8.0人）
• 特定技能外国人のみを受け入れている法人は15.6％で、多くは特定技能以外の外国人材も受け入れている。
• 特定技能外国人数は、「2～5人」が50.9％（平均4.2人、中央値3.0人）
• 技能実習（介護以外）からの在留資格変更者、国内試験合格者（技能実習、特定活動（EPA）からの在留資格変
更者以外）を受け入れている法人が多い。（それぞれ41.8％、41.5％）

図表8：法人内の特定技能外国人数（n=340）

図表9：在留資格「特定技能」の取得方法（n=317）図表7：外国人介護職員の在留資格（n=340）

図表6：法人内の外国人介護職員数（n=340）
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２．調査結果 （１）法人アンケート ②受入れ体制
• 登録支援機関を「利用している」法人は82.6％、「利用していない」法人は17.4％
• 登録支援機関から受けている支援内容は、「定期的な面談・行政機関への通報」が88.3％、「事前ガイダンス」が

85.4％、「相談・苦情への対応」が85.1％

図表10：登録支援機関の利用状況（n=340） 図表11：登録支援機関から受けている支援内容（n=281）（複数回答）

82.6%

17.4%

利用している 利用していない
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図表5：特定技能外国人を受け入れた理由（n=340）

１．調査実施概要

＜調査の目的＞

介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態、支援の取組や課題等を把握し、今後
の施策検討の基礎資料を収集するため、介護事業者（法人、事業所）、特定技能外国人本
人、及び登録支援機関に対する調査を実施した。

（１）法人アンケート
• 調査対象：令和3年9月1日時点で「介護分野におけ
る特定技能協議会」（以下「協議会」という。）に入会
している医療・介護事業者全数（669事業者）

• 調査方法：郵送配付・郵送回収
• 調査実施期間：令和3年11月1日～11月24日
• 回収結果：有効回収数340件（有効回収率50.8％）

（２）事業所アンケート
• 調査対象：（1）の医療・介護事業者が運営する特定
技能外国人の受入れ事業所全数（998事業所）

• 調査方法：インターネット調査
• 調査実施期間：令和3年11月15日～12月10日
• 回収結果：有効回収数328件（有効回収率32.9％）

（４）登録支援機関アンケート
＜一次調査＞

• 調査対象：出入国在留管理庁が公開している登録支
援機関登録簿に掲載されている登録支援機関全数
（6,356機関） ※うち宛先不明等36機関

• 調査方法：インターネット調査
• 調査実施期間：令和3年10月15日～11月5日
• 回収結果：有効回収数1,198件（有効回収率18.8％）

＜二次調査＞

• 調査対象：一次調査で「介護分野の実績あり」と回答
した登録支援機関（292機関）

• 調査方法：郵送配付・郵送回収
• 調査実施期間：令和3年11月15日～12月3日
• 回収結果：有効回収数139件（有効回収率47.6％）

※出入国在留管理庁による公開情報では、介護分野の
取扱いの有無が分からないため二段階で調査を実施。

（３）特定技能外国人本人アンケート
• 調査対象：（2）の事業所で就労する特定技能外国人
全数

• 調査方法：インターネット調査
• 調査実施期間：令和3年11月15日～12月10日
• 回収結果：有効回収数514件
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２．調査結果 （１）法人アンケート ①法人の概要
• 特定技能外国人を受け入れている340法人の種類は、「社会福祉法人」が50.0％
• 運営する事業所数は、「2～5事業所」が35.9％、「6～10事業所」が20.6％
• 介護職員数は、「～50人」が23.8％、「51～100人」が25.6％
• 介護職員の不足感は、「おおいに不足している」「不足している」の和が47.4％
• 特定技能外国人を受け入れた理由は「一定の専門性・技能を有する人材だから」が43.5％

図表3：介護職員数（n=340）

図表4：介護職員の不足感（n=340）

図表1：法人の種類（n=340）

図表2：法人が運営する事業所数（n=340）
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21～50事業所 51事業所以上 無回答
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23.8%

23.5%

12.1%
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19.1%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特定技能外国人は一定の専門性･技能を有する人材だから

｢就労｣を目的とした在留資格｢特定技能｣に共感したから

在留期間中に試験等を受けなくても5年間滞在できるから

登録支援機関や人材ｻｰﾋﾞｽ事業者に勧められたから

在留資格｢特定技能｣による受入れﾉｳﾊｳを蓄積したいから

他の在留資格と比べて､受入れの手続きが容易であるから

特定技能外国人には計画的な指導をする必要がないから

その他

無回答

図表5：特定技能外国人を受け入れた理由（n=340）
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２．調査結果の概要
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6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

技能実習（介護）からの在留資格変更者

技能実習（介護以外）からの在留資格変更者

特定活動（EPA）からの在留資格変更者

上記以外の国内試験合格者

上記以外の海外試験合格者

いる いない 無回答

２．調査結果 （１）法人アンケート ①法人の概要
• 法人内の外国人介護職員数は、「2～5人」が29.4％（平均15.5人、中央値8.0人）
• 特定技能外国人のみを受け入れている法人は15.6％で、多くは特定技能以外の外国人材も受け入れている。
• 特定技能外国人数は、「2～5人」が50.9％（平均4.2人、中央値3.0人）
• 技能実習（介護以外）からの在留資格変更者、国内試験合格者（技能実習、特定活動（EPA）からの在留資格変
更者以外）を受け入れている法人が多い。（それぞれ41.8％、41.5％）

図表8：法人内の特定技能外国人数（n=340）

図表9：在留資格「特定技能」の取得方法（n=317）図表7：外国人介護職員の在留資格（n=340）

図表6：法人内の外国人介護職員数（n=340）
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２．調査結果 （１）法人アンケート ②受入れ体制
• 登録支援機関を「利用している」法人は82.6％、「利用していない」法人は17.4％
• 登録支援機関から受けている支援内容は、「定期的な面談・行政機関への通報」が88.3％、「事前ガイダンス」が

85.4％、「相談・苦情への対応」が85.1％

図表10：登録支援機関の利用状況（n=340） 図表11：登録支援機関から受けている支援内容（n=281）（複数回答）
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図表11：登録支援機関から受けている支援内容（n=281）（複数回答）
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56.2%

54.4%

33.8%
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8.5%

0.7%

51.6%

55.5%

38.4%

34.9%

18.9%

16.7%

10.7%

11.4%

6.0%

2.5%

1.1%

7.5%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支援に対する費用が適当な金額であること

ﾆｰｽﾞに合った支援内容

専任の担当者がいること

介護分野における特定技能外国人の受入れ実績

支援に対する費用が明確に示されていること

現地の送出機関や教育機関とのﾈｯﾄﾜｰｸ

国内の日本語学校等の関係機関とのﾈｯﾄﾜｰｸ

登録支援機関の事務所が近くにあること

医療･介護事業者が設立に関わった機関であること

人材ｻｰﾋﾞｽ事業者が設立に関わった機関であること

教育機関が設立に関わった機関であること

その他

無回答

選ぶ際のポイント 特に優先しているポイント

２．調査結果 （１）法人アンケート ②受入れ体制
• 登録支援機関を選ぶ際に特に優先しているポイントは、「ニーズに合った支援内容」が55.5％、「支援に対する費
用が適当な金額であること」が51.6％、「専任の担当者がいること」が38.4％

• 登録支援機関の支援内容に「満足している」法人は39.1％

図表12：登録支援機関を選ぶ際のポイント（n=281）（複数回答） 図表13：登録支援機関の支援内容に対する満足度（n=281）

（支援内容に対する満足度別 費用に関する満足度）

図表14：登録支援機関の費用に関する満足度（n=281）

費用

合計
納得して
いる

まあ納得
している

あまり納
得してい
ない

納得して
いない

無回答

支援内容 総計 281 89 120 63 8 1
100.0% 31.7% 42.7% 22.4% 2.8% 0.4%

満足している 110 81 27 2 0 0
100.0% 73.6% 24.5% 1.8% 0.0% 0.0%

まあ満足している 128 7 86 32 2 0
100.0% 5.5% 67.2% 25.0% 1.6% 0.0%

あまり満足していない 34 1 7 25 1 0
100.0% 2.9% 20.6% 73.5% 2.9% 0.0%

満足していない 8 0 0 3 5 0
100.0% 0.0% 0.0% 37.5% 62.5% 0.0%

無回答 1 0 0 1 0 0
100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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２．調査結果 （１）法人アンケート ③採用方針
• 医療・介護事業者（法人）は、特定技能外国人の受入れにあたり、日本語能力を重視している。母国の経験や資
格の取得状況を重視している法人は少ない。

図表15：他の在留資格と比べて、特定技能外国人の
受入れにあたり重視していること（n=340）（複数回答）

（参考）登録支援機関調査
介護分野と他の分野の事業者のニーズの違い（n=139）（複数回答）

80.6%
66.2%

33.1%
27.3%

21.6%
18.0%
16.5%

12.2%
10.1%

1.4%
5.8%

1.4%
2.2%
1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語能力を重視する傾向がある
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を重視する傾向がある

知識･知能の習得に対する意欲を重視する傾向がある
受入れ事業者での就労継続意向を重視する傾向がある

知識･技能の学習･就労経験を重視する傾向がある
他の職員とのﾊﾞﾗﾝｽ･相性を重視する傾向がある

主体性や誠実さを重視する傾向がある
日本の文化･慣習に対する理解度を重視する傾向がある

日本での滞在経験を重視する傾向がある
新卒者を重視する傾向がある

その他
特に違いはない

わからない
無回答
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２．調査結果 （１）法人アンケート ④介護福祉士国家資格取得支援
• 介護福祉士国家資格を取得した職員に対して、「手当あり」が70.3％、「昇給あり」が50.3％
• 資格取得のための支援について、「実施している」が57.6％、「実施していない」が40.3％
• 実施している支援の内容は、「介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成」が38.3％

図表16：介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みの有無（n=340）（複数回答）

図表17：特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無（n=340）

図表18：特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するために実施している支援内容（n=196）（複数回答）
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２．調査結果 （１）法人アンケート ⑤今後の方針
• 外国人介護職員（特定技能以外も含む）の受入れに関する今後3年間の方針は、「拡大」が50.9％
• 特定技能外国人の受入れに関する今後3年間の方針は、「拡大」が48.5％
• （技能実習生を受け入れている法人において）技能実習2号修了後の外国人介護職員に対する方針は、「本人の
希望次第」が70.4％、「特定技能への移行を推奨」が60.0％

図表19：外国人介護人材／特定技能外国人の受入れに関する今後3年間の方針（n=340）

図表20：技能実習2号修了後の外国人介護職員に対する方針（n=125）（複数回答）

（外国人介護人材） （特定技能外国人）
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選ぶ際 ポイント 特に優先しているポイント

２．調査結果 （１）法人アンケート ②受入れ体制
• 登録支援機関を選ぶ際に特に優先しているポイントは、「ニーズに合った支援内容」が55.5％、「支援に対する費
用が適当な金額であること」が51.6％、「専任の担当者がいること」が38.4％

• 登録支援機関の支援内容に「満足している」法人は39.1％
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図表12：登録支援機関を選ぶ際のポイント（n=281）（複数回答） 図表13：登録支援機関の支援内容に対する満足度（n=281）

（支援内容に対する満足度別 費用に関する満足度）

図表14：登録支援機関の費用に関する満足度（n=281）

費用

合計
納得して
いる

まあ納得
している

あまり納
得してい
ない

納得して
いない

無回答

支援内容 総計 281 89 120 63 8 1
100.0% 31.7% 42.7% 22.4% 2.8% 0.4%

満足している 110 81 27 2 0 0
100.0% 73.6% 24.5% 1.8% 0.0% 0.0%

まあ満足している 128 7 86 32 2 0
100.0% 5.5% 67.2% 25.0% 1.6% 0.0%

あまり満足していない 34 1 7 25 1 0
100.0% 2.9% 20.6% 73.5% 2.9% 0.0%

満足していない 8 0 0 3 5 0
100.0% 0.0% 0.0% 37.5% 62.5% 0.0%

無回答 1 0 0 1 0 0
100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

２．調査結果 （１）法人アンケート ③採用方針
• 医療・介護事業者（法人）は、特定技能外国人の受入れにあたり、日本語能力を重視している。母国の経験や資
格の取得状況を重視している法人は少ない。

図表15：他の在留資格と比べて、特定技能外国人の
受入れにあたり重視していること（n=340）（複数回答）

（参考）登録支援機関調査
介護分野と他の分野の事業者のニーズの違い（n=139）（複数回答）
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66.2%

33.1%
27.3%

21.6%
18.0%
16.5%

12.2%
10.1%

1.4%
5.8%

1.4%
2.2%
1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語能力を重視する傾向がある
         能力を重視する傾向がある

知識 知能 習得に対する意欲を重視する傾向がある
受入れ事業者で 就労継続意向を重視する傾向がある
知識 技能 学習 就労経験を重視する傾向がある
  職員と       相性を重視する傾向がある

主 性や誠実さを重視する傾向がある
日本 文化 慣習に対する理解度を重視する傾向がある

日本で 滞在経験を重視する傾向がある
新卒者を重視する傾向がある

   
特に違いはない
わからない
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66.5%

58.4%

56.2%

54.4%

33.8%

24.2%

23.1%

11.7%

6.8%

3.6%
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55.5%
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34.9%
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16.7%

10.7%

11.4%

6.0%
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支援に対する費用が適当な金額であること

ﾆｰｽﾞに合った支援内容

専任の担当者がいること
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医療･介護事業者が設立に関わった機関であること

人材ｻｰﾋﾞｽ事業者が設立に関わった機関であること

教育機関が設立に関わった機関であること

その他

無回答

選ぶ際のポイント 特に優先しているポイント
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２．調査結果 （１）法人アンケート ③採用方針
• 医療・介護事業者（法人）は、特定技能外国人の受入れにあたり、日本語能力を重視している。母国の経験や資
格の取得状況を重視している法人は少ない。

図表15：他の在留資格と比べて、特定技能外国人の
受入れにあたり重視していること（n=340）（複数回答）

（参考）登録支援機関調査
介護分野と他の分野の事業者のニーズの違い（n=139）（複数回答）

80.6%
66.2%

33.1%
27.3%

21.6%
18.0%
16.5%

12.2%
10.1%

1.4%
5.8%

1.4%
2.2%
1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語能力を重視する傾向がある
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を重視する傾向がある

知識･知能の習得に対する意欲を重視する傾向がある
受入れ事業者での就労継続意向を重視する傾向がある

知識･技能の学習･就労経験を重視する傾向がある
他の職員とのﾊﾞﾗﾝｽ･相性を重視する傾向がある

主体性や誠実さを重視する傾向がある
日本の文化･慣習に対する理解度を重視する傾向がある

日本での滞在経験を重視する傾向がある
新卒者を重視する傾向がある

その他
特に違いはない

わからない
無回答
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２．調査結果 （１）法人アンケート ④介護福祉士国家資格取得支援
• 介護福祉士国家資格を取得した職員に対して、「手当あり」が70.3％、「昇給あり」が50.3％
• 資格取得のための支援について、「実施している」が57.6％、「実施していない」が40.3％
• 実施している支援の内容は、「介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成」が38.3％

図表16：介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みの有無（n=340）（複数回答）

図表17：特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無（n=340）

図表18：特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するために実施している支援内容（n=196）（複数回答）
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２．調査結果 （１）法人アンケート ⑤今後の方針
• 外国人介護職員（特定技能以外も含む）の受入れに関する今後3年間の方針は、「拡大」が50.9％
• 特定技能外国人の受入れに関する今後3年間の方針は、「拡大」が48.5％
• （技能実習生を受け入れている法人において）技能実習2号修了後の外国人介護職員に対する方針は、「本人の
希望次第」が70.4％、「特定技能への移行を推奨」が60.0％

図表19：外国人介護人材／特定技能外国人の受入れに関する今後3年間の方針（n=340）

図表20：技能実習2号修了後の外国人介護職員に対する方針（n=125）（複数回答）

（外国人介護人材） （特定技能外国人）
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２．調査結果 （１）法人アンケート ⑥特定技能制度の課題
• 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は、「手続きが煩雑」が62.4％
• 介護分野での特定技能外国人の受入れに関する課題は、「受入れに係る費用が高い」が39.4％、「登録支援機
関の費用が高い」が38.5％、「介護福祉士国家試験取得のための支援策が少ない」が38.5％

図表21：特定技能制度の課題（n=340）（複数回答）

（介護分野）（制度全体）
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２．調査結果 （２）事業所アンケート ①事業所の概要
• 事業所・施設の種類は、「介護老人福祉施設（地域密着型を含む）」が41.5％
• 事業所・施設の介護職員数は「～25人」が41.5％

図表22：事業所・施設の種類（n=328）

10.4% 41.5%

3.0%

5.5% 10.7% 12.8% 4.0%

2.7%

7.6%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通所介護 介護老人福祉施設 小規模多機能型居宅介護 認知症対応型共同生活介護
老人保健施設 特定施設入居者生活介護 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 障害者支援施設
病院･診療所 その他

図表23：事業所・施設の介護職員数（n=328）

41.5% 33.5% 18.9% 4.0%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～25人 26～50人 51～100人 101人以上 無回答
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２．調査結果 （２）事業所アンケート ②特定技能外国人の属性
• 回答のあった327事業所で就労する特定技能外国人742人の出身国・地域は「ベトナム」が50.4％
• 在留資格「特定技能」の取得方法は、「技能実習（介護以外）からの在留資格変更者」が34.1％、
「国内試験合格者（技能実習、特定活動からの在留資格変更者以外）」が35.3％

• 在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験は、「介護事業所以外での就労経験あり」が55.0％
• 母国での就労経験は、「看護や介護の就労経験あり」は15.4％

図表24：出身国・地域（n=742）

図表25：在留資格「特定技能」の取得方法（n=742）

図表26：在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（n=742）

図表27：母国での就労経験（n=742）

50.4% 13.9% 12.1% 5.8% 6.1% 6.9%

1.1%

0.3%

1.5%

0.0%

0.1%

0.0% 0.0%

0.0%

1.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ﾍﾞﾄﾅﾑ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 ﾐｬﾝﾏｰ ﾈﾊﾟｰﾙ
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ ﾀｲ ﾓﾝｺﾞﾙ ｽﾘﾗﾝｶ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ
ﾊﾟｷｽﾀﾝ ｲﾝﾄﾞ その他 無回答

6.5% 34.1% 16.0% 35.3% 5.9%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技能実習(介護)からの在留資格変更者 技能実習(介護以外)からの在留資格変更者
特定活動からの在留資格変更者 国内試験合格者
海外試験合格者 無回答

15.8% 16.6% 55.0% 12.1%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所･施設での就労経験あり 事業所･施設以外での就労経験あり
介護事業所以外での就労経験あり 就労経験なし
無回答

15.4% 40.0% 43.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の就労経験あり 看護や介護以外の就労経験あり 就労経験なし 無回答
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28.2%

33.3%

24.9%

37.0%

26.7%

25.0%

69.1%

66.7%

70.8%

60.5%

71.4%

75.0%

2.2%

0.0%

4.0%

1.7%1.5%

0.0%

0.5%

0.0%

0.4%

0.8%

0.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

問題なく理解し､行動できている ゆっくり指示すれば理解し､行動することができる
ゆっくり指示しても､ほとんど理解できない 無回答

28.2%

69.1%

2.2%
0.5%

問題なく理解し､行動できている
ゆっくり指示すれば理解し､行動することができる
ゆっくり指示しても､ほとんど理解できない
無回答

n=742

3.5%

10.4%

3.6%

1.7%

3.1%

2.3%

27.2%

31.3%

22.5%

24.4%

33.2%

18.2%

48.2%

43.8%

48.2%

60.5%

45.8%

38.6%

18.5%

8.3%

21.3%

10.1%

17.9%

40.9%

1.3%

2.1%

3.6%

0.0%

0.0%

0.0%

1.2%

4.2%

0.8%

3.4%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

3.5%

27.2%

48.2%

18.5%

1.3%
1.2%

N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 現在の日本語能力は、「N3相当」が48.2％
• 引継ぎ・申し送りの理解は、「ゆっくり指示したり、繰り返したり、平易な言葉で言い換えたりすれば、理解し、行動
することができる」が69.1％

図表28：現在の日本語能力

図表29：引継ぎ・申し送りの理解

（在留資格「特定技能」の取得方法別 日本語能力）

（在留資格「特定技能」の取得方法別 引継ぎ・申し送りの理解）

12

11 

２．調査結果 （１）法人アンケート ⑥特定技能制度の課題
• 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は、「手続きが煩雑」が62.4％
• 介護分野での特定技能外国人の受入れに関する課題は、「受入れに係る費用が高い」が39.4％、「登録支援機
関の費用が高い」が38.5％、「介護福祉士国家試験取得のための支援策が少ない」が38.5％

図表21：特定技能制度の課題（n=340）（複数回答）

（介護分野）（制度全体）

9

２．調査結果 （２）事業所アンケート ①事業所の概要
• 事業所・施設の種類は、「介護老人福祉施設（地域密着型を含む）」が41.5％
• 事業所・施設の介護職員数は「～25人」が41.5％

図表22：事業所・施設の種類（n=328）

10

10.4% 41.5%

3.0%

5.5% 10.7% 12.8% 4.0%

2.7%

7.6%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通所介護 介護老   施設 小規模多機能型居宅介護 認知症対応型 同生活介護
老 保健施設 特定施設入居者生活介護          障害者支援施設
病院 診 所    

図表23：事業所・施設の介護職員数（n=328）

41.5% 33.5% 18.9% 4.0%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～25 26～50 51～100 101 以上    



２．調査結果 （１）法人アンケート ⑥特定技能制度の課題
• 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は、「手続きが煩雑」が62.4％
• 介護分野での特定技能外国人の受入れに関する課題は、「受入れに係る費用が高い」が39.4％、「登録支援機
関の費用が高い」が38.5％、「介護福祉士国家試験取得のための支援策が少ない」が38.5％

図表21：特定技能制度の課題（n=340）（複数回答）

（介護分野）（制度全体）
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２．調査結果 （２）事業所アンケート ①事業所の概要
• 事業所・施設の種類は、「介護老人福祉施設（地域密着型を含む）」が41.5％
• 事業所・施設の介護職員数は「～25人」が41.5％

図表22：事業所・施設の種類（n=328）

10.4% 41.5%

3.0%

5.5% 10.7% 12.8% 4.0%

2.7%

7.6%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通所介護 介護老人福祉施設 小規模多機能型居宅介護 認知症対応型共同生活介護
老人保健施設 特定施設入居者生活介護 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 障害者支援施設
病院･診療所 その他

図表23：事業所・施設の介護職員数（n=328）

41.5% 33.5% 18.9% 4.0%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～25人 26～50人 51～100人 101人以上 無回答
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２．調査結果 （２）事業所アンケート ②特定技能外国人の属性
• 回答のあった327事業所で就労する特定技能外国人742人の出身国・地域は「ベトナム」が50.4％
• 在留資格「特定技能」の取得方法は、「技能実習（介護以外）からの在留資格変更者」が34.1％、
「国内試験合格者（技能実習、特定活動からの在留資格変更者以外）」が35.3％

• 在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験は、「介護事業所以外での就労経験あり」が55.0％
• 母国での就労経験は、「看護や介護の就労経験あり」は15.4％

図表24：出身国・地域（n=742）

図表25：在留資格「特定技能」の取得方法（n=742）

図表26：在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（n=742）

図表27：母国での就労経験（n=742）

50.4% 13.9% 12.1% 5.8% 6.1% 6.9%

1.1%

0.3%

1.5%

0.0%

0.1%

0.0% 0.0%

0.0%

1.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ﾍﾞﾄﾅﾑ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 ﾐｬﾝﾏｰ ﾈﾊﾟｰﾙ
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ ﾀｲ ﾓﾝｺﾞﾙ ｽﾘﾗﾝｶ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ
ﾊﾟｷｽﾀﾝ ｲﾝﾄﾞ その他 無回答

6.5% 34.1% 16.0% 35.3% 5.9%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技能実習(介護)からの在留資格変更者 技能実習(介護以外)からの在留資格変更者
特定活動からの在留資格変更者 国内試験合格者
海外試験合格者 無回答

15.8% 16.6% 55.0% 12.1%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所･施設での就労経験あり 事業所･施設以外での就労経験あり
介護事業所以外での就労経験あり 就労経験なし
無回答

15.4% 40.0% 43.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の就労経験あり 看護や介護以外の就労経験あり 就労経験なし 無回答
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28.2%

33.3%

24.9%

37.0%

26.7%

25.0%

69.1%

66.7%

70.8%

60.5%

71.4%

75.0%

2.2%

0.0%

4.0%

1.7%1.5%

0.0%

0.5%

0.0%

0.4%

0.8%

0.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

問題なく理解し､行動できている ゆっくり指示すれば理解し､行動することができる
ゆっくり指示しても､ほとんど理解できない 無回答

28.2%

69.1%

2.2%
0.5%

問題なく理解し､行動できている
ゆっくり指示すれば理解し､行動することができる
ゆっくり指示しても､ほとんど理解できない
無回答

n=742

3.5%

10.4%

3.6%

1.7%

3.1%

2.3%

27.2%

31.3%

22.5%

24.4%

33.2%

18.2%

48.2%

43.8%

48.2%

60.5%

45.8%

38.6%

18.5%

8.3%

21.3%

10.1%

17.9%

40.9%

1.3%

2.1%

3.6%

0.0%

0.0%

0.0%

1.2%

4.2%

0.8%

3.4%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

3.5%

27.2%

48.2%

18.5%

1.3%
1.2%

N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 現在の日本語能力は、「N3相当」が48.2％
• 引継ぎ・申し送りの理解は、「ゆっくり指示したり、繰り返したり、平易な言葉で言い換えたりすれば、理解し、行動
することができる」が69.1％

図表28：現在の日本語能力

図表29：引継ぎ・申し送りの理解

（在留資格「特定技能」の取得方法別 日本語能力）

（在留資格「特定技能」の取得方法別 引継ぎ・申し送りの理解）
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２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 現在の日本語能力は、「N3相当」が48.2％
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図表29：引継ぎ・申し送りの理解

（在留資格「特定技能」の取得方法別 日本語能力）

（在留資格「特定技能」の取得方法別 引継ぎ・申し送りの理解）



8.0%

6.3%

6.7%

11.8%

8.4%

6.8%

65.6%

66.7%

59.7%

75.6%

64.9%

75.0%

22.8%

20.8%

27.7%

10.9%

24.8%

18.2%

3.0%

4.2%

5.9%

0.8%

1.1%

0.0%

0.7%

2.1%

0.0%

0.8%

0.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

専門用語も含めて､記録の内容がわかる 概ね記録の内容はわかる
記録の内容はあまりわからない 記録の内容はほとんどわからない
無回答

6.3%

8.3%

5.5%

10.1%

6.1%

2.3%

52.2%

60.4%

43.1%

61.3%

53.8%

59.1%

34.5%

29.2%

41.9%

26.1%

33.2%

34.1%

6.3%

2.1%

9.5%

1.7%

5.7%

4.5%

0.7%

0.0%

0.8%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者
（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者
（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

専門用語も含めて､記録を作成できる 概ね記録を作成することができる
記録の作成はあまりできない 記録の作成はほとんどできない
無回答

8.0%

65.6%

22.8%

3.0%
0.7%

専門用語も含めて､記録の内容がわかる
概ね記録の内容はわかる
記録の内容はあまりわからない
記録の内容はほとんどわからない
無回答

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 介護記録等、業務上の文書を読む能力は、「漢字や専門用語など、わからないものも少しあるが、概ね記録の内
容は分かる」が65.6％

• 書く能力は、「漢字や専門用語など、わからないものも少しあるが、概ね記録を作成することができる」が52.2％
図表30：介護記録等、業務上の文書を読む能力

図表31：介護記録等、業務上の文書を書く能力

（在留資格「特定技能」の取得方法別 読む能力）

6.3%

52.2%

34.5%

6.3%

0.7%

専門用語も含めて､記録を作成できる
概ね記録を作成することができる
記録の作成はあまりできない
記録の作成はほとんどできない
無回答

n=742

（在留資格「特定技能」の取得方法別 書く能力）
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36.8%

45.8%

32.4%

57.1%

31.7%

36.4%

20.6%

10.4%

23.7%

23.5%

17.2%

25.0%

12.7%

16.7%

11.1%

9.2%

14.1%

13.6%

18.2%

12.5%

22.1%

5.0%

20.6%

20.5%

11.2%

14.6%

10.7%

5.0%

15.3%

4.5%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

ひとりで対応することができる 日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが､行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない 無回答

36.8%

19.7%

28.0%

41.0%

48.5%

63.8%

20.6%

15.6%

24.9%

19.8%

18.6%

24.1%

12.7%

18.9%

12.7%

12.5%

11.3%

3.4%

18.2%

30.3%

22.8%

16.5%

9.3%

1.7%

11.2%

14.8%

11.6%

9.5%

12.4%

6.9%

0.5%

0.8%

0.0%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

3か月以下（n=24）

4～6か月（n=53）

7～12か月(1年)（n=273）

13～24か月(2年)（n=97）

25か月以上(2年超)（n=58）

ひとりで対応することができる 日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが､行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない 無回答

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 夜勤業務は、「ひとりで対応することができ、実際に夜勤業務を行っている」が36.8％

図表32：夜勤業務

36.8%

20.6%
12.7%

18.2%

11.2%

0.5%

ひとりで対応することができる
日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが､行わせていない
対応することができない
夜勤業務がない
無回答

n=742

（在留資格「特定技能」の取得方法別）

（就労期間別）
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22.5%

13.6%
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0.0%

2.0%
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0.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）
（技能実習や特定活動からの在留資格変更者を除く）

海外試験合格者（n=44）

ひとりで対応することができる 場合によってはﾌｫﾛｰが必要 多くの場合ではﾌｫﾛｰが必要
ひとりで業務をこなすことは難しい 無回答

23.7%

13.1%

17.5%

22.7%

35.1%

53.4%

63.1%

51.6%

69.3%

68.9%

59.8%

44.8%

11.6%

28.7%

12.7%

7.7%

5.2% 1.7%

1.1%

5.7% 0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.5%

0.8%

0.5%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

3か月以下（n=24）

4～6か月（n=53）

7～12か月(1年)（n=273）

13～24か月(2年)（n=97）

25か月以上(2年超)（n=58）

ひとりで対応することができる 場合によってはﾌｫﾛｰが必要
多くの場合ではﾌｫﾛｰが必要 ひとりで業務をこなすことは難しい
無回答

23.7%

63.1%

11.6%

1.1% 0.5%

ひとりで対応することができる
場合によってはﾌｫﾛｰが必要
多くの場合ではﾌｫﾛｰが必要
ひとりで業務をこなすことは難しい
無回答

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 直接介助のスキルは、「ほぼひとりでも業務に対応することができるが、場合によってはフォローが必要」が

63.1％

図表33：現在の直接介助のスキル （在留資格「特定技能」の取得方法別）

（就労期間別）
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２．調査結果 （３）本人アンケート ①特定技能外国人の属性
• 回答のあった514人の特定技能外国人の出身国・地域は「ベトナム」が52.5％、学歴は「大学・大学院」が40.1％
• 看護や介護の資格取得の有無は、「どちらも取った」が4.1％、「看護の資格だけとった」が16.1％、「介護の資格
だけとった」が29.8％

図表35：学歴（n=514）

図表36：看護や介護の資格取得の有無（n=514）

図表34：出身国・地域（n=514）

52.5% 17.3% 10.7% 5.3% 4.1% 5.1%

1.4%
0.4% 1.0%

0.0% 0.4%

0.0%
0.0%

0.0%

1.6%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ﾍﾞﾄﾅﾑ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 ﾐｬﾝﾏｰ ﾈﾊﾟｰﾙ
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ ﾀｲ ﾓﾝｺﾞﾙ ｽﾘﾗﾝｶ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ
ﾊﾟｷｽﾀﾝ ｲﾝﾄﾞ その他 無回答

35.0% 13.0% 10.5% 40.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高等学校 専門学校 短期大学 大学･大学院 無回答

4.1% 16.1% 29.8% 48.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらも取った 看護の資格だけ取った 介護の資格だけ取った
どちらも取っていない 無回答

16

13 

8.0%

6.3%

6.7%

11.8%

8.4%

6.8%

65.6%

66.7%

59.7%

75.6%

64.9%

75.0%

22.8%

20.8%

27.7%

10.9%

24.8%

18.2%

3.0%

4.2%

5.9%

0.8%

1.1%

0.0%

0.7%

2.1%

0.0%

0.8%

0.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 （n=742）

技能実習(介護)から 在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)から 在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）から 在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

専門用語も含めて 記録 内容がわかる 概ね記録 内容はわかる
記録 内容はあまりわからない 記録 内容はほとんどわからない
   

6.3%

8.3%

5.5%

10.1%

6.1%

2.3%

52.2%

60.4%

43.1%

61.3%

53.8%

59.1%

34.5%

29.2%

41.9%

26.1%

33.2%

34.1%

6.3%

2.1%

9.5%

1.7%

5.7%

4.5%

0.7%

0.0%

0.8%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 （n=742）

技能実習(介護)から 在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)から 在留資格変更者
（n=253）

特定活動（EPA）から 在留資格変更者
（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

専門用語も含めて 記録を作成できる 概ね記録を作成することができる
記録 作成はあまりできない 記録 作成はほとんどできない
   

8.0%

65.6%

22.8%

3.0%
0.7%

専門用語も含めて 記録 内容がわかる
概ね記録 内容はわかる
記録 内容はあまりわからない
記録 内容はほとんどわからない
   

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 介護記録等、業務上の文書を読む能力は、「漢字や専門用語など、わからないものも少しあるが、概ね記録の内
容は分かる」が65.6％

• 書く能力は、「漢字や専門用語など、わからないものも少しあるが、概ね記録を作成することができる」が52.2％
図表30：介護記録等、業務上の文書を読む能力

図表31：介護記録等、業務上の文書を書く能力
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（在留資格「特定技能」の取得方法別 読む能力）

6.3%

52.2%

34.5%

6.3%

0.7%

専門用語も含めて 記録を作成できる
概ね記録を作成することができる
記録 作成はあまりできない
記録 作成はほとんどできない
   

n=742

（在留資格「特定技能」の取得方法別 書く能力）

36.8%

45.8%

32.4%

57.1%

31.7%

36.4%

20.6%

10.4%

23.7%

23.5%

17.2%

25.0%

12.7%

16.7%

11.1%

9.2%

14.1%

13.6%

18.2%

12.5%

22.1%

5.0%

20.6%

20.5%

11.2%

14.6%

10.7%

5.0%

15.3%

4.5%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 （n=742）

技能実習(介護)から 在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)から 在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）から 在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

ひとりで対応することができる 日本 職員が付き添えば対応できる
対応できるが 行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない    

36.8%

19.7%

28.0%

41.0%

48.5%

63.8%

20.6%

15.6%

24.9%

19.8%

18.6%

24.1%

12.7%

18.9%

12.7%

12.5%

11.3%

3.4%

18.2%

30.3%

22.8%

16.5%

9.3%

1.7%

11.2%

14.8%

11.6%
9.5%

12.4%

6.9%

0.5%

0.8%

0.0%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 （n=742）

3か月以下（n=24）

4～6か月（n=53）

7～12か月(1年)（n=273）

13～24か月(2年)（n=97）

25か月以上(2年超)（n=58）

ひとりで対応することができる 日本 職員が付き添えば対応できる
対応できるが 行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない    

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 夜勤業務は、「ひとりで対応することができ、実際に夜勤業務を行っている」が36.8％

図表32：夜勤業務
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36.8%

20.6%
12.7%

18.2%

11.2%

0.5%

ひとりで対応することができる
日本 職員が付き添えば対応できる
対応できるが 行わせていない
対応することができない
夜勤業務がない
   

n=742

（在留資格「特定技能」の取得方法別）

（就労期間別）



8.0%

6.3%

6.7%

11.8%

8.4%

6.8%

65.6%

66.7%

59.7%

75.6%

64.9%

75.0%

22.8%

20.8%

27.7%

10.9%

24.8%

18.2%

3.0%

4.2%

5.9%

0.8%

1.1%

0.0%

0.7%

2.1%

0.0%

0.8%

0.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

専門用語も含めて､記録の内容がわかる 概ね記録の内容はわかる
記録の内容はあまりわからない 記録の内容はほとんどわからない
無回答

6.3%

8.3%

5.5%

10.1%

6.1%

2.3%

52.2%

60.4%

43.1%

61.3%

53.8%

59.1%

34.5%

29.2%

41.9%

26.1%

33.2%

34.1%

6.3%

2.1%

9.5%

1.7%

5.7%

4.5%

0.7%

0.0%

0.8%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者
（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者
（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

専門用語も含めて､記録を作成できる 概ね記録を作成することができる
記録の作成はあまりできない 記録の作成はほとんどできない
無回答

8.0%

65.6%

22.8%

3.0%
0.7%

専門用語も含めて､記録の内容がわかる
概ね記録の内容はわかる
記録の内容はあまりわからない
記録の内容はほとんどわからない
無回答

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 介護記録等、業務上の文書を読む能力は、「漢字や専門用語など、わからないものも少しあるが、概ね記録の内
容は分かる」が65.6％

• 書く能力は、「漢字や専門用語など、わからないものも少しあるが、概ね記録を作成することができる」が52.2％
図表30：介護記録等、業務上の文書を読む能力

図表31：介護記録等、業務上の文書を書く能力

（在留資格「特定技能」の取得方法別 読む能力）

6.3%

52.2%

34.5%

6.3%

0.7%

専門用語も含めて､記録を作成できる
概ね記録を作成することができる
記録の作成はあまりできない
記録の作成はほとんどできない
無回答

n=742

（在留資格「特定技能」の取得方法別 書く能力）
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36.8%

45.8%

32.4%

57.1%

31.7%

36.4%

20.6%

10.4%

23.7%

23.5%

17.2%

25.0%

12.7%

16.7%

11.1%

9.2%

14.1%

13.6%

18.2%

12.5%

22.1%

5.0%

20.6%

20.5%

11.2%

14.6%

10.7%

5.0%

15.3%

4.5%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）

海外試験合格者（n=44）

ひとりで対応することができる 日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが､行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない 無回答

36.8%

19.7%

28.0%

41.0%

48.5%

63.8%

20.6%

15.6%

24.9%

19.8%

18.6%

24.1%

12.7%

18.9%

12.7%

12.5%

11.3%

3.4%

18.2%

30.3%

22.8%

16.5%

9.3%

1.7%

11.2%

14.8%

11.6%

9.5%

12.4%

6.9%

0.5%

0.8%

0.0%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

3か月以下（n=24）

4～6か月（n=53）

7～12か月(1年)（n=273）

13～24か月(2年)（n=97）

25か月以上(2年超)（n=58）

ひとりで対応することができる 日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが､行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない 無回答

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 夜勤業務は、「ひとりで対応することができ、実際に夜勤業務を行っている」が36.8％

図表32：夜勤業務

36.8%

20.6%
12.7%

18.2%

11.2%

0.5%

ひとりで対応することができる
日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが､行わせていない
対応することができない
夜勤業務がない
無回答

n=742

（在留資格「特定技能」の取得方法別）

（就労期間別）
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23.7%

39.6%

17.4%

37.0%

22.5%

13.6%

63.1%

58.3%

62.5%

54.6%

66.4%

79.5%

11.6%

2.1%

17.4%

8.4%

9.5%

6.8%

1.1%

0.0%

2.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.5%

0.0%

0.8%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

技能実習(介護)からの在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）からの在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）
（技能実習や特定活動からの在留資格変更者を除く）

海外試験合格者（n=44）

ひとりで対応することができる 場合によってはﾌｫﾛｰが必要 多くの場合ではﾌｫﾛｰが必要
ひとりで業務をこなすことは難しい 無回答

23.7%

13.1%

17.5%

22.7%

35.1%

53.4%

63.1%

51.6%

69.3%

68.9%

59.8%

44.8%

11.6%

28.7%

12.7%

7.7%

5.2% 1.7%

1.1%

5.7% 0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.5%

0.8%

0.5%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=742）

3か月以下（n=24）

4～6か月（n=53）

7～12か月(1年)（n=273）

13～24か月(2年)（n=97）

25か月以上(2年超)（n=58）

ひとりで対応することができる 場合によってはﾌｫﾛｰが必要
多くの場合ではﾌｫﾛｰが必要 ひとりで業務をこなすことは難しい
無回答

23.7%

63.1%

11.6%

1.1% 0.5%

ひとりで対応することができる
場合によってはﾌｫﾛｰが必要
多くの場合ではﾌｫﾛｰが必要
ひとりで業務をこなすことは難しい
無回答

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 直接介助のスキルは、「ほぼひとりでも業務に対応することができるが、場合によってはフォローが必要」が

63.1％

図表33：現在の直接介助のスキル （在留資格「特定技能」の取得方法別）

（就労期間別）
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２．調査結果 （３）本人アンケート ①特定技能外国人の属性
• 回答のあった514人の特定技能外国人の出身国・地域は「ベトナム」が52.5％、学歴は「大学・大学院」が40.1％
• 看護や介護の資格取得の有無は、「どちらも取った」が4.1％、「看護の資格だけとった」が16.1％、「介護の資格
だけとった」が29.8％

図表35：学歴（n=514）

図表36：看護や介護の資格取得の有無（n=514）

図表34：出身国・地域（n=514）

52.5% 17.3% 10.7% 5.3% 4.1% 5.1%

1.4%
0.4% 1.0%

0.0% 0.4%

0.0%
0.0%

0.0%

1.6%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ﾍﾞﾄﾅﾑ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 ﾐｬﾝﾏｰ ﾈﾊﾟｰﾙ
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ ﾀｲ ﾓﾝｺﾞﾙ ｽﾘﾗﾝｶ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ
ﾊﾟｷｽﾀﾝ ｲﾝﾄﾞ その他 無回答

35.0% 13.0% 10.5% 40.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高等学校 専門学校 短期大学 大学･大学院 無回答

4.1% 16.1% 29.8% 48.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらも取った 看護の資格だけ取った 介護の資格だけ取った
どちらも取っていない 無回答

16

13 

23.7%

39.6%

17.4%

37.0%

22.5%

13.6%

63.1%

58.3%

62.5%

54.6%

66.4%

79.5%

11.6%

2.1%

17.4%

8.4%

9.5%

6.8%

1.1%

0.0%

2.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.5%

0.0%

0.8%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 （n=742）

技能実習(介護)から 在留資格変更者（n=48）

技能実習(介護以外)から 在留資格変更者（n=253）

特定活動（EPA）から 在留資格変更者（n=119）

国内試験合格者（n=262）
（技能実習や特定活動から 在留資格変更者を除く）

海外試験合格者（n=44）

ひとりで対応することができる 場合によっては    が必要 多く 場合では    が必要
ひとりで業務をこなすことは難しい    

23.7%

13.1%

17.5%

22.7%

35.1%

53.4%

63.1%

51.6%

69.3%

68.9%

59.8%

44.8%

11.6%

28.7%

12.7%

7.7%

5.2% 1.7%

1.1%

5.7% 0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.5%

0.8%

0.5%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 （n=742）

3か月以下（n=24）

4～6か月（n=53）

7～12か月(1年)（n=273）

13～24か月(2年)（n=97）

25か月以上(2年超)（n=58）

ひとりで対応することができる 場合によっては    が必要
多く 場合では    が必要 ひとりで業務をこなすことは難しい
   

23.7%

63.1%

11.6%

1.1% 0.5%

ひとりで対応することができる
場合によっては    が必要
多く 場合では    が必要
ひとりで業務をこなすことは難しい
   

n=742

２．調査結果 （２）事業所アンケート ③能力・スキルの評価
• 直接介助のスキルは、「ほぼひとりでも業務に対応することができるが、場合によってはフォローが必要」が

63.1％

図表33：現在の直接介助のスキル
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（在留資格「特定技能」の取得方法別）

（就労期間別）

２．調査結果 （３）本人アンケート ①特定技能外国人の属性
• 回答のあった514人の特定技能外国人の出身国・地域は「ベトナム」が52.5％、学歴は「大学・大学院」が40.1％
• 看護や介護の資格取得の有無は、「どちらも取った」が4.1％、「看護の資格だけとった」が16.1％、「介護の資格
だけとった」が29.8％

図表35：学歴（n=514）

図表36：看護や介護の資格取得の有無（n=514）

16

図表34：出身国・地域（n=514）

52.5% 17.3% 10.7% 5.3% 4.1% 5.1%

1.4% 0.4% 1.0%

0.0% 0.4%

0.0%
0.0% 0.0%

1.6%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

                  中国           
                                      
                

35.0% 13.0% 10.5% 40.1%

1.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院    

4.1% 16.1% 29.8% 48.4%

1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらも取った 看護 資格だけ取った 介護 資格だけ取った
どちらも取っていない    



２．調査結果 （３）本人アンケート ①特定技能外国人の属性
• 自分の国で仕事をした経験は「ある」が64.6％、仕事の内容は、（看護や介護ではない）「ほかの仕事」が80.1％
• 日本で、介護の仕事をしたいと思った理由は、「日本の介護福祉士の国家資格を取りたいから」が58.6％

図表39：日本で介護の仕事をしたいと思った理由（n=514）（複数回答）

図表37：自分の国で仕事をした経験（n=514）

図表38：仕事の内容（n=332）（複数回答）

58.6%
43.6%
43.4%

40.5%
23.3%

20.0%
10.9%
10.5%
10.1%

5.4%
5.3%
5.1%
4.7%
3.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日本の介護福祉士の資格を取りたいから
日本語を学びたいから

日本の介護を学びたいから
家族に送金したい､家族のため

給料が高いから
日本の文化やｱﾆﾒ･ﾏﾝｶﾞなどが好きだから
自分のﾚﾍﾞﾙや条件が一番合っていたから

仕事が必ずあるから
ｺﾛﾅの影響で自分の国に帰ることができな…

日本にいる家族､友達などに勧められたから
ｺﾛﾅの影響で今までの仕事がなくなったから

国の家族､友達などに勧められたから
自分の住んでいる国との距離が近いから

その他
無回答

64.6% 34.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

19.9%

80.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の仕事

他の仕事

無回答
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２．調査結果 （３）本人アンケート ②日本語能力について
• 日本語の理解度は、「いつもの生活で話すとき」が一番高く、「職場での引きつぎ、申し送り」、「介護記録を読む
時」、「書く時」、「介護福祉士国家試験の勉強をする時」の順に理解度が低下。

• 日本語の勉強に関する職場からのサポートは「サポートを受けている」が67.3％、「サポートを受けたいと思うが、
実際には受けることができていない」が22.6％

図表41：日本語の勉強に関する職場からのサポート（n=514）

図表40：日本語の理解度（n=514）

22.6%

16.0%

14.8%

10.5%

3.7%

73.5%

74.3%

68.7%

63.6%

34.8%

3.5%

7.8%

13.4%

18.5%

23.2%

0.2%

0.0%

0.8%

1.0%0.6%

0.8%

1.8%

6.0%

37.0%

0.2%

1.2%

0.6%

0.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

いつもの生活で話す時

職場での引継ぎ､申し送り

介護記録を読む時

介護記録を書く時

介護福祉士国家試験の勉強をする時

よくわかる だいたいわかる あまりわからない
全くわからない やっていない 無回答

67.3% 22.6% 9.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ｻﾎﾟｰﾄを受けている 受けたいと思うが､受けることができていない
ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない 無回答

18

14 

２．調査結果 （３）本人アンケート ③介護福祉士国家資格について
• 日本の介護福祉士国家試験の受験意向は、「受けたい」が69.5％
• 受験したい理由は、「日本で長く働きたいから」が69.5％、「専門職として、知識・技術をもっているとみとめられる
から」が49.3％

• 介護の勉強に関する職場からのサポートは、「サポートを受けている」が67.7％、「サポートを受けたいと思うが、
実際には受けることができていない」が23.2％

図表42：介護福祉国家試験の受験意向（n=514）

図表44：介護の勉強に関する職場からのサポート（n=514）

図表43：受験したい理由（n=357）（複数回答）

69.5% 20.2% 4.3% 5.4%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたい 受けたいが受けることは難しそう 受けたくない わからない 無回答

69.5%

49.3%

23.0%

22.4%

18.5%

10.6%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

日本で⾧く働きたいから

専門職として知識･技術を持っていると認められるから

資格手当がもらえるから

資格を取ることで他の職員を教えることができるから

職場で資格を取ることを勧められるから

社会的な評価をもらえるから

会社や職場を変えやすくなるから

67.7% 23.2% 8.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ｻﾎﾟｰﾄを受けている 受けたいと思うが､受けることができていない
ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない 無回答 19

２．調査結果 （３）本人アンケート ④今後の目標
• 今から5年間の目標は、「介護福祉士国家資格を取りたい」が61.5％、「介護の技術や能力を高めたい」が59.5％
• 5年後に住みたい場所は「日本」が76.3％、働きたい場所は「今働いている職場でそのまま働きたい」が68.3％

図表45：今から5年間の目標（n=514）（複数回答）

図表46：5年後に住みたい場所（n=514）

61.5%
59.5%

52.3%
38.7%

17.1%
9.9%

6.4%
2.7%

0.6%
8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護福祉士国家資格を取りたい
介護の技術や能力を高めたい

お金を貯めたい
介護の日本語を学びたい

職場で後輩の世話をしたい
職場で現場のﾘｰﾀﾞｰになりたい

職場の施設⾧･管理者になりたい
その他

特になし
無回答

76.3% 19.1% 4.3%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本 自分の国･地域 その他 無回答

68.3% 12.1% 19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答

図表47：5年後に働きたい職場（n=514）

20

15 

２．調査結果 （３）本人アンケート ①特定技能外国人の属性
• 自分の国で仕事をした経験は「ある」が64.6％、仕事の内容は、（看護や介護ではない）「ほかの仕事」が80.1％
• 日本で、介護の仕事をしたいと思った理由は、「日本の介護福祉士の国家資格を取りたいから」が58.6％

図表39：日本で介護の仕事をしたいと思った理由（n=514）（複数回答）
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図表37：自分の国で仕事をした経験（n=514）

図表38：仕事の内容（n=332）（複数回答）

58.6%
43.6%
43.4%

40.5%
23.3%

20.0%
10.9%
10.5%
10.1%

5.4%
5.3%
5.1%
4.7%
3.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日本 介護  士 資格を取りたいから
日本語を学びたいから

日本 介護を学びたいから
家族に送金したい 家族 ため

給料が高いから
日本 文化や        などが好きだから
自分     や条件が一番合っていたから

仕事が必ずあるから
    影響で自分 国に帰ることができな…
日本にいる家族 友達などに勧められたから
    影響で今まで 仕事がなくなったから

国 家族 友達などに勧められたから
自分 住んでいる国と 距離が近いから

   
   

64.6% 34.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない    

19.9%

80.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護 仕事

  仕事

   

２．調査結果 （３）本人アンケート ②日本語能力について
• 日本語の理解度は、「いつもの生活で話すとき」が一番高く、「職場での引きつぎ、申し送り」、「介護記録を読む
時」、「書く時」、「介護福祉士国家試験の勉強をする時」の順に理解度が低下。

• 日本語の勉強に関する職場からのサポートは「サポートを受けている」が67.3％、「サポートを受けたいと思うが、
実際には受けることができていない」が22.6％

図表41：日本語の勉強に関する職場からのサポート（n=514）

図表40：日本語の理解度（n=514）
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22.6%

16.0%

14.8%

10.5%

3.7%

73.5%

74.3%

68.7%

63.6%

34.8%

3.5%

7.8%

13.4%

18.5%

23.2%

0.2%

0.0%

0.8%

1.0%0.6%

0.8%

1.8%

6.0%

37.0%

0.2%

1.2%

0.6%

0.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

いつも 生活で話す時

職場で 引継ぎ 申し送り

介護記録を読む時

介護記録を書く時

介護  士国家試験 勉強をする時

よくわかる だいたいわかる あまりわからない
全くわからない やっていない    

67.3% 22.6% 9.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

     を受けている 受けたいと思うが 受けることができていない
     を受けたいと思わない    



２．調査結果 （３）本人アンケート ①特定技能外国人の属性
• 自分の国で仕事をした経験は「ある」が64.6％、仕事の内容は、（看護や介護ではない）「ほかの仕事」が80.1％
• 日本で、介護の仕事をしたいと思った理由は、「日本の介護福祉士の国家資格を取りたいから」が58.6％

図表39：日本で介護の仕事をしたいと思った理由（n=514）（複数回答）

図表37：自分の国で仕事をした経験（n=514）

図表38：仕事の内容（n=332）（複数回答）

58.6%
43.6%
43.4%

40.5%
23.3%

20.0%
10.9%
10.5%
10.1%

5.4%
5.3%
5.1%
4.7%
3.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日本の介護福祉士の資格を取りたいから
日本語を学びたいから

日本の介護を学びたいから
家族に送金したい､家族のため

給料が高いから
日本の文化やｱﾆﾒ･ﾏﾝｶﾞなどが好きだから
自分のﾚﾍﾞﾙや条件が一番合っていたから

仕事が必ずあるから
ｺﾛﾅの影響で自分の国に帰ることができな…

日本にいる家族､友達などに勧められたから
ｺﾛﾅの影響で今までの仕事がなくなったから

国の家族､友達などに勧められたから
自分の住んでいる国との距離が近いから

その他
無回答

64.6% 34.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

19.9%

80.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の仕事

他の仕事

無回答
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２．調査結果 （３）本人アンケート ②日本語能力について
• 日本語の理解度は、「いつもの生活で話すとき」が一番高く、「職場での引きつぎ、申し送り」、「介護記録を読む
時」、「書く時」、「介護福祉士国家試験の勉強をする時」の順に理解度が低下。

• 日本語の勉強に関する職場からのサポートは「サポートを受けている」が67.3％、「サポートを受けたいと思うが、
実際には受けることができていない」が22.6％

図表41：日本語の勉強に関する職場からのサポート（n=514）

図表40：日本語の理解度（n=514）

22.6%

16.0%

14.8%

10.5%

3.7%

73.5%

74.3%

68.7%

63.6%

34.8%

3.5%

7.8%

13.4%

18.5%

23.2%

0.2%

0.0%

0.8%

1.0%0.6%

0.8%

1.8%

6.0%

37.0%

0.2%

1.2%

0.6%

0.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

いつもの生活で話す時

職場での引継ぎ､申し送り

介護記録を読む時

介護記録を書く時

介護福祉士国家試験の勉強をする時

よくわかる だいたいわかる あまりわからない
全くわからない やっていない 無回答

67.3% 22.6% 9.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ｻﾎﾟｰﾄを受けている 受けたいと思うが､受けることができていない
ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない 無回答

18

14 

２．調査結果 （３）本人アンケート ③介護福祉士国家資格について
• 日本の介護福祉士国家試験の受験意向は、「受けたい」が69.5％
• 受験したい理由は、「日本で長く働きたいから」が69.5％、「専門職として、知識・技術をもっているとみとめられる
から」が49.3％

• 介護の勉強に関する職場からのサポートは、「サポートを受けている」が67.7％、「サポートを受けたいと思うが、
実際には受けることができていない」が23.2％

図表42：介護福祉国家試験の受験意向（n=514）

図表44：介護の勉強に関する職場からのサポート（n=514）

図表43：受験したい理由（n=357）（複数回答）

69.5% 20.2% 4.3% 5.4%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたい 受けたいが受けることは難しそう 受けたくない わからない 無回答

69.5%

49.3%

23.0%

22.4%

18.5%

10.6%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

日本で⾧く働きたいから

専門職として知識･技術を持っていると認められるから

資格手当がもらえるから

資格を取ることで他の職員を教えることができるから

職場で資格を取ることを勧められるから

社会的な評価をもらえるから

会社や職場を変えやすくなるから

67.7% 23.2% 8.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ｻﾎﾟｰﾄを受けている 受けたいと思うが､受けることができていない
ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない 無回答 19

２．調査結果 （３）本人アンケート ④今後の目標
• 今から5年間の目標は、「介護福祉士国家資格を取りたい」が61.5％、「介護の技術や能力を高めたい」が59.5％
• 5年後に住みたい場所は「日本」が76.3％、働きたい場所は「今働いている職場でそのまま働きたい」が68.3％

図表45：今から5年間の目標（n=514）（複数回答）

図表46：5年後に住みたい場所（n=514）

61.5%
59.5%

52.3%
38.7%

17.1%
9.9%

6.4%
2.7%

0.6%
8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護福祉士国家資格を取りたい
介護の技術や能力を高めたい

お金を貯めたい
介護の日本語を学びたい

職場で後輩の世話をしたい
職場で現場のﾘｰﾀﾞｰになりたい

職場の施設⾧･管理者になりたい
その他

特になし
無回答

76.3% 19.1% 4.3%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本 自分の国･地域 その他 無回答

68.3% 12.1% 19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答

図表47：5年後に働きたい職場（n=514）
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２．調査結果 （３）本人アンケート ③介護福祉士国家資格について
• 日本の介護福祉士国家試験の受験意向は、「受けたい」が69.5％
• 受験したい理由は、「日本で長く働きたいから」が69.5％、「専門職として、知識・技術をもっているとみとめられる
から」が49.3％

• 介護の勉強に関する職場からのサポートは、「サポートを受けている」が67.7％、「サポートを受けたいと思うが、
実際には受けることができていない」が23.2％

図表42：介護福祉国家試験の受験意向（n=514）

図表44：介護の勉強に関する職場からのサポート（n=514）

図表43：受験したい理由（n=357）（複数回答）
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69.5% 20.2% 4.3% 5.4%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたい 受けたいが受けることは難し う 受けたくない わからない    

69.5%

49.3%

23.0%

22.4%

18.5%

10.6%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

日本で長く働きたいから

専門職として知識 技術を持っていると認められるから

資格手当がもらえるから

資格を取ることで  職員を教えることができるから

職場で資格を取ることを勧められるから

  的な評価をもらえるから

  や職場を変えやすくなるから

67.7% 23.2% 8.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

     を受けている 受けたいと思うが 受けることができていない
     を受けたいと思わない    

２．調査結果 （３）本人アンケート ④今後の目標
• 今から5年間の目標は、「介護福祉士国家資格を取りたい」が61.5％、「介護の技術や能力を高めたい」が59.5％
• 5年後に住みたい場所は「日本」が76.3％、働きたい場所は「今働いている職場でそのまま働きたい」が68.3％

図表45：今から5年間の目標（n=514）（複数回答）

図表46：5年後に住みたい場所（n=514）
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61.5%
59.5%

52.3%
38.7%

17.1%
9.9%

6.4%
2.7%

0.6%
8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護  士国家資格を取りたい
介護 技術や能力を高めたい

お金を貯めたい
介護 日本語を学びたい

職場で後輩 世話をしたい
職場で現場      になりたい
職場 施設長 管理者になりたい

   
特になし
   

76.3% 19.1% 4.3%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本 自分 国  域       

68.3% 12.1% 19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今働いている職場で  まま働きたい 今働いている職場以外 施設で働きたい    

図表47：5年後に働きたい職場（n=514）



２．調査結果 （３）本人アンケート ⑤介護の仕事の満足度
• （現在の職場にかかわらず）介護の仕事の満足度は「満足」が48.6％
• 日本語や介護の勉強のサポートを受けているほうが、介護の仕事への満足度が高い。

図表48：介護の仕事の満足度（n=514）

（日本語・介護の勉強のサポート別） （介護福祉士国家資格の受験意向別）

48.6% 43.2% 6.6%

0.6%
1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

53.2%

41.4%

33.3%

52.3%

40.3%

43.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=346）

受けたいと思うが､
受けることができていない（n=116）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=48）

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=348）

受けたいと思うが､
受けることができていない（n=119）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=44）

日
本

語
の

勉
強
（
n=

51
4）

介
護

の
勉
強

（
n=

51
4）

介護の仕事に「満足」している割合

48.6%

52.7%

41.3%

31.8%

39.3%

43.2%

41.5%

49.0%

40.9%

46.4%

6.6%

3.9%

9.6%

27.3%

14.3%

0.6%

0.8%

0.0%

0.0%

1.0%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体（n=514）

受けたい（n=357）

受けたいが受けることは難しそう
（n=104）

受けたくない（n=22）

わからない（n=28）

満足 少し満足 少し不満 不満 無回答
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36.0%

67.9%

62.3%

70.4%

61.9%

45.5%

46.1%

38.3%

53.3%

50.0%

44.0%

45.9%

24.1%

29.6%

27.2%

31.1%

30.7%

37.0%

38.3%

21.8%

32.7%

35.8%

14.6%

6.2%

6.0%

1.6%

5.4%
6.0%

4.3%

6.6%

3.3%

5.6%

6.0%

2.5%

1.0%

0.8%

0.0% 1.0%

1.6%

1.4%

1.6%

1.9%

0.6%

0.8%

14.6%

10.1%

14.2%

17.9%

9.5%

12.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

給料

休日の取りやすさ

働く時間

利用者との関係

職場の職員との関係

日本語の勉強へのｻﾎﾟｰﾄ

介護の技術･能力を高める研修･ｻﾎﾟｰﾄ

将来のｷｬﾘｱについての説明･ｻﾎﾟｰﾄ.

家族へのｻﾎﾟｰﾄ

周りの日本人と交流する機会

自分の国や文化を教える機会

満足 少し満足 少し不満 不満 受けていない･機会がない

２．調査結果 （３）本人アンケート ⑥現在の職場の満足度
• 現在働いている施設・事業所について、「給料」（36.0％）、「将来のキャリアについてのサポート」（38.3％）、「自分
の国や文化を教える機会」（44.0％）「日本語の勉強へのサポート」（45.5％）、「介護の技術・能力を高める研修・
サポート」（46.1％）の満足度が低め。

図表49：現在働いている施設・事業所の満足度（n=514）
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２．調査結果 （３）本人アンケート ⑥現在の職場の満足度
• 日本語に関する勉強のサポートを受けている特定技能外国人が「今働いている職場でそのまま働きたい」割合が

71.4％
• 介護に関する勉強のサポートを受けている特定技能外国人が「今働いている職場でそのまま働きたい」割合が

68.3％

図表50：日本語に関する勉強のサポートの有無別 今から５年後に働きたい場所（n=514）

図表51：介護に関する勉強のサポートの有無別 今から５年後に働きたい場所（n=514）

68.3%

71.4%

63.8%

56.3%

12.1%

10.4%

16.4%

14.6%

19.6%

18.2%

19.8%

29.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=514）

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=346）

受けたいと思うが､受けることができていない（n=116）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=48）

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答

68.3%

69.8%

69.7%

50.0%

12.1%

10.3%

16.8%

13.6%

19.6%

19.8%

13.4%

36.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=514）

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=348）

受けたいと思うが､受けることができていない（n=119）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=44）

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答
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２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ①登録支援機関の概要
• 個人・法人の種類は、「株式会社・有限会社」が60.4％、「協同組合」が23.0％
• 母体となる親法人・グループの種別は、「人材サービス事業者」が36.7％
• 技能実習制度に係る監理団体業務の実施状況は、「行っていない」が76.3％

図表52：個人・法人の種類（n=139）

図表53：母体となる親法人・グループの種別（n=139）

図表54：監理団体業務の実施状況（n=139）

60.4% 23.0% 2.9%

2.2%

1.4%

0.7%

5.8%

3.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

株式会社･有限会社 協同組合
合同会社･合名会社 社団法人･財団法人
特定非営利活動法人 行政書士法人･司法書士法人･弁護士法人
個人 その他

13.7% 36.7% 16.5% 6.5% 7.2% 16.5% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療･介護事業者 人材ｻｰﾋﾞｽ事業者 事業協同組合 教育機関 士業 その他の法人 無回答

10.8% 10.8% 76.3% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている(一般監理団体) 行っている(特定監理団体) 行っていない 無回答
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２．調査結果 （３）本人アンケート ⑤介護の仕事の満足度
• （現在の職場にかかわらず）介護の仕事の満足度は「満足」が48.6％
• 日本語や介護の勉強のサポートを受けているほうが、介護の仕事への満足度が高い。

図表48：介護の仕事の満足度（n=514）

（日本語・介護の勉強のサポート別）
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（介護福祉士国家資格の受験意向別）

48.6% 43.2% 6.6%

0.6% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 少し満足 少し不満 不満    

53.2%

41.4%

33.3%

52.3%

40.3%

43.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

     を受けている（n=346）

受けたいと思うが 
受けることができていない（n=116）

     を受けたいと思わない（n=48）

     を受けている（n=348）

受けたいと思うが 
受けることができていない（n=119）

     を受けたいと思わない（n=44）

日
本
語
 
勉
強
（
n=

51
4）

介
護
 
勉
強
（
n=

51
4）

介護 仕事に「満足」している割合

48.6%

52.7%

41.3%

31.8%

39.3%

43.2%

41.5%

49.0%

40.9%

46.4%

6.6%

3.9%

9.6%

27.3%

14.3%

0.6%

0.8%

0.0%

0.0%

1.0%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全 （n=514）

受けたい（n=357）

受けたいが受けることは難し う
（n=104）

受けたくない（n=22）

わからない（n=28）

満足 少し満足 少し不満 不満    
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46.1%
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50.0%

44.0%

45.9%

24.1%

29.6%

27.2%

31.1%

30.7%

37.0%

38.3%

21.8%

32.7%

35.8%

14.6%

6.2%

6.0%

1.6%

5.4%
6.0%

4.3%

6.6%

3.3%

5.6%

6.0%

2.5%

1.0%

0.8%

0.0% 1.0%

1.6%

1.4%

1.6%

1.9%

0.6%

0.8%

14.6%

10.1%

14.2%

17.9%

9.5%

12.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

給料

休日 取りやすさ

働く時間

利用者と 関係

職場 職員と 関係

日本語 勉強へ      

介護 技術 能力を高める研修      

将来     について 説明      .

家族へ      

周り 日本 と交流する機 

自分 国や文化を教える機 

満足 少し満足 少し不満 不満 受けていない 機 がない

２．調査結果 （３）本人アンケート ⑥現在の職場の満足度
• 現在働いている施設・事業所について、「給料」（36.0％）、「将来のキャリアについてのサポート」（38.3％）、「自分
の国や文化を教える機会」（44.0％）「日本語の勉強へのサポート」（45.5％）、「介護の技術・能力を高める研修・
サポート」（46.1％）の満足度が低め。

図表49：現在働いている施設・事業所の満足度（n=514）
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２．調査結果 （３）本人アンケート ⑤介護の仕事の満足度
• （現在の職場にかかわらず）介護の仕事の満足度は「満足」が48.6％
• 日本語や介護の勉強のサポートを受けているほうが、介護の仕事への満足度が高い。

図表48：介護の仕事の満足度（n=514）

（日本語・介護の勉強のサポート別） （介護福祉士国家資格の受験意向別）

48.6% 43.2% 6.6%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 少し満足 少し不満 不満 無回答
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受けたいと思うが､
受けることができていない（n=116）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=48）

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=348）

受けたいと思うが､
受けることができていない（n=119）
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52.7%

41.3%
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43.2%

41.5%

49.0%

40.9%
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3.9%

9.6%

27.3%

14.3%

0.6%

0.8%

0.0%

0.0%

1.0%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体（n=514）

受けたい（n=357）

受けたいが受けることは難しそう
（n=104）

受けたくない（n=22）
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満足 少し満足 少し不満 不満 無回答
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給料

休日の取りやすさ

働く時間

利用者との関係

職場の職員との関係

日本語の勉強へのｻﾎﾟｰﾄ

介護の技術･能力を高める研修･ｻﾎﾟｰﾄ

将来のｷｬﾘｱについての説明･ｻﾎﾟｰﾄ.

家族へのｻﾎﾟｰﾄ

周りの日本人と交流する機会

自分の国や文化を教える機会

満足 少し満足 少し不満 不満 受けていない･機会がない

２．調査結果 （３）本人アンケート ⑥現在の職場の満足度
• 現在働いている施設・事業所について、「給料」（36.0％）、「将来のキャリアについてのサポート」（38.3％）、「自分
の国や文化を教える機会」（44.0％）「日本語の勉強へのサポート」（45.5％）、「介護の技術・能力を高める研修・
サポート」（46.1％）の満足度が低め。

図表49：現在働いている施設・事業所の満足度（n=514）
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２．調査結果 （３）本人アンケート ⑥現在の職場の満足度
• 日本語に関する勉強のサポートを受けている特定技能外国人が「今働いている職場でそのまま働きたい」割合が

71.4％
• 介護に関する勉強のサポートを受けている特定技能外国人が「今働いている職場でそのまま働きたい」割合が

68.3％

図表50：日本語に関する勉強のサポートの有無別 今から５年後に働きたい場所（n=514）

図表51：介護に関する勉強のサポートの有無別 今から５年後に働きたい場所（n=514）
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全体（n=514）

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=346）

受けたいと思うが､受けることができていない（n=116）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=48）

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答
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19.6%

19.8%

13.4%
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=514）

ｻﾎﾟｰﾄを受けている（n=348）

受けたいと思うが､受けることができていない（n=119）

ｻﾎﾟｰﾄを受けたいと思わない（n=44）

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答
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２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ①登録支援機関の概要
• 個人・法人の種類は、「株式会社・有限会社」が60.4％、「協同組合」が23.0％
• 母体となる親法人・グループの種別は、「人材サービス事業者」が36.7％
• 技能実習制度に係る監理団体業務の実施状況は、「行っていない」が76.3％

図表52：個人・法人の種類（n=139）

図表53：母体となる親法人・グループの種別（n=139）

図表54：監理団体業務の実施状況（n=139）
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5.8%

3.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

株式会社･有限会社 協同組合
合同会社･合名会社 社団法人･財団法人
特定非営利活動法人 行政書士法人･司法書士法人･弁護士法人
個人 その他

13.7% 36.7% 16.5% 6.5% 7.2% 16.5% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療･介護事業者 人材ｻｰﾋﾞｽ事業者 事業協同組合 教育機関 士業 その他の法人 無回答

10.8% 10.8% 76.3% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている(一般監理団体) 行っている(特定監理団体) 行っていない 無回答
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２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ①登録支援機関の概要
• 最も受入れ人数が多い海外の国・地域は「ベトナム」が43.2％
• 今後の受入れを検討している国・地域は「インドネシア」（33.8％）、「ミャンマー」「ベトナム」（23.7％）の順に割合が
高い。

図表55：最も受入れ人数が多い海外の国・地域（n=139）

図表56：今後の受入れを検討している国・地域（n=139）
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ﾊﾟｷｽﾀﾝ ﾀｲ
ｲﾝﾄﾞ その他
海外からの受入れには取り組んでいない 無回答
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ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ

ｲﾝﾄﾞ
ﾊﾟｷｽﾀﾝ
その他

n=139
25

73.4%
72.7%
72.7%
72.7%
72.7%
71.2%
70.5%
69.8%

66.9%
66.2%

64.0%
59.0%

48.2%
44.6%

36.0%
20.1%

5.8%
0.0%

16.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
事前ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

公的手続き等への同行
日本語学習の機会の提供

相談･苦情への対応
住居確保･生活に必要な契約支援
定期的な面談･行政機関への通報

日本人との交流促進
在留資格申請支援

出入国する際の送迎
転職支援

支援計画書作成支援
外国人材の生活支援

外国人材の紹介
介護知識･技能の学習の機会の提供

介護福祉士国家試験対策
その他

法令に定める支援内容以外は実施していない
無回答

２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ②支援内容
• 登録支援機関が対応している支援内容は、「生活オリエンテーション」が73.4％
• 「介護知識・技能の学習の機会の提供」「介護福祉士国家試験対策」に対応している登録支援機関は比較的少な
い。

図表57：対応している支援内容（n=139）（複数回答）
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41.7%
22.3%

20.1%
18.7%
17.3%

15.1%
11.5%
10.8%
10.8%
10.8%
9.4%
8.6%
8.6%

5.0%
4.3%
4.3%
2.9%
1.4%
2.9%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外国人からの相談･苦情への対応
在留資格申請支援
外国人材の紹介

日本語学習の機会の提供
定期的な面談･行政機関への通報

介護知識･技能の学習の機会の提供
外国人材の生活支援

住居確保･生活に必要な契約支援
公的手続き等への同行

外国人材の職場への定着支援
受入れ事業者からの相談･苦情への対応

事前ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
生活ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

介護福祉士国家試験対策
日本人との交流促進
支援計画書作成支援

転職支援
出入国する際の送迎

その他
無回答

２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ②支援内容
• 登録支援機関が強みとしている支援内容は、「外国人からの相談・苦情への対応」が41.7％

図表58：登録支援機関が強みとしている内容（n=139）（複数回答）
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２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ④今後の方針と課題
• 介護分野の特定技能外国人の受入れについて、登録支援機関の今後3年間の方針は、「拡大」が87.1％
• 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題は、「制度の理解が不十分な介護事業者が多い」が

43.2％、「介護事業者のニーズに合った人材を探すことが難しい」が31.7％

図表59：今後3年間の方針（n=139）

図表60：特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題（n=139）（複数回答）

87.1% 10.1% 2.9%

0.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大 現状維持 縮小 無回答

43.2%
31.7%

22.3%
15.8%
15.1%

13.7%
9.4%
8.6%
9.4%

7.9%
5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

制度の理解が不十分な介護事業者が多い
介護事業者のﾆｰｽﾞに合った人材を探すことが難しい

特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者が少ない
介護分野での就労希望者が減少している

ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽが低い
介護分野の先進事例に関する情報が少ない

他の在留資格の人材を望む介護事業者が多い
介護分野の運用状況や手続きに関する情報が少ない

その他
特になし

無回答
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高い。

図表55：最も受入れ人数が多い海外の国・地域（n=139）

図表56：今後の受入れを検討している国・地域（n=139）
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図表57：対応している支援内容（n=139）（複数回答）
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無回答

２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ②支援内容
• 登録支援機関が対応している支援内容は、「生活オリエンテーション」が73.4％
• 「介護知識・技能の学習の機会の提供」「介護福祉士国家試験対策」に対応している登録支援機関は比較的少な
い。

図表57：対応している支援内容（n=139）（複数回答）
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２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ②支援内容
• 登録支援機関が強みとしている支援内容は、「外国人からの相談・苦情への対応」が41.7％

図表58：登録支援機関が強みとしている内容（n=139）（複数回答）
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２．調査結果 （４）登録支援機関アンケート ④今後の方針と課題
• 介護分野の特定技能外国人の受入れについて、登録支援機関の今後3年間の方針は、「拡大」が87.1％
• 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題は、「制度の理解が不十分な介護事業者が多い」が

43.2％、「介護事業者のニーズに合った人材を探すことが難しい」が31.7％

図表59：今後3年間の方針（n=139）

図表60：特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題（n=139）（複数回答）
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介護分野の先進事例に関する情報が少ない

他の在留資格の人材を望む介護事業者が多い
介護分野の運用状況や手続きに関する情報が少ない

その他
特になし

無回答
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第３章 法人アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態、及び法人としての支援の取組や課題等
を把握し、今後の施策検討のための基礎資料を収集する。

２  調査対象

令和３年 月 日時点で、「介護分野における特定技能協議会」（以下「協議会」という。）
に入会している受入機関（医療・介護事業者）全数（ 事業者）

３  調査方法

郵送配付・郵送回収

４  調査時点

令和３年 月１日

５  調査実施期間

令和３年 月 日（月）～令和３年 月 日（水）
調査票では、令和３年 月 日（金）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。

６  調査項目

・法人の概要
・職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組
・特定技能外国人の受入れ体制と支援内容
・特定技能外国人等の受入れに係る今後の方針
・特定技能外国人の受入れに係る課題や要望

７  回収結果

・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）

２． 調査結果

１  法人の概要

ここでは、本調査に回答のあった特定技能外国人受入機関 法人の概要について述べ
る。

① 法人の種類
法人の種類は、「社会福祉法人」の割合が ％と最も高く、次いで「株式会社」が
％だった。

図表 法人の種類（ ）（単数回答、 ）

（参考）受入機関全体の法人の種類（ｎ=669、令和 3年 9月 1 日時点）

0.0%

50.0% 18.2% 19.7% 9.4%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地方公共団体 社会福祉法人 医療法人 株式会社 その他 無回答

0.0%

49.2% 18.7% 23.3% 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地方公共団体 社会福祉法人 医療法人 株式会社 その他



第３章 法人アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態、及び法人としての支援の取組や課題等
を把握し、今後の施策検討のための基礎資料を収集する。

２  調査対象

令和３年 月 日時点で、「介護分野における特定技能協議会」（以下「協議会」という。）
に入会している受入機関（医療・介護事業者）全数（ 事業者）

３  調査方法

郵送配付・郵送回収

４  調査時点

令和３年 月１日

５  調査実施期間

令和３年 月 日（月）～令和３年 月 日（水）
調査票では、令和３年 月 日（金）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。

６  調査項目

・法人の概要
・職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組
・特定技能外国人の受入れ体制と支援内容
・特定技能外国人等の受入れに係る今後の方針
・特定技能外国人の受入れに係る課題や要望

７  回収結果

・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）

２． 調査結果

１  法人の概要

ここでは、本調査に回答のあった特定技能外国人受入機関 法人の概要について述べ
る。

① 法人の種類
法人の種類は、「社会福祉法人」の割合が ％と最も高く、次いで「株式会社」が
％だった。

図表 法人の種類（ ）（単数回答、 ）

（参考）受入機関全体の法人の種類（ｎ=669、令和 3年 9月 1 日時点）

0.0%

50.0% 18.2% 19.7% 9.4%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地方公共団体 社会福祉法人 医療法人 株式会社 その他 無回答

0.0%

49.2% 18.7% 23.3% 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地方公共団体 社会福祉法人 医療法人 株式会社 その他



② 本部の所在地
法人の本部の所在地は、「大阪府」の割合が ％と最も高く、次いで「東京都」が
％だった。

図表 本部の所在地（ ）（単数回答、 ）
都道府県名 件数 割合 都道府県名 件数 割合
北海道 滋賀県
青森県 京都府
岩手県 大阪府
宮城県 兵庫県
秋田県 奈良県
山形県 和歌山県
福島県 鳥取県
茨城県 島根県
栃木県 岡山県
群馬県 広島県
埼玉県 山口県
千葉県 徳島県
東京都 香川県
神奈川県 愛媛県
新潟県 高知県
富山県 福岡県
石川県 佐賀県
福井県 長崎県
山梨県 熊本県
長野県 大分県
岐阜県 宮崎県
静岡県 鹿児島県
愛知県 沖縄県
三重県 無回答

全体

③ 法人が運営する事業所数（問 2（1））
法人が運営する事業所数は、平均 事業所だった。また、分布をみると、「 ～ 事業

所」の割合が ％と最も高く、次いで「 ～ 事業所」が ％だった。
また、法人が運営する事業所のうち訪問系サービス以外の事業所数は、平均 事業所

だった。また、分布をみると、「 ～ 事業所」の割合が ％と最も高く、次いで「 事
業所」が ％だった。

図表 法人が運営する事業所数（問 （ ））（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

法人が運営する事業所数

図表 法人が運営する事業所数（問 （ ））（単数回答、 ）

図表 法人が運営する事業所のうち訪問系サービス以外の事業所数

（特定技能外国人受入れ対象）（問 （ ））（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

訪問系サービス以外の事業所数

図表 法人が運営する事業所のうち訪問系サービス以外の事業所数

（特定技能外国人受入れ対象）（問 （ ））（単数回答、 ）

7.1% 35.9% 20.6% 16.5% 10.6%
5.6%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1事業所 2～5事業所 6～10事業所 11～20事業所
21～50事業所 51事業所以上 無回答

25.0% 38.8% 13.8% 9.1% 4.1%

3.2%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1事業所 2～5事業所 6～10事業所 11～20事業所
21～50事業所 51事業所以上 無回答



② 本部の所在地
法人の本部の所在地は、「大阪府」の割合が ％と最も高く、次いで「東京都」が
％だった。

図表 本部の所在地（ ）（単数回答、 ）
都道府県名 件数 割合 都道府県名 件数 割合
北海道 滋賀県
青森県 京都府
岩手県 大阪府
宮城県 兵庫県
秋田県 奈良県
山形県 和歌山県
福島県 鳥取県
茨城県 島根県
栃木県 岡山県
群馬県 広島県
埼玉県 山口県
千葉県 徳島県
東京都 香川県
神奈川県 愛媛県
新潟県 高知県
富山県 福岡県
石川県 佐賀県
福井県 長崎県
山梨県 熊本県
長野県 大分県
岐阜県 宮崎県
静岡県 鹿児島県
愛知県 沖縄県
三重県 無回答

全体

③ 法人が運営する事業所数（問 2（1））
法人が運営する事業所数は、平均 事業所だった。また、分布をみると、「 ～ 事業

所」の割合が ％と最も高く、次いで「 ～ 事業所」が ％だった。
また、法人が運営する事業所のうち訪問系サービス以外の事業所数は、平均 事業所

だった。また、分布をみると、「 ～ 事業所」の割合が ％と最も高く、次いで「 事
業所」が ％だった。

図表 法人が運営する事業所数（問 （ ））（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

法人が運営する事業所数

図表 法人が運営する事業所数（問 （ ））（単数回答、 ）

図表 法人が運営する事業所のうち訪問系サービス以外の事業所数

（特定技能外国人受入れ対象）（問 （ ））（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

訪問系サービス以外の事業所数

図表 法人が運営する事業所のうち訪問系サービス以外の事業所数

（特定技能外国人受入れ対象）（問 （ ））（単数回答、 ）

7.1% 35.9% 20.6% 16.5% 10.6%
5.6%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1事業所 2～5事業所 6～10事業所 11～20事業所
21～50事業所 51事業所以上 無回答

25.0% 38.8% 13.8% 9.1% 4.1%

3.2%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1事業所 2～5事業所 6～10事業所 11～20事業所
21～50事業所 51事業所以上 無回答



④ 法人全体の職員体制
 法人全体の職員数（実人数）（問 （ ））

法人全体の職員数（実人数）は、平均 人だった。また、分布をみると、「 ～
人」の割合が ％と最も高く、次いで「 ～ 人」が ％だった。
そのうち、介護職員数は、平均 人だった。
外国人介護職員数は、平均 人だった。
特定技能外国人数は、平均 人だった。

図表 法人全体の職員数（実人数）（問 （ ））（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

法人全体の職員数
うち介護職員数
うち外国人介護職員数
特定技能外国人数

（注）契約社員、嘱託、パート・アルバイトを含む。派遣は除く。

図表 法人全体の職員数（実人数）（問 （ ））（単数回答、 ）

（注）契約社員、嘱託、パート・アルバイトを含む。派遣は除く。

 現在の介護職員の充足感（問 （ ））
現在の介護職員の充足感は、「不足している」の割合が ％と最も高く、次いで「や

や不足している」が ％だった。

図表 現在の介護職員の充足感（問 （ ））（単数回答、 ）

13.8% 14.7% 22.9% 26.8% 19.7%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～50人 51～100人 101～200人 201～500人 501人以上 無回答

7.4% 40.0% 32.9% 18.5% 1.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

おおいに不足している 不足している やや不足している 適当 過剰 無回答

 特定技能外国人を受け入れた理由（問 ）
特定技能外国人を受け入れた理由は、「特定技能外国人は一定の専門性･技能を有する人

材」の割合が ％と最も高く、次いで「｢就労｣を目的とした在留資格｢特定技能｣に共感
した」が ％だった。

図表 特定技能外国人を受け入れた理由（問 ）（複数回答、 ）
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41.5%

28.8%
23.8%
23.5%

12.1%
6.8%

19.1%
5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特定技能外国人は一定の専門性 技能を有する人材
 就労 を目的とした在留資格 特定技能 に共感した
在留期間中に試験等を受けなくても5年間滞在できる

登録支援機関や人材     事業者に勧められた
在留資格 特定技能 による受入れ    を蓄積したい

他の在留資格と比べて 受入れの手続きが容易
特定技能外国人には計画的な指導をする必要がない

その他
無回答



④ 法人全体の職員体制
 法人全体の職員数（実人数）（問 （ ））

法人全体の職員数（実人数）は、平均 人だった。また、分布をみると、「 ～
人」の割合が ％と最も高く、次いで「 ～ 人」が ％だった。
そのうち、介護職員数は、平均 人だった。
外国人介護職員数は、平均 人だった。
特定技能外国人数は、平均 人だった。

図表 法人全体の職員数（実人数）（問 （ ））（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

法人全体の職員数
うち介護職員数
うち外国人介護職員数
特定技能外国人数

（注）契約社員、嘱託、パート・アルバイトを含む。派遣は除く。

図表 法人全体の職員数（実人数）（問 （ ））（単数回答、 ）

（注）契約社員、嘱託、パート・アルバイトを含む。派遣は除く。

 現在の介護職員の充足感（問 （ ））
現在の介護職員の充足感は、「不足している」の割合が ％と最も高く、次いで「や

や不足している」が ％だった。

図表 現在の介護職員の充足感（問 （ ））（単数回答、 ）

13.8% 14.7% 22.9% 26.8% 19.7%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～50人 51～100人 101～200人 201～500人 501人以上 無回答

7.4% 40.0% 32.9% 18.5% 1.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

おおいに不足している 不足している やや不足している 適当 過剰 無回答

 特定技能外国人を受け入れた理由（問 ）
特定技能外国人を受け入れた理由は、「特定技能外国人は一定の専門性･技能を有する人

材」の割合が ％と最も高く、次いで「｢就労｣を目的とした在留資格｢特定技能｣に共感
した」が ％だった。

図表 特定技能外国人を受け入れた理由（問 ）（複数回答、 ）
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28.8%
23.8%
23.5%
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19.1%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特定技能外国人は一定の専門性 技能を有する人材
 就労 を目的とした在留資格 特定技能 に共感した
在留期間中に試験等を受けなくても5年間滞在できる

登録支援機関や人材     事業者に勧められた
在留資格 特定技能 による受入れ    を蓄積したい

他の在留資格と比べて 受入れの手続きが容易
特定技能外国人には計画的な指導をする必要がない

その他
無回答



 特定技能外国人の出身国・地域、その国・地域から受け入れた理由（問 （ ））
特定技能外国人の出身国・地域は、「ベトナム」の割合が ％と最も高く、次いで

「フィリピン」が ％だった。
また、現在受け入れている国・地域を選んだ理由は、「他の在留資格の外国人を受け入

れた経験がある」の割合が ％と最も高く、次いで「登録支援機関や人材サービス事業
者に勧められた」が ％だった。

図表 特定技能外国人の出身国・地域（問 ）（複数回答、 ）

図表 現在受け入れている国・地域を選んだ理由（問 （ ））（複数回答、 ）
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0.0%
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中国
     
     

       
  

     
     

          
         

      
    

その他
無回答

44.1%
43.2%

30.9%
26.2%

16.5%
7.6%

3.8%
1.5%
1.5%
1.5%

14.1%
0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他の在留資格の外国人を受け入れた経験がある
登録支援機関や人材     事業者に勧められた
国民性や習慣が日本の介護分野に合っている

日本の介護分野で働くことを希望する人材が多い
これまでの経験等を活かした      を持っている

人材の送出に積極的に取り組んでいる
他の医療 介護事業者に勧められた

送出に係る手続きが比較的容易である
自治体がその国 地域からの受入れに取り組んでいる
当該国 地域からの受入れが世の中で注目されている

その他
無回答

 在留資格「特定技能」の取得方法（問 ）
在留資格「特定技能」の取得方法別の人数は、 法人あたり「技能実習 介護 からの在

留資格変更者」が平均 人、「技能実習 介護以外 からの在留資格変更者」が平均 人、
「特定活動からの在留資格変更者」が平均 人、「国内試験合格者」が平均 人、「海外
試験合格者」が平均 人だった。
在留資格「特定技能」の取得方法別の人数の記載があった 法人について、それぞれ

の在留資格「特定技能」の取得方法による職員の有無をみると、「技能実習 介護以外 から
の在留資格変更者」を受け入れている割合が と最も高く、次いで「上記以外の国内
試験合格者」が ％だった。

図表 在留資格の取得方法別 特定技能外国人数（問 ）（数量回答、 ）

件数
合計

（実人数） 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

技能実習 介護 からの在留資格変更者
技能実習 介護以外 からの在留資格変更者
特定活動からの在留資格変更者
国内試験合格者
海外試験合格者

図表 在留資格の取得方法別 特定技能外国人数（問 ）（単数回答、 ）



 特定技能外国人の出身国・地域、その国・地域から受け入れた理由（問 （ ））
特定技能外国人の出身国・地域は、「ベトナム」の割合が ％と最も高く、次いで

「フィリピン」が ％だった。
また、現在受け入れている国・地域を選んだ理由は、「他の在留資格の外国人を受け入

れた経験がある」の割合が ％と最も高く、次いで「登録支援機関や人材サービス事業
者に勧められた」が ％だった。

図表 特定技能外国人の出身国・地域（問 ）（複数回答、 ）

図表 現在受け入れている国・地域を選んだ理由（問 （ ））（複数回答、 ）
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その他
無回答
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26.2%

16.5%
7.6%

3.8%
1.5%
1.5%
1.5%

14.1%
0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他の在留資格の外国人を受け入れた経験がある
登録支援機関や人材     事業者に勧められた
国民性や習慣が日本の介護分野に合っている

日本の介護分野で働くことを希望する人材が多い
これまでの経験等を活かした      を持っている

人材の送出に積極的に取り組んでいる
他の医療 介護事業者に勧められた

送出に係る手続きが比較的容易である
自治体がその国 地域からの受入れに取り組んでいる
当該国 地域からの受入れが世の中で注目されている

その他
無回答

 在留資格「特定技能」の取得方法（問 ）
在留資格「特定技能」の取得方法別の人数は、 法人あたり「技能実習 介護 からの在

留資格変更者」が平均 人、「技能実習 介護以外 からの在留資格変更者」が平均 人、
「特定活動からの在留資格変更者」が平均 人、「国内試験合格者」が平均 人、「海外
試験合格者」が平均 人だった。
在留資格「特定技能」の取得方法別の人数の記載があった 法人について、それぞれ

の在留資格「特定技能」の取得方法による職員の有無をみると、「技能実習 介護以外 から
の在留資格変更者」を受け入れている割合が と最も高く、次いで「上記以外の国内
試験合格者」が ％だった。

図表 在留資格の取得方法別 特定技能外国人数（問 ）（数量回答、 ）

件数
合計

（実人数） 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

技能実習 介護 からの在留資格変更者
技能実習 介護以外 からの在留資格変更者
特定活動からの在留資格変更者
国内試験合格者
海外試験合格者

図表 在留資格の取得方法別 特定技能外国人数（問 ）（単数回答、 ）



 特定技能外国人以外の外国人介護職員の受入れ状況（問 ）
受け入れている特定技能外国人以外の外国人介護職員の在留資格は、「身分系の在留資

格をもつ外国人」の割合が ％と最も高く、次いで「在留資格｢介護｣をもつ外国人」が
％だった。

図表 特定技能外国人以外の外国人介護職員の受入れ状況（問 ）（複数回答、 ）

 技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針（問 ）
特定技能外国人以外の外国人介護職員の受入れ状況で「技能実習 号～ 号」を選択し

た 法人に対し、技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針を尋ねたと
ころ、「本人の希望次第」の割合が ％と最も高く、次いで「特定技能への移行を推奨」
が ％だった。

図表 技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針（問 ）（複数回答、 ）
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31.8%

28.5%
26.2%

22.9%
15.6%
15.3%

0.3%
15.6%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身分系の在留資格をもつ外国人
在留資格 介護 をもつ外国人

留学生      
技能実習2号
技能実習1号

EPA介護福祉士
EPA介護福祉士候補者

技能実習3号
受け入れていない

無回答

70.4%
60.0%

40.0%
16.0%

14.4%
1.6%
0.8%
1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人の希望次第
特定技能への移行を推奨

介護福祉士国家資格の取得を推奨
本人の状況次第で検討

技能実習3号への移行を推奨
その他

分からない
無回答

 特定技能への移行を推奨する理由（問 ）
技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針で「特定技能への移行を推奨」

と回答した 法人に対し、特定技能への移行を推奨する理由を尋ねたところ、「法人が運
営する事業所でなるべく長く働いてほしい」の割合が ％と最も高く、次いで「本人の
キャリアアップのためになる」が ％だった。

図表 特定技能への移行を推奨する理由（問 ）（複数回答、 ）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人が運営する事業所でなるべく長く働いてほしい
本人の        のためになる

本人の待遇が向上する
技能実習3号移行に際して求められる一時帰国が難しい

 優良な実習実施者 の要件を満たすことが難しい
監理団体が 優良な監理団体 の要件を満たしていない

その他
無回答



 特定技能外国人以外の外国人介護職員の受入れ状況（問 ）
受け入れている特定技能外国人以外の外国人介護職員の在留資格は、「身分系の在留資

格をもつ外国人」の割合が ％と最も高く、次いで「在留資格｢介護｣をもつ外国人」が
％だった。

図表 特定技能外国人以外の外国人介護職員の受入れ状況（問 ）（複数回答、 ）

 技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針（問 ）
特定技能外国人以外の外国人介護職員の受入れ状況で「技能実習 号～ 号」を選択し

た 法人に対し、技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針を尋ねたと
ころ、「本人の希望次第」の割合が ％と最も高く、次いで「特定技能への移行を推奨」
が ％だった。

図表 技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針（問 ）（複数回答、 ）
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留学生      
技能実習2号
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EPA介護福祉士候補者

技能実習3号
受け入れていない

無回答
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本人の希望次第
特定技能への移行を推奨

介護福祉士国家資格の取得を推奨
本人の状況次第で検討

技能実習3号への移行を推奨
その他

分からない
無回答

 特定技能への移行を推奨する理由（問 ）
技能実習 号修了後の外国人介護職員に対する法人の方針で「特定技能への移行を推奨」

と回答した 法人に対し、特定技能への移行を推奨する理由を尋ねたところ、「法人が運
営する事業所でなるべく長く働いてほしい」の割合が ％と最も高く、次いで「本人の
キャリアアップのためになる」が ％だった。

図表 特定技能への移行を推奨する理由（問 ）（複数回答、 ）

98.7%

58.7%

46.7%

4.0%

1.3%

0.0%

8.0%

0.0%
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法人が運営する事業所でなるべく長く働いてほしい
本人の        のためになる

本人の待遇が向上する
技能実習3号移行に際して求められる一時帰国が難しい

 優良な実習実施者 の要件を満たすことが難しい
監理団体が 優良な監理団体 の要件を満たしていない

その他
無回答



２  職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組

ここでは、特定技能外国人にかかわらず、職員の人材育成や就労環境等の改善につなが
る取組について尋ねた。

① キャリアパスの策定と公表の有無
キャリアパスの策定状況は、「策定し､職員全員に公表している」の割合が ％と最も

高く、次いで「策定中」が ％だった。

図表 キャリアパスの策定と公表の有無（問 ）（単数回答、 ）

② キャリアパスの策定に関する取組
キャリアパスの策定と公表の有無で「策定し、職員全員に公表している」、「策定してい

るが、職員全員には公表していない」と回答した 法人に対し、キャリアパスの策定に
関して実施した取組を尋ねたところ、「キャリアの各段階の役割の明確化」の割合が

％と最も高く、次いで「介護福祉士国家資格の取得支援」が ％だった。

図表 キャリアパスの策定に関する取組（問 ）（複数回答、 ）

62.9% 8.5% 15.0% 9.7% 3.8%
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策定し 職員全員に公表している 策定しているが 職員全員に公表していない
策定中 策定していない
無回答

70.0%
60.9%

55.1%
54.3%
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44.0%
43.2%

25.5%
21.8%

3.7%
0.0%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

    の各段階の役割の明確化
介護福祉士国家資格の取得支援

評価に応じた処遇の整備
    の各段階で必要となる知識 技術の明確化

   や能力に関する評価基準の設定
教育 研修制度の整備 拡充

介護福祉士以外の資格取得支援
有資格者の役職者への登用

法人内の他分野の事業所への異動や研修制度
地域の他法人での研修制度

その他
無回答

③ 介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みの有無
介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みは、「手当あり」の割合が
％と最も高く、次いで「昇給あり」が ％だった。

図表 介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みの有無

（問 ）（複数回答、 ）

④ 介護業務への ICT（情報通信技術）の導入
 （情報通信技術）を導入している介護業務（問 （ ））
（情報通信技術）を導入している介護業務は、「利用者に関する情報の記録、共有」

の割合が ％と最も高く、次いで「家族とのコミュニケーション」が ％だった。

図表 （情報通信技術）を導入している業務（問 （ ））（複数回答、 ）
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２  職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組

ここでは、特定技能外国人にかかわらず、職員の人材育成や就労環境等の改善につなが
る取組について尋ねた。

① キャリアパスの策定と公表の有無
キャリアパスの策定状況は、「策定し､職員全員に公表している」の割合が ％と最も

高く、次いで「策定中」が ％だった。

図表 キャリアパスの策定と公表の有無（問 ）（単数回答、 ）

② キャリアパスの策定に関する取組
キャリアパスの策定と公表の有無で「策定し、職員全員に公表している」、「策定してい

るが、職員全員には公表していない」と回答した 法人に対し、キャリアパスの策定に
関して実施した取組を尋ねたところ、「キャリアの各段階の役割の明確化」の割合が

％と最も高く、次いで「介護福祉士国家資格の取得支援」が ％だった。

図表 キャリアパスの策定に関する取組（問 ）（複数回答、 ）
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③ 介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みの有無
介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みは、「手当あり」の割合が
％と最も高く、次いで「昇給あり」が ％だった。

図表 介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みの有無

（問 ）（複数回答、 ）
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 （情報通信技術）を導入している介護業務（問 （ ））
（情報通信技術）を導入している介護業務は、「利用者に関する情報の記録、共有」

の割合が ％と最も高く、次いで「家族とのコミュニケーション」が ％だった。

図表 （情報通信技術）を導入している業務（問 （ ））（複数回答、 ）
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 導入している （情報通信技術）の種類（問 （ ））
（情報通信技術）を導入している介護業務で「導入していない」以外を回答した

法人に対し、導入している （情報通信技術）の種類を尋ねたところ、「タブレット
端末・スマートフォン」の割合が ％と最も高く、次いで「見守りセンサー」が ％
だった。

図表 導入している （情報通信技術）（問 （ ））（複数回答、 ）

（注）本調査におけるロボットの定義とは「情報を感知（センサー系）「判断し（知能・制御系）」「動作
する（駆動系）」の つの要素技術を有する、知能化した機械システム。このうち、ロボット技術が応
用され利用者の自立支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介護ロボットという。

 （情報通信技術）の導入が特定技能外国人に与えている影響（問 （ ））
（情報通信技術）を導入している介護業務で「導入していない」以外を回答した

法人に対し、 （情報通信技術）のの導入が特定技能外国人に与えている影響につ
いて尋ねたところ、「業務に早く馴染むことができる」の割合が ％と最も高く、次い
で「特になし」が ％だった。

図表 （情報通信技術）の導入が特定技能外国人に与えている影響

（問 （ ））（複数回答、 ）
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無回答

３  特定技能外国人の受入れ体制

① 登録支援機関の利用状況
 登録支援機関の利用の有無（問 （ ））

登録支援機関の利用の有無は、「利用している」が ％で、「利用していない」が
％だった。

図表 登録支援機関利用の有無（問 （ ））（単数回答、 ）

 利用している登録支援機関の数（問 （ ））
登録支援機関利用の有無で「利用している」と回答した 法人に対して、利用してい

る登録支援機関の数を尋ねたところ、「 社」の割合が ％と最も高く、次いで「 社」
が ％だった。

図表 利用している登録支援機関の数（問 （ ））（単数回答、 ）

 複数の登録支援機関を利用している理由（問 （ ））
利用している登録支援機関の数で「 社」、「 社以上」を選択した 法人に対し、複数

の登録支援機関を利用している理由を尋ねたところ、「それぞれのサービスを比較したい」
の割合が ％と最も高く、次いで「国・地域ごとに､異なる登録支援機関を利用」が

％だった。

図表 複数の登録支援機関を利用している理由（問 （ ））（複数回答、 ）
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支援内容ごとに 異なる登録支援機関を利用

その他
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無回答



 導入している （情報通信技術）の種類（問 （ ））
（情報通信技術）を導入している介護業務で「導入していない」以外を回答した

法人に対し、導入している （情報通信技術）の種類を尋ねたところ、「タブレット
端末・スマートフォン」の割合が ％と最も高く、次いで「見守りセンサー」が ％
だった。

図表 導入している （情報通信技術）（問 （ ））（複数回答、 ）

（注）本調査におけるロボットの定義とは「情報を感知（センサー系）「判断し（知能・制御系）」「動作
する（駆動系）」の つの要素技術を有する、知能化した機械システム。このうち、ロボット技術が応
用され利用者の自立支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介護ロボットという。

 （情報通信技術）の導入が特定技能外国人に与えている影響（問 （ ））
（情報通信技術）を導入している介護業務で「導入していない」以外を回答した

法人に対し、 （情報通信技術）のの導入が特定技能外国人に与えている影響につ
いて尋ねたところ、「業務に早く馴染むことができる」の割合が ％と最も高く、次い
で「特になし」が ％だった。

図表 （情報通信技術）の導入が特定技能外国人に与えている影響

（問 （ ））（複数回答、 ）
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３  特定技能外国人の受入れ体制

① 登録支援機関の利用状況
 登録支援機関の利用の有無（問 （ ））

登録支援機関の利用の有無は、「利用している」が ％で、「利用していない」が
％だった。

図表 登録支援機関利用の有無（問 （ ））（単数回答、 ）

 利用している登録支援機関の数（問 （ ））
登録支援機関利用の有無で「利用している」と回答した 法人に対して、利用してい

る登録支援機関の数を尋ねたところ、「 社」の割合が ％と最も高く、次いで「 社」
が ％だった。

図表 利用している登録支援機関の数（問 （ ））（単数回答、 ）

 複数の登録支援機関を利用している理由（問 （ ））
利用している登録支援機関の数で「 社」、「 社以上」を選択した 法人に対し、複数

の登録支援機関を利用している理由を尋ねたところ、「それぞれのサービスを比較したい」
の割合が ％と最も高く、次いで「国・地域ごとに､異なる登録支援機関を利用」が

％だった。

図表 複数の登録支援機関を利用している理由（問 （ ））（複数回答、 ）
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② 登録支援機関の支援内容及び満足度等
登録支援機関を「利用している」と回答した 法人に対して、当該登録支援機関から

受けている支援内容、及び支援内容に対する満足度等について尋ねた。複数の登録支援機
関を利用している場合は、主な登録支援機関 つを選んで回答していただいた。

 登録支援機関、あるいは母体となる親法人・グループの種別（問 （ ））
登録支援機関、あるいは母体となる親法人・グループの種別は、「人材サービス事業者」

の割合が ％と最も高く、次いで「事業協同組合」が ％だった。

図表 登録支援機関、あるいは母体となる親法人・グループの種別

（問 （ ））（単数回答、 ）
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 受けている支援内容及び費用（問 （ ））
登録支援機関に支払っている費用は、受入れ時が平均 円、毎月払いが平均

円だった。
受けている支援内容は、「定期的な面談･行政機関への通報」の割合が ％と最も高く、

次いで「事前ガイダンス」が ％だった。

図表 法人が登録支援機関に支払っている費用（問 （ ））（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

受入れ時
毎月払い

図表 法人が登録支援機関から受けている支援内容（問 （ ））（複数回答、 ）
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法令に定める支援内容以外は実施していない

無回答



② 登録支援機関の支援内容及び満足度等
登録支援機関を「利用している」と回答した 法人に対して、当該登録支援機関から

受けている支援内容、及び支援内容に対する満足度等について尋ねた。複数の登録支援機
関を利用している場合は、主な登録支援機関 つを選んで回答していただいた。

 登録支援機関、あるいは母体となる親法人・グループの種別（問 （ ））
登録支援機関、あるいは母体となる親法人・グループの種別は、「人材サービス事業者」

の割合が ％と最も高く、次いで「事業協同組合」が ％だった。

図表 登録支援機関、あるいは母体となる親法人・グループの種別

（問 （ ））（単数回答、 ）
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 受けている支援内容及び費用（問 （ ））
登録支援機関に支払っている費用は、受入れ時が平均 円、毎月払いが平均

円だった。
受けている支援内容は、「定期的な面談･行政機関への通報」の割合が ％と最も高く、

次いで「事前ガイダンス」が ％だった。

図表 法人が登録支援機関に支払っている費用（問 （ ））（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値
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図表 法人が登録支援機関から受けている支援内容（問 （ ））（複数回答、 ）
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 登録支援機関の支援内容に対する満足度（問 （ ））
登録支援機関の支援内容に対する満足度は、「まあ満足している」の割合が ％と最

も高く、次いで「満足している」が ％だった。

図表 登録支援機関の支援内容に対する満足度（問 （ ））（単数回答、 ）

 登録支援機関の費用に対する納得感（問 （ ））
登録支援機関の費用に対する納得感は、「まあ納得している」の割合が ％と最も高

く、次いで「納得している」が ％だった。

図表 登録支援機関の費用に対する納得感（問 （ ））（単数回答、 ）

図表 支援内容に対する満足度別 登録支援機関の費用に対する納得感（問 （ ））

（単数回答、 ）
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 登録支援機関を選ぶ際のポイント（問 （ ））
登録支援機関を選ぶ際のポイントは、「支援に対する費用が適当な金額であること」の

割合が ％と最も高く、次いで「ニーズに合った支援内容」が ％だった。

図表 登録支援機関を選ぶ際のポイント（問 （ ））（複数回答、 ）

 登録支援機関を選ぶ際のポイントで特に優先しているもの（問 （ ））
登録支援機関を選ぶ際のポイントで特に優先しているものは、「ニーズに合った支援内

容」の割合が ％と最も高く、次いで「支援に対する費用が適当な金額であること」が
％だった。

図表 登録支援機関を選ぶ際のポイントで特に優先しているもの

（問 （ ））（複数回答、 ）
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人材     事業者が設立に関わった機関であること
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その他
無回答
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③ 登録支援機関を利用していない理由（問 11（1））
登録支援機関を「利用していない」と回答した 法人に対して、登録支援機関を利用し

ていない理由を尋ねたところ、「外国人の受入れに関するノウハウを持っている」の割合
が ％と最も高く、次いで「登録支援機関に支払う費用が高い」が ％だった。

図表 登録支援機関を利用していない理由（問 （ ））（複数回答、 ）
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 特定技能 による受入れ    を蓄積したい
国内の日本語学校等の関係機関との      を持っている

海外現地の送出 教育機関との      を持っている
    に合った登録支援機関が見つからない

送出機関と直接連絡を取りたい
その他
無回答

④ 現地の送出機関・教育機関の概要
 名称と所在地（問 （ ））

登録支援機関を「利用していない」と回答した 法人に対して、取引のある現地の送出
機関・教育機関のうち、最も受入れ人数が多い機関の名称と所在地（国名、都市名）を尋
ねた。

図表 最も受入れ人数が多い機関の所在地（国名、都市名）（問 （ ））（記述式、 ）

国名 都市名

インドネシア

バンドン
カラワン
ジャカルタ
チレボン
チカラン
都市名不明

カンボジア プノンペン
タイ バンコク
ネパール 都市名不明

フィリピン

マニラ
ダバオ

マカティ
ケソン

ベトナム

ホーチミン
ハノイ
ダナン
都市名不明

ミャンマー ヤンゴン

日本
三重県
福岡県飯塚市

全体 全体

（注） 法人のうち、 法人は未回答だったため集計に含まれない。また、登録支援機関の名称は非公
開の前提で尋ねているため、表には掲載していない。
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 送出機関・教育機関を選んだ理由（問 （ ））
送出機関・教育機関を選んだ理由は、「関係機関等に紹介された」の割合が ％と最

も高く、次いで「介護分野で日本に人材を送り出した実績がある」が ％だった。

図表 登録支援機関を利用していない理由（問 （ ））（複数回答、 ）

⑤ 特定技能外国人の受入れについて、連携している国内の関係機関（問 12）
特定技能外国人の受入れについて、連携している国内の関係機関は、「登録支援機関」

の割合が ％と最も高く、次いで「特になし」が ％だった。

図表 特定技能外国人の受入れについて 連携している国内の関係機関

（問 ）（複数回答、 ）

39.0%
34.1%

29.3%
24.4%

22.0%
19.5%

17.1%
12.2%
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関係機関等に紹介された
介護分野で日本に人材を送り出した実績がある

現地で教育機関を運営 連携している
介護知識 技能の教育 研修内容が充実している

日本語の教育 研修内容が充実している
日本語での         がとりやすい

当該送出機関における人材募集 育成の方針に共感した
日本国内に事務所があり 一貫した支援をしてくれる

費用が安い
その他
無回答

52.4%
12.6%

6.2%
5.3%
5.0%
4.7%

3.2%
2.6%
2.4%
1.8%
2.1%

22.4%
11.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

登録支援機関
日本語学校

日本語学校 介護福祉士養成施設以外の教育機関
介護 医療分野の業界団体

介護福祉士養成施設
他の医療 介護事業者

自治体(市区町村)
自治体(都道府県)

地域の国際交流団体 外国人支援団体
社会福祉協議会

その他
特になし
無回答

４  特定技能外国人受入れの基準と支援

① 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していること（問 13）
他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していることは、「日本

語能力」の割合が ％と最も高く、次いで「介護の仕事の継続意向」が ％だった。

図表 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していること

（問 ）（複数回答、 ）

② 法人において、特定技能外国人に対してのみ実施している取組（問 14）
法人において、特定技能外国人に対してのみ実施している取組は、「特定技能外国人に

対してのみ実施している取組はない」の割合が ％と最も高く、次いで「業務の理解度
や介護技術の習得状況等の把握」が ％だった。

図表 法人において、特定技能外国人に対してのみ実施している取組

（問 ）（複数回答、 ）
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42.9%

36.8%
36.2%

28.5%
25.9%
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21.5%

15.9%
6.2%

4.7%
0.6%

6.2%
1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語能力
介護の仕事の継続意向

日本の介護知識 技能の習得に対する意欲
介護という仕事に対する理解度

         能力
法人での就労継続意向

主体性や誠実さ
即戦力としての活躍

日本語や日本の文化を知ろうという意欲
日本の文化 慣習に対する理解度

日本への定住意向
将来の目標

他の職員との      相性
母国の看護や介護にかかる経験

母国の看護や介護にかかる資格の取得状況
その他

特になし
無回答

22.6%
19.7%
19.4%

15.0%
14.7%

7.1%
4.7%

2.4%
3.8%

46.5%
3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務の理解度や介護技術の習得状況等の把握
日本語能力向上のための研修等の開催

上司 管理者との    面談 相談等
介護知識 技能向上のための研修等の開催

    や教材の提供あるいは費用助成
外部で実施される研修等の受講料の助成

              制度     制度の導入
法人の       に関する説明会 研修会等の開催

その他
特定技能外国人に対してのみ実施している取組はない

無回答



 送出機関・教育機関を選んだ理由（問 （ ））
送出機関・教育機関を選んだ理由は、「関係機関等に紹介された」の割合が ％と最

も高く、次いで「介護分野で日本に人材を送り出した実績がある」が ％だった。

図表 登録支援機関を利用していない理由（問 （ ））（複数回答、 ）
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他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していることは、「日本

語能力」の割合が ％と最も高く、次いで「介護の仕事の継続意向」が ％だった。

図表 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していること

（問 ）（複数回答、 ）

② 法人において、特定技能外国人に対してのみ実施している取組（問 14）
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図表 法人において、特定技能外国人に対してのみ実施している取組

（問 ）（複数回答、 ）

62.1%
59.4%

53.8%
51.5%

45.9%
42.9%

36.8%
36.2%

28.5%
25.9%

23.8%
21.5%

15.9%
6.2%

4.7%
0.6%

6.2%
1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語能力
介護の仕事の継続意向

日本の介護知識 技能の習得に対する意欲
介護という仕事に対する理解度

         能力
法人での就労継続意向

主体性や誠実さ
即戦力としての活躍

日本語や日本の文化を知ろうという意欲
日本の文化 慣習に対する理解度

日本への定住意向
将来の目標

他の職員との      相性
母国の看護や介護にかかる経験

母国の看護や介護にかかる資格の取得状況
その他

特になし
無回答

22.6%
19.7%
19.4%

15.0%
14.7%

7.1%
4.7%

2.4%
3.8%

46.5%
3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務の理解度や介護技術の習得状況等の把握
日本語能力向上のための研修等の開催

上司 管理者との    面談 相談等
介護知識 技能向上のための研修等の開催

    や教材の提供あるいは費用助成
外部で実施される研修等の受講料の助成

              制度     制度の導入
法人の       に関する説明会 研修会等の開催

その他
特定技能外国人に対してのみ実施している取組はない

無回答



③ 特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するための支援
 介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無（問 （ ））

介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無は、「実施している」が ％で、
「実施していない」が ％だった。

図表 介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無

（問 （ ））（単数回答、 ）

 国や自治体の補助活用の有無（問 （ ））
介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無で「実施している」と回答した
法人に対し、国や自治体の補助活用の有無を尋ねたところ、「活用していない」が
％で、「活用した」が ％だった。

図表 国や自治体の補助活用の有無（問 （ ））（単数回答、 ）

57.6% 40.3%

2.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 実施していない 無回答

27.6% 70.4%

2.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用した 活用していない 無回答

 介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容（問 （ ））
介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無で「実施している」と回答した
法人に対し、介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容を尋ねたところ、「介護

職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成」の割合が ％と最も高く、次
いで「学習時間を確保するための業務時間の調整･配慮」が ％だった。

図表 介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容（問 （ ））（複数回答、 ）

 研修等の内容・カリキュラムの作成方法（問 （ ））
介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容で「（国家試験対策の日本語の研修等

の開催」、「国家試験対策の介護知識・技能の研修等の開催」を選択した 法人に対し、研
修等の内容・カリキュラムの作成方法を尋ねたところ、「書籍やインターネットの情報を
参考にした」の割合が ％と最も高く、次いで「 介護福祉士候補者等への支援の経
験を参考にした」が ％だった。

図表 研修等の内容・カリキュラムの作成方法（問 （ ））（複数回答、 ）

38.8%

32.7%

28.6%

26.5%

18.4%

17.9%

17.3%

16.3%

6.6%

5.1%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成

学習時間を確保するための業務時間の調整 配慮

国家試験対策の介護知識 技能の研修等の開催

国家試験対策の日本語の研修等の開催

介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の開催

国家試験対策の    や教材の提供あるいは費用助成

国家試験対策の模擬試験の実施

国家試験の受験料の助成

外部で実施される    や模擬試験の受講料の助成

その他

無回答

43.1%

27.8%

16.7%

8.3%

8.3%

18.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

書籍や       の情報を参考にした

EPA介護福祉士候補者等への支援の経験を参考にした

日本語学校 介護福祉士養成施設の助言を得た

他の医療 介護事業者の取組を参考にした

自治体や関係機関の取組に参加した 助言を得た

その他

無回答



③ 特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するための支援
 介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無（問 （ ））

介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無は、「実施している」が ％で、
「実施していない」が ％だった。

図表 介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無

（問 （ ））（単数回答、 ）

 国や自治体の補助活用の有無（問 （ ））
介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無で「実施している」と回答した
法人に対し、国や自治体の補助活用の有無を尋ねたところ、「活用していない」が
％で、「活用した」が ％だった。

図表 国や自治体の補助活用の有無（問 （ ））（単数回答、 ）

57.6% 40.3%

2.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 実施していない 無回答

27.6% 70.4%

2.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用した 活用していない 無回答

 介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容（問 （ ））
介護福祉士国家資格を取得するための支援実施の有無で「実施している」と回答した
法人に対し、介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容を尋ねたところ、「介護

職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成」の割合が ％と最も高く、次
いで「学習時間を確保するための業務時間の調整･配慮」が ％だった。

図表 介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容（問 （ ））（複数回答、 ）

 研修等の内容・カリキュラムの作成方法（問 （ ））
介護福祉士国家資格を取得するための支援の内容で「（国家試験対策の日本語の研修等

の開催」、「国家試験対策の介護知識・技能の研修等の開催」を選択した 法人に対し、研
修等の内容・カリキュラムの作成方法を尋ねたところ、「書籍やインターネットの情報を
参考にした」の割合が ％と最も高く、次いで「 介護福祉士候補者等への支援の経
験を参考にした」が ％だった。

図表 研修等の内容・カリキュラムの作成方法（問 （ ））（複数回答、 ）

38.8%

32.7%

28.6%

26.5%

18.4%

17.9%

17.3%

16.3%

6.6%

5.1%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成

学習時間を確保するための業務時間の調整 配慮

国家試験対策の介護知識 技能の研修等の開催

国家試験対策の日本語の研修等の開催

介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の開催

国家試験対策の    や教材の提供あるいは費用助成

国家試験対策の模擬試験の実施

国家試験の受験料の助成

外部で実施される    や模擬試験の受講料の助成

その他

無回答

43.1%

27.8%

16.7%

8.3%

8.3%

18.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

書籍や       の情報を参考にした

EPA介護福祉士候補者等への支援の経験を参考にした

日本語学校 介護福祉士養成施設の助言を得た

他の医療 介護事業者の取組を参考にした

自治体や関係機関の取組に参加した 助言を得た

その他

無回答



５  特定技能外国人等の受入れに係る今後の方針

① 外国人介護人材の受入れに関する今後 3年間の方針（問 16）
外国人介護人材の受入れに関する今後 年間の方針は、「拡大」の割合が ％と最も高

く、次いで「現状維持」が ％だった。

図表 外国人介護人材の受入れに関する今後 年間の方針（問 ）（単数回答、 ）

② 特定技能外国人の受入れに関する今後 3年間の方針（問 17）
特定技能外国人の受入れに関する今後 年間の方針は、「拡大」の割合が ％と最も高

く、次いで「現状維持」が ％だった。

図表 特定技能外国人の受入れに関する今後 年間の方針（問 ）（単数回答、 ）

③ アフターコロナを見据えた特定技能外国人の受入れに関する業務方針の変更
 業務方針の変更検討の有無（問 ）

業務方針の変更検討の有無は、「ない」が ％で、「ある」が ％だった。

図表 業務方針の変更検討の有無（問 ）（単数回答、 ）

50.9% 30.3%

0.3%

16.8%

1.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大 現状維持 縮小 わからない 未定 無回答

48.5% 27.1%

0.9%

22.1%

1.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大 現状維持 縮小 わからない 未定 無回答

27.1% 70.6%

2.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

 業務方針の変更内容（問 （ ））
業務方針の変更検討の有無で「ある」と回答した 法人に対して、業務方針の変更内容

を尋ねたところ、「国内での特定技能外国人採用の強化」の割合が ％と最も高く、次
いで「海外からの特定技能外国人受入れの強化」と「特定技能外国人に対する教育･研修
のさらなる充実」がともに ％だった。

図表 業務方針の変更内容（問 （ ））（複数回答、 ）

55.4%
42.4%
42.4%

19.6%
18.5%

17.4%
9.8%

3.3%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内での特定技能外国人採用の強化
海外からの特定技能外国人受入れの強化

特定技能外国人に対する教育 研修のさらなる充実
受入れ対象国の見直し

支援におけるICT化のより積極的な推進
特定技能外国人の採用基準の見直し

送出機関の選定及び取引内容の見直し
その他
無回答



５  特定技能外国人等の受入れに係る今後の方針

① 外国人介護人材の受入れに関する今後 3年間の方針（問 16）
外国人介護人材の受入れに関する今後 年間の方針は、「拡大」の割合が ％と最も高

く、次いで「現状維持」が ％だった。

図表 外国人介護人材の受入れに関する今後 年間の方針（問 ）（単数回答、 ）

② 特定技能外国人の受入れに関する今後 3年間の方針（問 17）
特定技能外国人の受入れに関する今後 年間の方針は、「拡大」の割合が ％と最も高

く、次いで「現状維持」が ％だった。

図表 特定技能外国人の受入れに関する今後 年間の方針（問 ）（単数回答、 ）

③ アフターコロナを見据えた特定技能外国人の受入れに関する業務方針の変更
 業務方針の変更検討の有無（問 ）

業務方針の変更検討の有無は、「ない」が ％で、「ある」が ％だった。

図表 業務方針の変更検討の有無（問 ）（単数回答、 ）

50.9% 30.3%

0.3%

16.8%

1.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大 現状維持 縮小 わからない 未定 無回答

48.5% 27.1%

0.9%

22.1%

1.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大 現状維持 縮小 わからない 未定 無回答

27.1% 70.6%

2.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

 業務方針の変更内容（問 （ ））
業務方針の変更検討の有無で「ある」と回答した 法人に対して、業務方針の変更内容

を尋ねたところ、「国内での特定技能外国人採用の強化」の割合が ％と最も高く、次
いで「海外からの特定技能外国人受入れの強化」と「特定技能外国人に対する教育･研修
のさらなる充実」がともに ％だった。

図表 業務方針の変更内容（問 （ ））（複数回答、 ）

55.4%
42.4%
42.4%

19.6%
18.5%

17.4%
9.8%

3.3%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内での特定技能外国人採用の強化
海外からの特定技能外国人受入れの強化

特定技能外国人に対する教育 研修のさらなる充実
受入れ対象国の見直し

支援におけるICT化のより積極的な推進
特定技能外国人の採用基準の見直し

送出機関の選定及び取引内容の見直し
その他
無回答



６  特定技能外国人の受入れに係る課題や要望

① 特定技能制度全体の課題（問 19）
特定技能制度全体の課題は、「手続きが煩雑」の割合が ％と最も高く、次いで「制

度の運用状況や手続きに関する情報が少ない」が ％だった。

図表 特定技能制度全体の課題（問 ）（複数回答、 ）

② 介護分野での特定技能外国人の受入れに係る課題（問 20）
介護分野での特定技能外国人の受入れに係る課題は、「受入れに係る費用が高い」の割

合が ％と最も高く、次いで「登録支援機関の費用が高い」と「介護福祉士国家試験取
得のための支援策が少ない」がともに ％だった。

図表 介護分野での特定技能外国人の受入れに係る課題（問 ）（複数回答、 ）

62.4%
28.5%
27.6%

24.4%
23.8%

20.3%
10.9%

9.4%
8.2%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

手続きが煩雑
制度の運用状況や手続きに関する情報が少ない

入国時の手続きに時間がかかる
入国の目途がたたない

家族の呼び寄せができない
制度の周知が不十分

日本での就労を希望する者が減少している
その他

特になし
無回答

39.4%
38.5%
38.5%

32.4%
31.2%

30.0%
26.5%

19.1%
13.2%

11.5%
9.1%

5.9%
4.7%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受入れに係る費用が高い
登録支援機関の費用が高い

介護福祉士国家試験取得のための支援策が少ない
他の在留資格も含めた制度が複雑

介護の日本語を理解していない特定技能外国人が多い
介護の日本語を学ぶための支援策が少ない

転職に関する不安がある
介護分野での就労希望者が減少している

介護分野の運用状況や手続きに関する情報が少ない
受入れに係る費用が分かりにくい

介護分野の先進事例に関する情報が少ない
その他

特になし
無回答

③ 特定技能外国人の受入れについてのご意見（問 21）
その他、特定技能外国人の受入れに関する受入れ事業者（法人）の主な意見は以下のと

おりだった。

＜特定技能外国人の現状と評価＞
・現在、来て下さっている方は意欲もあり、誠実でとても良い方です。同じような方にあ
と ～ 人、来ていただきたい。

・今のところ熱心で質の高い特定技能外国人が入ってきている。
・日本人よりも熱意があり、定着率が良く大切に育成したいと考えております。

・介護技術についての実習をまったく受けていないため、即戦力を期待したが結局研修に
期間がかかってしまった。技能実習生の期間終了後、特定技能として入職したため日本
語能力・コミュ力はついていると思ったが、業種により仕事中は会話をしないため、期
待する程の日本語能力がなかった。

・病院で勤務する、特定技能介護は医療用語のマスターを優先し、それから横展開で日本
語レベル向上を図りたい。本来は即戦力として期待している特定技能ですが、コロナ禍
で国内の技能実習（異業種からの在留資格変更による）からの入職で、ほぼ素人レベル
でした。したがって母国で一定程度、日本語及び介護実習を終えて来日する本来の特定
技能労働者には期待をしています。また介護留学生に認められている介護福祉士資格の
経過措置のような制度が、特定技能にはないので試験合格しかありませんから、特定技
能労働者には 年実務（ 年の内）＋実務者研修セットのサポート制度を考えていく必
要性を痛感しております。

・技能実習時代「日本語を話す」ことをほとんどやっていない人が多く、特定技能として
就業してもかなりバックアップが必要。所属機関だけでなく登録支援機関の質の向上が
望まれる。

・現在の在留外国人は「介護の勉強がやりたい」よりも「帰ることができない」人が多
い。介護職は楽だと安易に考えて入職する人も多い。その中で、どう介護に向き合って
いくかを教えるのは難しいと思う。だが彼らは親身にコミュニケーションを取っていく
と一生懸命にまじめに働くので、日本人の意欲向上にも繋がっているように感じる。最
初のベトナム人を受け入れ 年が経ち、 期目の人達が入職していくなかで、どう育て
ていくかは課題であると思う。

＜受入れ事業者（法人）への支援＞
・まず 名を受け入れたので、この 名が実務経験を積んで介護福祉士に合格し、期限な
い働き方ができるように支援したいと考えています。それまではむやみに外国人の受入
人数を増やすことは控えようと考えています。このような導入期の受入企業に対し助成
金や登録支援機関の支援料補助など、国や自治体の支援があったら助かる（導入も進
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・まず 名を受け入れたので、この 名が実務経験を積んで介護福祉士に合格し、期限な
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む）と思っています。
・様々な分野で外国人労働者を増やしていきたいと考えるのであれば、国や市区町村の支
援は必須です。現体制では外国人労働者を進んで雇いたいと思う企業は増えていかない
と感じます。

・特定技能で就労していただく外国人のための学習支援の補助金（ に対して行われて
いる補助金）等が整備されていけば資格取得率も上がっていくのではないでしょうか？

・受入れ施設（法人）に対する支援がほしいです。既存の職員（日本人）に対する在留資
格制度や外国人職員と働く上での理解に対する教育の機会がもっと増えたら良いと思い
ます。

・受入費用に対しての補助金・助成金がないと、規模の小さい事業所では受入れが困難。
・当方の地域並びに法人の介護就労者の状況を踏まえ、中長期的に支援対策を講じていき
たいと思います。法人としての負担も大きいところですので、多方面での支援や協力体
制があると助かります。

・住まいの確保や日本語、介護技術の指導に費用や時間がかかっています。介護分野の人
手不足を考えると、もう少し国の支援や補助金の制度があっても良いと思います。

・外国人受け入れに当たり住宅や生活を始める為の準備に係る費用に対して補助金等の制
度があればより雇い入れる環境が整えられると考える。

＜手続きの簡素化等に関する要望＞
・ビザの切替え申請の書類が特に煩雑です。
・在留許可申請に係る事務手続き、審査時間が長すぎる。
・就労する外国人材が安心・安全に日本人と同等に就労できる環境作りは当然必要だと思
っていますが、きちっとした対応をしている事業者からすると、在留資格変更許可申
請、定期報告に結構な労力がかかるので、もう少し簡略化してもらえるとありがたい。

・在留資格が取得できる日程が不明で、そのため入職時期が直前まで決まらず、余分な手
間が後でかかってしまいます。（国民年金の免除申請など）

・相手国における手続きや仕組みが煩雑で、わかりにくい。一法人が海外からの特定技能
外国人を受入れるのはとても難しい。

・手続きや定期報告が中々、大変なので事務職が少ない小さな法人では 人の受入れしか
むずかしいと思います。

・申請（雇用前、後も）書類が多すぎるので事務方が負担となっています。ただし現場は
とてもすくわれているので、当該制度に対しては大変感謝しています。

・送り出し国・機関においてそれぞれ求められる給与水準が違い、事業者が各々に確認・
承認を取る必要があるので、一定の水準を示してもらいたい。

・海外の送り出し機関と事業者がやりとりするのではなく、日本国内で送り出し機関の出
先機関を設け、そこが一元管理するような方式を取れると利便性が増す。

＜在留期間の延長に関する要望＞
・特定技能の在留資格 年間の延長、拡大等の改正を望む。
・介護福祉士にならないと 年で帰国になるシステムが介護人材育成においては厳しい。
・介護分野の在留期間 年は短いと思います。せめて 年か 年と介護福祉士国家試験の
受験資格取得後、数回の受験ができるよう考えて頂きたい。

・特定技能 号の 年間で、介護福祉士合格者を出すには無理があります。先々も介護職
員の不足は継続される状況ですので特定技能 号の新設を強く要望したい。

・ 年間という枠組みで、技術等取得し安定した時期には、帰国が待っている。本人達
は、帰国をすれば一時金として厚生年金が 万円支給されるので、その時期が来たら国
に帰るという。帰国せずとも、国内でも何かしらの方法や、又 年以上も現状で働き続
けることが出来れば尚良いと考える。

＜対象業務・職種の拡大に関する要望＞
・現在、訪問介護においては特定技能の就労が認められていないがサ付・有料老人ホーム
内のみ等の制約内でも良いので、就労可としてほしい

・訪問系業務も可能にしてほしい。特に訪問入浴は日本人と一緒に訪問するので問題ない
と思う

・現在、訪問介護は対象外だが、有料老人ホーム・サ付等での就労については、建物内に
は他の職員がいる事も多いため対象になると助かります。

・就労先に有料老人ホームが指定されていないのは非常に困る。
・福祉施設には介護職以外にも多職種があり、こちらにも門戸を開いていただきたい。調
理職や措置施設の支援員なども日本人の応募者が少なく慢性の人手不足です。

＜その他、介護分野における特定技能制度への意見＞
・ベトナム国内での試験の実施を望みます。
・介護の特定技能は義務化されている研修がなく、テストに合格すれば就労できてしまう
ため、介護施設としては怖い状態と感じています。また、いつでも転職自由という点
も、雇用しにくいと思っています。

・サービス提供体制強化加算の介護福祉士割合の関係で資格のない特定技能外国人を増や
すのが難しい。特定技能外国人が適用外ならばもっと増やしたい。
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第４章 事業所アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

特定技能外国人を受け入れている介護事業所・施設の概要、及び当該事業所・施設で就
労している特定技能外国人のプロフィール、能力・スキル等を把握し、今後の施策検討の
ための基礎資料を収集する。

２  調査対象

令和３年 月 日時点で、「介護分野における特定技能協議会」（以下「協議会」という。）
に入会している受入機関（医療・介護事業者）が運営する、特定技能外国人受入れ事業所
全数（ 事業所）

３  調査方法

調査（調査票の を記載した依頼状を郵送配付し、 でご回答いただいた）

４  調査時点

令和３年 月１日

５  調査実施期間

令和３年 月 日（月）～令和３年 月 日（金）
調査票では、令和３年 月 日（火）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。

６  調査項目

・事業所・施設の概要
・特定技能外国人のプロフィール
・特定技能外国人の能力スキル、個別の業務についての評価

７  回収結果

・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）

２． 調査結果

１  事業所・施設の概要

ここでは、本調査に回答のあった特定技能外国人を受け入れている 事業所・施設の
概要について述べる。

① 事業所・施設の種類（Q1）
事業所・施設の種類は、「介護老人福祉施設」の割合が ％と最も高く、次いで「特

定施設入居者生活介護」が ％だった。

図表 事業所・施設の種類（ ）（単数回答、 ）

② 定員・病床数（Q1）
定員・病床数は、平均 人 床だった。また、分布を見ると、「～ 人 床」の割合が
％と最も高く、次いで「 ～ 人 床」が ％だった。

図表 定員・病床数（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

定員･病床数

図表 定員・病床数（ ）（単数回答、 ）
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3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～50人/床 51～100人/床 101～150人/床 151～200人/床 201人/床以上



第４章 事業所アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

特定技能外国人を受け入れている介護事業所・施設の概要、及び当該事業所・施設で就
労している特定技能外国人のプロフィール、能力・スキル等を把握し、今後の施策検討の
ための基礎資料を収集する。

２  調査対象

令和３年 月 日時点で、「介護分野における特定技能協議会」（以下「協議会」という。）
に入会している受入機関（医療・介護事業者）が運営する、特定技能外国人受入れ事業所
全数（ 事業所）

３  調査方法

調査（調査票の を記載した依頼状を郵送配付し、 でご回答いただいた）

４  調査時点

令和３年 月１日

５  調査実施期間

令和３年 月 日（月）～令和３年 月 日（金）
調査票では、令和３年 月 日（火）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。

６  調査項目

・事業所・施設の概要
・特定技能外国人のプロフィール
・特定技能外国人の能力スキル、個別の業務についての評価

７  回収結果

・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）

２． 調査結果

１  事業所・施設の概要

ここでは、本調査に回答のあった特定技能外国人を受け入れている 事業所・施設の
概要について述べる。

① 事業所・施設の種類（Q1）
事業所・施設の種類は、「介護老人福祉施設」の割合が ％と最も高く、次いで「特

定施設入居者生活介護」が ％だった。

図表 事業所・施設の種類（ ）（単数回答、 ）

② 定員・病床数（Q1）
定員・病床数は、平均 人 床だった。また、分布を見ると、「～ 人 床」の割合が
％と最も高く、次いで「 ～ 人 床」が ％だった。

図表 定員・病床数（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

定員･病床数

図表 定員・病床数（ ）（単数回答、 ）
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老人保健施設 特定施設入居者生活介護          障害者支援施設
病院 診療所 その他

43.0% 37.5% 12.2% 4.3%
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③ 介護職員数（実人数）（Q2、Q5）
事業所あたりの介護職員数（実人数）は、平均 人だった。

そのうち、外国人介護職員数（実人数）は平均 人だった。在留資格別に平均値をみ
ると、特定技能外国人数は平均 人、 介護福祉士は平均 人、 介護福祉士候
補者は平均 人、技能実習生は平均 人、在留資格「介護」は平均 人、身分系の在
留資格は平均 人、留学生アルバイトは、平均 人だった。
また、分布をみると、外国人介護職員数（実人数）では「 ～ 人」の割合が ％と最

も高く、次いで「 ～ 人」が ％だった。在留資格別にみると、特定技能外国人は「
～ 人」の割合が ％と最も高く、次いで「 人」が ％だった。その他の在留資格
はいずれも「 人」の割合が高かった（ 介護福祉士 ％、 介護福祉士候補者

％、技能実習生 ％、在留資格「介護」 ％、身分系の在留資格 ％、留学生
アルバイト ％）。

図表 事業所あたりの介護職員数（実人数）（ ）（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

介護職員数
うち外国人介護職員数
特定技能外国人

介護福祉士
介護福祉士候補者

技能実習生
在留資格｢介護｣
身分系の在留資格
留学生アルバイト

図表 事業所あたりの介護職員数（実人数）（ ）（単数回答、 ）

図表 外国人介護職員数（ ）（単数回答、 ）

（注） は、 の特定技能外国人数についての回答が自動的に反映されるよう設定したため、グラフを
掲載していない。
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0人 1人 2～5人 6～10人 11人以上



③ 介護職員数（実人数）（Q2、Q5）
事業所あたりの介護職員数（実人数）は、平均 人だった。

そのうち、外国人介護職員数（実人数）は平均 人だった。在留資格別に平均値をみ
ると、特定技能外国人数は平均 人、 介護福祉士は平均 人、 介護福祉士候
補者は平均 人、技能実習生は平均 人、在留資格「介護」は平均 人、身分系の在
留資格は平均 人、留学生アルバイトは、平均 人だった。
また、分布をみると、外国人介護職員数（実人数）では「 ～ 人」の割合が ％と最

も高く、次いで「 ～ 人」が ％だった。在留資格別にみると、特定技能外国人は「
～ 人」の割合が ％と最も高く、次いで「 人」が ％だった。その他の在留資格
はいずれも「 人」の割合が高かった（ 介護福祉士 ％、 介護福祉士候補者

％、技能実習生 ％、在留資格「介護」 ％、身分系の在留資格 ％、留学生
アルバイト ％）。

図表 事業所あたりの介護職員数（実人数）（ ）（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

介護職員数
うち外国人介護職員数
特定技能外国人

介護福祉士
介護福祉士候補者

技能実習生
在留資格｢介護｣
身分系の在留資格
留学生アルバイト

図表 事業所あたりの介護職員数（実人数）（ ）（単数回答、 ）

図表 外国人介護職員数（ ）（単数回答、 ）

（注） は、 の特定技能外国人数についての回答が自動的に反映されるよう設定したため、グラフを
掲載していない。
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④ 加算の取得状況（Q3、Q4）
令和 年度における介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算の算定につい

て尋ねたところ、「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」が ％と最も高く、次いで「介護職員
等特定処遇改善加算（Ⅰ）」が ％だった。
また、「介護保険サービス施設・事業所ではない」と回答した 事業所・施設に対して、

福祉・介護職員等処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の算定について尋ね
たところ、「障害福祉サービス施設・事業所ではない」が ％（ 件）と最も高く、次
いで「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」と「福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）」
がともに ％（ 件）だった。

図表 令和 年度における介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算の算定（ ）

（複数回答、 ）

図表 令和 年度における福祉・介護職員処遇改善加算の算定（ ）（複数回答、 ）
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介護職員処遇改善加算(Ⅲ)

介護職員処遇改善加算(Ⅳ)

介護職員処遇改善加算(Ⅴ)

介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)

介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)

算定していない
介護保険     施設 事業所ではない

無回答
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0.0%
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16.7%

0.0%

0.0%

72.2%

5.6%
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福祉 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)

算定していない

障害福祉     施設 事業所ではない

無回答

２  特定技能外国人の属性

各事業所・施設で受け入れている特定技能外国人の就労状況等について尋ねたところ、
特定技能外国人 人分のデータが得られた。

① プロフィール
 出身国（ ）

特定技能外国人の出身国は、「ベトナム」の割合が ％と最も高く、次いで「インド
ネシア」が ％だった。

図表 出身国（ ）（単数回答、 ）

 在留資格「特定技能」の取得方法（ ）
在留資格「特定技能」の取得方法は、「国内試験合格者」の割合が ％と最も高く、

次いで「技能実習（介護以外）からの在留資格変更者」が ％だった。

図表 在留資格「特定技能」の取得方法（ ）（単数回答、 ）
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特定活動からの在留資格変更者 国内試験合格者
海外試験合格者 無回答



④ 加算の取得状況（Q3、Q4）
令和 年度における介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算の算定につい

て尋ねたところ、「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」が ％と最も高く、次いで「介護職員
等特定処遇改善加算（Ⅰ）」が ％だった。
また、「介護保険サービス施設・事業所ではない」と回答した 事業所・施設に対して、

福祉・介護職員等処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の算定について尋ね
たところ、「障害福祉サービス施設・事業所ではない」が ％（ 件）と最も高く、次
いで「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」と「福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）」
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２  特定技能外国人の属性

各事業所・施設で受け入れている特定技能外国人の就労状況等について尋ねたところ、
特定技能外国人 人分のデータが得られた。

① プロフィール
 出身国（ ）

特定技能外国人の出身国は、「ベトナム」の割合が ％と最も高く、次いで「インド
ネシア」が ％だった。

図表 出身国（ ）（単数回答、 ）

 在留資格「特定技能」の取得方法（ ）
在留資格「特定技能」の取得方法は、「国内試験合格者」の割合が ％と最も高く、

次いで「技能実習（介護以外）からの在留資格変更者」が ％だった。
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 就労期間（ ）
現在の事業所・施設での就労期間は、平均 か月だった。
分布をみると、「 ～ か月（ 年）」が ％、「 ～ か月」が ％だった。

図表 就労期間（か月）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

事業所･施設での就労期間
（注）設問では「事業所・施設での就労開始年月」を尋ねた。ここでは就労開始年月から調査時点（令和

年 月）の期間を「就労期間」としている。

図表 就労期間（か月）（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 就労期間（か月）（ ）（単数回答、 ）
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3か月以下 4～6か月 7～12か月(1年) 13～24か月(2年) 25か月以上(2年超) 無回答
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超)

無回答

Q5-1-3 ｢特定
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方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-1-2 事業所･施設での就労期間

全体

 在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（ ）
在留資格「特定技能」取得前の就労経験は、「介護事業所以外での就労経験あり」の割

合が ％と最も高く、次いで「事業所・施設以外での就労経験あり」が ％だった。

図表 在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別

在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（ ）（単数回答、 ）

合計 事業所･
施設での
就労経験
あり

事業所･
施設以外
での就労
経験あり

介護事業
所以外で
の就労経
験あり

就労経験
なし

無回答

Q5-1-4 ｢特定技能｣取得前の日本での就労経験

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者



 就労期間（ ）
現在の事業所・施設での就労期間は、平均 か月だった。
分布をみると、「 ～ か月（ 年）」が ％、「 ～ か月」が ％だった。

図表 就労期間（か月）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

事業所･施設での就労期間
（注）設問では「事業所・施設での就労開始年月」を尋ねた。ここでは就労開始年月から調査時点（令和

年 月）の期間を「就労期間」としている。

図表 就労期間（か月）（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 就労期間（か月）（ ）（単数回答、 ）

16.4% 25.5% 36.8% 13.1% 7.8%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3か月以下 4～6か月 7～12か月(1年) 13～24か月(2年) 25か月以上(2年超) 無回答

合計 3か月以
下

4～6か月 7～12か
月(1年)

13～24か
月(2年)

25か月以
上(2年
超)

無回答

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-1-2 事業所･施設での就労期間

全体

 在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（ ）
在留資格「特定技能」取得前の就労経験は、「介護事業所以外での就労経験あり」の割

合が ％と最も高く、次いで「事業所・施設以外での就労経験あり」が ％だった。

図表 在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別

在留資格「特定技能」取得前の日本での就労経験（ ）（単数回答、 ）

合計 事業所･
施設での
就労経験
あり

事業所･
施設以外
での就労
経験あり

介護事業
所以外で
の就労経
験あり

就労経験
なし

無回答

Q5-1-4 ｢特定技能｣取得前の日本での就労経験

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者



 母国での就労経験（ ）
母国での就労経験は、「就労経験なし」の割合が ％と最も高く、次いで「看護や介

護以外の就労経験あり」が ％だった。

図表 母国での就労経験（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 母国での就労経験（ ）（単数回答、 ）

15.4% 40.0% 43.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の就労経験あり 看護や介護以外の就労経験あり 就労経験なし 無回答

合計 看護や介
護の就労
経験あり

看護や介
護以外の
就労経験
あり

就労経験
なし

無回答

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-1-5 母国での就労経験

② 夜勤業務実施の有無
夜勤業務実施の有無は、「ひとりで対応することができる」の割合が ％と最も高く、

次いで「日本人職員が付き添えば対応できる」が ％だった。

図表 夜勤業務実施の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 夜勤業務実施の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 夜勤業務実施の有無（ ）（単数回答、 ）

36.8% 20.6% 12.7% 18.2% 11.2%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ひとりで対応することができる 日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが 行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない 無回答

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

日本人職
員が付き
添えば対
応できる

対応でき
るが､行
わせてい
ない

対応する
ことがで
きない

夜勤業務
がない

無回答

Q5-2-1 夜勤業務

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

日本人職
員が付き
添えば対
応できる

対応でき
るが､行
わせてい
ない

対応する
ことがで
きない

夜勤業務
がない

無回答

Q5-2-1 夜勤業務

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)



 母国での就労経験（ ）
母国での就労経験は、「就労経験なし」の割合が ％と最も高く、次いで「看護や介

護以外の就労経験あり」が ％だった。

図表 母国での就労経験（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 母国での就労経験（ ）（単数回答、 ）

15.4% 40.0% 43.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の就労経験あり 看護や介護以外の就労経験あり 就労経験なし 無回答

合計 看護や介
護の就労
経験あり

看護や介
護以外の
就労経験
あり

就労経験
なし

無回答

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-1-5 母国での就労経験

② 夜勤業務実施の有無
夜勤業務実施の有無は、「ひとりで対応することができる」の割合が ％と最も高く、

次いで「日本人職員が付き添えば対応できる」が ％だった。

図表 夜勤業務実施の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 夜勤業務実施の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 夜勤業務実施の有無（ ）（単数回答、 ）

36.8% 20.6% 12.7% 18.2% 11.2%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ひとりで対応することができる 日本人職員が付き添えば対応できる
対応できるが 行わせていない 対応することができない
夜勤業務がない 無回答

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

日本人職
員が付き
添えば対
応できる

対応でき
るが､行
わせてい
ない

対応する
ことがで
きない

夜勤業務
がない

無回答

Q5-2-1 夜勤業務

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

日本人職
員が付き
添えば対
応できる

対応でき
るが､行
わせてい
ない

対応する
ことがで
きない

夜勤業務
がない

無回答

Q5-2-1 夜勤業務

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)



③ 日本語能力の評価
 現在の日本語能力（ ）

現在の日本語能力は、「 相当」の割合が ％と最も高く、次いで「 相当」が
％だった。

図表 現在の日本語能力（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 現在の日本語能力（ ）（単数回答、 ）

3.5% 27.2% 48.2% 18.5%

1.3% 1.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

合計 N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-1-6 現在の日本語能力

 引継ぎ・申し送りの理解（ ）
引継ぎ・申し送りの理解は、「ゆっくり指示すれば理解し､行動することができる」の割

合が ％と最も高く、次いで「問題なく理解し、行動できている」が ％だった。

図表 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

28.2% 69.1%

2.2%
0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問題なく理解し 行動できている ゆっくり指示すれば理解し 行動することができる
ゆっくり指示しても ほとんど理解できない 無回答

合計 問題なく
理解し､
行動でき
ている

ゆっくり
指示すれ
ば理解
し､行動
すること
ができる

ゆっくり
指示して
も､ほと
んど理解
できない

無回答

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-2-2 引継ぎ･申し送りの理解



③ 日本語能力の評価
 現在の日本語能力（ ）

現在の日本語能力は、「 相当」の割合が ％と最も高く、次いで「 相当」が
％だった。

図表 現在の日本語能力（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 現在の日本語能力（ ）（単数回答、 ）

3.5% 27.2% 48.2% 18.5%

1.3% 1.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

合計 N1相当 N2相当 N3相当 N4相当 N5相当 無回答

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-1-6 現在の日本語能力

 引継ぎ・申し送りの理解（ ）
引継ぎ・申し送りの理解は、「ゆっくり指示すれば理解し､行動することができる」の割

合が ％と最も高く、次いで「問題なく理解し、行動できている」が ％だった。

図表 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

28.2% 69.1%

2.2%
0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問題なく理解し 行動できている ゆっくり指示すれば理解し 行動することができる
ゆっくり指示しても ほとんど理解できない 無回答

合計 問題なく
理解し､
行動でき
ている

ゆっくり
指示すれ
ば理解
し､行動
すること
ができる

ゆっくり
指示して
も､ほと
んど理解
できない

無回答

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

Q5-2-2 引継ぎ･申し送りの理解



図表 日本語能力別 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

問題なく
理解し、
行動でき
ている

ゆっくり
指示すれ
ば理解
し、行動
すること
ができる

ゆっくり
指示して
も、ほと
んど理解
できない

無回答

N1相当

N2相当

N3相当

N4相当

N5相当

無回答

Q5-2-2 引継ぎ･申し送りの理解

全体

現在の日
本語能力

合計

合計 問題なく
理解し､
行動でき
ている

ゆっくり
指示すれ
ば理解
し､行動
すること
ができる

ゆっくり
指示して
も､ほと
んど理解
できない

無回答

Q5-2-2 引継ぎ･申し送りの理解

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)

 介護記録等、業務上の文書を読む能力（ ）
介護記録等、業務上の文書を読む能力は、「概ね記録の内容はわかる」の割合が ％

と最も高く、次いで「記録の内容はあまりわからない」が ％だった。

図表 介護記録等、業務上の文書を読む能力（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別

介護記録等、業務上の文書を読む能力（ ）（単数回答、 ）

8.0% 65.6% 22.8% 3.0%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門用語も含めて 記録の内容がわかる 概ね記録の内容はわかる
記録の内容はあまりわからない 記録の内容はほとんどわからない
無回答

合計 専門用語
も含め
て､記録
の内容が
わかる

概ね記録
の内容は
わかる

記録の内
容はあま
りわから
ない

記録の内
容はほと
んどわか
らない

無回答

Q5-2-3 介護記録等､業務上の文書を読む能力

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者



図表 日本語能力別 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 引継ぎ・申し送りの理解（ ）（単数回答、 ）

問題なく
理解し、
行動でき
ている

ゆっくり
指示すれ
ば理解
し、行動
すること
ができる

ゆっくり
指示して
も、ほと
んど理解
できない

無回答

N1相当

N2相当

N3相当

N4相当

N5相当

無回答

Q5-2-2 引継ぎ･申し送りの理解

全体

現在の日
本語能力

合計

合計 問題なく
理解し､
行動でき
ている

ゆっくり
指示すれ
ば理解
し､行動
すること
ができる

ゆっくり
指示して
も､ほと
んど理解
できない

無回答

Q5-2-2 引継ぎ･申し送りの理解

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)

 介護記録等、業務上の文書を読む能力（ ）
介護記録等、業務上の文書を読む能力は、「概ね記録の内容はわかる」の割合が ％

と最も高く、次いで「記録の内容はあまりわからない」が ％だった。

図表 介護記録等、業務上の文書を読む能力（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別

介護記録等、業務上の文書を読む能力（ ）（単数回答、 ）

8.0% 65.6% 22.8% 3.0%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門用語も含めて 記録の内容がわかる 概ね記録の内容はわかる
記録の内容はあまりわからない 記録の内容はほとんどわからない
無回答

合計 専門用語
も含め
て､記録
の内容が
わかる

概ね記録
の内容は
わかる

記録の内
容はあま
りわから
ない

記録の内
容はほと
んどわか
らない

無回答

Q5-2-3 介護記録等､業務上の文書を読む能力

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者



 介護記録等、業務上の文書を書く能力（ ）
介護記録等、業務上の文書を書く能力は、「概ね記録を作成することができる」の割合

が ％と最も高く、次いで「記録の作成はあまりできない」が ％だった。

図表 介護記録等、業務上の文書を書く能力（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別

介護記録等、業務上の文書を書く能力（ ）（単数回答、 ）

6.3% 52.2% 34.5% 6.3%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門用語も含めて 記録を作成できる 概ね記録を作成することができる
記録の作成はあまりできない 記録の作成はほとんどできない
無回答

合計 専門用語
も含め
て､記録
を作成で
きる

概ね記録
を作成す
ることが
できる

記録の作
成はあま
りできな
い

記録の作
成はほと
んどでき
ない

無回答

Q5-2-4 介護記録等､業務上の文書を書く能力

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

④ 介護知識・技能の評価
 現在の直接介助のスキル（ ）

現在の直接介助のスキルは、「場合によってはフォローが必要」の割合が ％と最も
高く、次いで「ひとりで対応することができる」が ％だった。

図表 現在の直接介助のスキル（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 現在の直接介助のスキル（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 現在の直接介助のスキル（ ）（単数回答、 ）

23.7% 63.1% 11.6%

1.1%
0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ひとりで対応することができる 場合によっては    が必要
多くの場合では    が必要 ひとりで業務をこなすことは難しい
無回答

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

場合に
よっては
ﾌｫﾛｰが必
要

多くの場
合ではﾌｫ
ﾛｰが必要

ひとりで
業務をこ
なすこと
は難しい

無回答

Q5-2-5 現在の直接介助のｽｷﾙ

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

場合に
よっては
ﾌｫﾛｰが必
要

多くの場
合ではﾌｫ
ﾛｰが必要

ひとりで
業務をこ
なすこと
は難しい

無回答

Q5-2-5 現在の直接介助のｽｷﾙ

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)



 介護記録等、業務上の文書を書く能力（ ）
介護記録等、業務上の文書を書く能力は、「概ね記録を作成することができる」の割合

が ％と最も高く、次いで「記録の作成はあまりできない」が ％だった。

図表 介護記録等、業務上の文書を書く能力（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別

介護記録等、業務上の文書を書く能力（ ）（単数回答、 ）

6.3% 52.2% 34.5% 6.3%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門用語も含めて 記録を作成できる 概ね記録を作成することができる
記録の作成はあまりできない 記録の作成はほとんどできない
無回答

合計 専門用語
も含め
て､記録
を作成で
きる

概ね記録
を作成す
ることが
できる

記録の作
成はあま
りできな
い

記録の作
成はほと
んどでき
ない

無回答

Q5-2-4 介護記録等､業務上の文書を書く能力

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

④ 介護知識・技能の評価
 現在の直接介助のスキル（ ）

現在の直接介助のスキルは、「場合によってはフォローが必要」の割合が ％と最も
高く、次いで「ひとりで対応することができる」が ％だった。

図表 現在の直接介助のスキル（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格「特定技能」の取得方法別 現在の直接介助のスキル（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 現在の直接介助のスキル（ ）（単数回答、 ）

23.7% 63.1% 11.6%

1.1%
0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ひとりで対応することができる 場合によっては    が必要
多くの場合では    が必要 ひとりで業務をこなすことは難しい
無回答

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

場合に
よっては
ﾌｫﾛｰが必
要

多くの場
合ではﾌｫ
ﾛｰが必要

ひとりで
業務をこ
なすこと
は難しい

無回答

Q5-2-5 現在の直接介助のｽｷﾙ

全体

Q5-1-3 ｢特定
技能｣の取得
方法

技能実習(介護)か
らの在留資格変更
技能実習(介護以
外)からの在留資
特定活動からの在
留資格変更者
国内試験合格者

海外試験合格者

合計 ひとりで
対応する
ことがで
きる

場合に
よっては
ﾌｫﾛｰが必
要

多くの場
合ではﾌｫ
ﾛｰが必要

ひとりで
業務をこ
なすこと
は難しい

無回答

Q5-2-5 現在の直接介助のｽｷﾙ

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)



 生活援助（ ）
生活援助は、「まあできている」の割合が ％と最も高く、次いで「よくできている」

が ％だった。

図表 生活援助（ ）（単数回答、 ）

（注）「生活援助」とは、掃除、洗濯、ベッドメイク、衣類の整理、配下膳など。

図表 就労期間別 生活援助（ ）（単数回答、 ）

41.9% 49.7% 4.4%

1.2%

0.3%

2.2%
0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

合計 よくでき
ている

まあでき
ている

どちらと
もいえな
い

あまりで
きていな
い

全くでき
ていない

実施して
いない

無回答

Q5-3-1 生活援助

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)

 身体介護（ ）
身体介護は、「まあできている」の割合が ％と最も高く、次いで「よくできている」

が ％だった。

図表 身体介護（ ）（単数回答、 ）

（注）「身体介護」とは、清拭・入浴、身体整容、体位変換、移動・移乗介助、食事介助、排せつ介助な
ど）

図表 就労期間別 身体介護（ ）（単数回答、 ）

32.9% 56.6% 6.5%

1.6%

0.1%

1.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない
あまりできていない 全くできていない 実施していない
無回答

合計 よくでき
ている

まあでき
ている

どちらと
もいえな
い

あまりで
きていな
い

全くでき
ていない

実施して
いない

無回答

Q5-3-2 身体介護

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)



 生活援助（ ）
生活援助は、「まあできている」の割合が ％と最も高く、次いで「よくできている」

が ％だった。

図表 生活援助（ ）（単数回答、 ）

（注）「生活援助」とは、掃除、洗濯、ベッドメイク、衣類の整理、配下膳など。

図表 就労期間別 生活援助（ ）（単数回答、 ）

41.9% 49.7% 4.4%

1.2%

0.3%

2.2%
0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

合計 よくでき
ている

まあでき
ている

どちらと
もいえな
い

あまりで
きていな
い

全くでき
ていない

実施して
いない

無回答

Q5-3-1 生活援助

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)

 身体介護（ ）
身体介護は、「まあできている」の割合が ％と最も高く、次いで「よくできている」

が ％だった。

図表 身体介護（ ）（単数回答、 ）

（注）「身体介護」とは、清拭・入浴、身体整容、体位変換、移動・移乗介助、食事介助、排せつ介助な
ど）

図表 就労期間別 身体介護（ ）（単数回答、 ）

32.9% 56.6% 6.5%

1.6%

0.1%

1.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない
あまりできていない 全くできていない 実施していない
無回答

合計 よくでき
ている

まあでき
ている

どちらと
もいえな
い

あまりで
きていな
い

全くでき
ていない

実施して
いない

無回答

Q5-3-2 身体介護

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)



 認知症ケア（ ）
認知症ケアは、「まあできている」の割合が ％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」が ％だった。

図表 認知症ケア（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 認知症ケア（ ）（単数回答、 ）

10.4% 42.0% 27.1% 7.3%

1.8%

9.8% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

合計 よくでき
ている

まあでき
ている

どちらと
もいえな
い

あまりで
きていな
い

全くでき
ていない

実施して
いない

無回答

Q5-3-3 認知症ｹｱ

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)

 医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養）（ ）
医療的ケアは、「実施していない」の割合が ％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」が ％だった。

図表 医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養）（ ）（単数回答、 ）

 終末期ケア（ ）
終末期ケアは、「実施していない」の割合が ％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」が ％だった。

図表 終末期ケア（ ）（単数回答、 ）

 介護計画の作成・見直し（ ）
介護計画の作成・見直しは、「実施していない」の割合が ％と最も高く、次いで

「どちらともいえない」が ％だった。

図表 介護計画の作成・見直し（ ）（単数回答、 ）

2.0%

2.8% 9.0%

1.6%

4.0% 79.9%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

3.4% 12.1% 15.8% 5.7% 5.5% 56.7%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

1.5%

4.9% 13.1% 4.7% 6.9% 68.2%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答



 認知症ケア（ ）
認知症ケアは、「まあできている」の割合が ％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」が ％だった。

図表 認知症ケア（ ）（単数回答、 ）

図表 就労期間別 認知症ケア（ ）（単数回答、 ）

10.4% 42.0% 27.1% 7.3%

1.8%

9.8% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

合計 よくでき
ている

まあでき
ている

どちらと
もいえな
い

あまりで
きていな
い

全くでき
ていない

実施して
いない

無回答

Q5-3-3 認知症ｹｱ

全体

Q5-1-2 事業
所･施設での
就労期間

3か月以下

4～6か月

7～12か月(1年)

13～24か月(2年)

25か月以上(2年
超)

 医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養）（ ）
医療的ケアは、「実施していない」の割合が ％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」が ％だった。

図表 医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養）（ ）（単数回答、 ）

 終末期ケア（ ）
終末期ケアは、「実施していない」の割合が ％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」が ％だった。

図表 終末期ケア（ ）（単数回答、 ）

 介護計画の作成・見直し（ ）
介護計画の作成・見直しは、「実施していない」の割合が ％と最も高く、次いで

「どちらともいえない」が ％だった。

図表 介護計画の作成・見直し（ ）（単数回答、 ）

2.0%

2.8% 9.0%

1.6%

4.0% 79.9%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

3.4% 12.1% 15.8% 5.7% 5.5% 56.7%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

1.5%

4.9% 13.1% 4.7% 6.9% 68.2%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答



 ケース会議やカンファレンスでの発言（ ）
ケース会議やカンファレンスでの発言は、「実施していない」の割合が ％と最も高

く、次いで「どちらともいえない」が ％だった。

図表 ケース会議やカンファレンスでの発言（ ）（単数回答、 ）

 レクリエーションでの運営や進行（ ）
レクリエーションでの運営や進行は、「まあできている」の割合が ％と最も高く、

次いで「実施していない」が ％だった。

図表 レクリエーションでの運営や進行（ ）（単数回答、 ）

2.3% 15.1% 23.0% 18.3% 9.7% 30.9%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

8.4% 27.9% 20.8% 11.3% 5.9% 25.5% 0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

第５章 本人アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

介護分野に係る特定技能外国人の就労状況や満足度、今後の希望等を把握し、今後の施
策検討のための基礎資料を収集する。

２  調査対象

令和３年 月 日時点で、「介護分野における特定技能協議会」（以下「協議会」という。）
に入会している受入機関（医療・介護事業者、 事業者）で就労する特定技能外国人

３  調査方法

調査（調査票の を記載した依頼状を特定技能外国人受入れ事業所 か所に
郵送し、特定技能外国人本人に配付していただいた。特定技能外国人本人には、 でご
回答いただいた）

４  調査実施期間

令和３年 月 日（月）～令和３年 月 日（金）
調査票では、令和３年 月 日（火）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。

５  調査項目

・プロフィール
・日本語や介護についての理解度と支援
・仕事の満足度
・生活する上での困りごと
・今後の希望

６  回収結果

・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）



 ケース会議やカンファレンスでの発言（ ）
ケース会議やカンファレンスでの発言は、「実施していない」の割合が ％と最も高

く、次いで「どちらともいえない」が ％だった。

図表 ケース会議やカンファレンスでの発言（ ）（単数回答、 ）

 レクリエーションでの運営や進行（ ）
レクリエーションでの運営や進行は、「まあできている」の割合が ％と最も高く、

次いで「実施していない」が ％だった。

図表 レクリエーションでの運営や進行（ ）（単数回答、 ）

2.3% 15.1% 23.0% 18.3% 9.7% 30.9%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

8.4% 27.9% 20.8% 11.3% 5.9% 25.5% 0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくできている まあできている どちらともいえない あまりできていない
全くできていない 実施していない 無回答

第５章 本人アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

介護分野に係る特定技能外国人の就労状況や満足度、今後の希望等を把握し、今後の施
策検討のための基礎資料を収集する。

２  調査対象

令和３年 月 日時点で、「介護分野における特定技能協議会」（以下「協議会」という。）
に入会している受入機関（医療・介護事業者、 事業者）で就労する特定技能外国人

３  調査方法

調査（調査票の を記載した依頼状を特定技能外国人受入れ事業所 か所に
郵送し、特定技能外国人本人に配付していただいた。特定技能外国人本人には、 でご
回答いただいた）

４  調査実施期間

令和３年 月 日（月）～令和３年 月 日（金）
調査票では、令和３年 月 日（火）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。

５  調査項目

・プロフィール
・日本語や介護についての理解度と支援
・仕事の満足度
・生活する上での困りごと
・今後の希望

６  回収結果

・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）



２． 調査結果

１  特定技能外国人本人の属性

ここでは、本調査に回答のあった特定技能外国人 人の属性（プロフィール）につい
て述べる。

① 性別（Q1）
性別は、男性が ％、女性が ％だった。

図表 性別（ ）（単数回答、 ）

② 出身国・地域（Q2）
出身国・地域は、「ベトナム」の割合が ％と最も高く、次いで「インドネシア」が
％だった。

図表 出身国・地域（ ）（単数回答、 ）

32.5% 65.2%

0.0%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性 その他 無回答

52.5% 17.3% 10.7% 5.3% 4.1% 5.1%

1.4% 0.4% 1.0%

0.0% 0.4%

0.0% 0.0% 0.0%

1.6%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

                  中国           
                                      
          その他 無回答

③ 年齢（Q3）
年齢は、平均 歳だった。
また、分布をみると、「 ～ 歳」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 歳」が

だった。

図表 年齢（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

年齢

図表 年齢（ ）（分布）（単数回答、 ）

④ 学歴（Q10-1）
来日前に最後に行った学校は、「大学･大学院」の割合が と最も高く、次いで「高

等学校」が だった。

図表 学歴（ ）（単数回答、 ）

⑤ 来日前に看護や介護を学んだ経験（Q10-2）
来日前に、看護や介護の勉強をしたり資格をとるための学校に「通ったことがある」が
％、「通ったことがない」が ％だった。

図表 来日前に看護や介護を学んだ経験（ ）（単数回答、 ）

0.2%

25.1% 43.8% 22.8% 4.9%

2.3%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳～ 無回答

35.0% 13.0% 10.5% 40.1%

1.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 無回答

34.4% 64.0%

1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通ったことがある 通ったことがない 無回答
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図表 年齢（ ）（分布）（単数回答、 ）

④ 学歴（Q10-1）
来日前に最後に行った学校は、「大学･大学院」の割合が と最も高く、次いで「高

等学校」が だった。

図表 学歴（ ）（単数回答、 ）

⑤ 来日前に看護や介護を学んだ経験（Q10-2）
来日前に、看護や介護の勉強をしたり資格をとるための学校に「通ったことがある」が
％、「通ったことがない」が ％だった。

図表 来日前に看護や介護を学んだ経験（ ）（単数回答、 ）

0.2%

25.1% 43.8% 22.8% 4.9%

2.3%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳～ 無回答
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高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 無回答

34.4% 64.0%

1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通ったことがある 通ったことがない 無回答



⑥ 来日前の看護や介護の資格取得の有無（Q10-3）
来日前に、看護や介護の資格を「どちらも取っていない」の割合が と最も高く、

次いで「介護の資格だけ取った」が だった。

図表 来日前の看護や介護の資格取得の有無（ ）（単数回答、 ）

⑦ 来日前の就労経験の有無（Q10-4）
来日前の就労経験については、「ある」が ％、「ない」が だった。
また、働いたことが「ある」と回答した 人に対して、来日前の就労内容について尋

ねたところ、看護や介護以外の「他の仕事」が 、「看護や介護の仕事」が だっ
た。

図表 来日前の就労経験の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 来日前の就労内容（ ）（複数回答、 ）

4.1% 16.1% 29.8% 48.4%

1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらも取った 看護の資格だけ取った 介護の資格だけ取った
どちらも取っていない 無回答

64.6% 34.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

19.9%

80.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護や介護の仕事

他の仕事

無回答

⑧ 来日前に日本の介護を学んだ経験（Q11、SQ11-1）
来日前に、日本の介護を学んだ経験について尋ねたところ、「学んだ」が 、「学ん

でいない」が だった。
また、日本の介護を「学んだ」と回答した 人に対して、来日前に日本の介護を学ん

だ内容について尋ねたところ、「学校などで日本人の先生に教えてもらった」が と最
も高く、次いで「自分で勉強した」が だった。

図表 来日前に日本の介護を学んだ経験（ ）（単数回答、 ）

図表 来日前に日本の介護を学んだ内容（ ）（複数回答、 ）

⑨ 日本で介護の仕事をしたいと思った理由（Q12）
日本で介護の仕事をしたいと思った理由を尋ねたところ、「日本の介護福祉士の資格を

取りたいから」が と最も高く、次いで「日本語を学びたいから」が だった。

図表 日本で介護の仕事をしたいと思った理由（ ）（複数回答、 ）

25.1% 73.7%

1.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学んだ 学んでいない 無回答

39.5%

38.8%

20.9%

10.1%

4.7%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校などで日本人の先生に教えてもらった
自分で勉強した

学校などで日本人ではない先生に教えてもらった
     を使って日本にいる先生から教えてもらった

その他
無回答

58.6%
43.6%
43.4%

40.5%
23.3%

20.0%
10.9%
10.5%
10.1%

5.4%
5.3%
5.1%
4.7%

3.5%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本の介護福祉士の資格を取りたいから
日本語を学びたいから

日本の介護を学びたいから
家族に送金したい 家族のため

給料が高いから
日本の文化や        などが好きだから
自分の    や条件が一番合っていたから

仕事が必ずあるから
   の影響で自分の国に帰ることができないから

日本にいる家族 友達などに勧められたから
   の影響で今までの仕事がなくなったから

国の家族 友達などに勧められたから
自分の住んでいる国との距離が近いから

その他
無回答



⑥ 来日前の看護や介護の資格取得の有無（Q10-3）
来日前に、看護や介護の資格を「どちらも取っていない」の割合が と最も高く、
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図表 来日前の看護や介護の資格取得の有無（ ）（単数回答、 ）
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⑩ 日本に来るための資金の準備（Q13、SQ13-1）
日本に来るための資金の準備については、「家族や自分で準備をした」が と最も高

く、次いで「親戚や知り合いからお金を借りた」が だった。
また、準備した金額は、平均 万円だった。分布をみると、「 ～ 万円」の割合

が ％と最も高く、次いで「 ～ 万円」が だった。

図表 日本に来るための資金の準備（ ）（単数回答、 ）

図表 出身国・地域別 日本に来るための資金の準備（ ）（単数回答、 ）

57.2% 25.7% 3.1%5.4%

1.0% 1.9%

5.1%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家族や自分で準備をした 親戚や知り合いからお金を借りた
自国の送り出し機関や学校からお金を借りた 日本の学校や施設 会社からお金を借りた
自国の団体からお金をもらった 日本の団体からお金をもらった
その他 無回答

来日するための資金調達方法

合計

家族や
自分で
準備を
した
（お金
は借り
ていな
い）

親せき
や知り
あいか
らお金
を借り
た

自分の
国の送
出機関
や学校
からお
金を借
りた

日本の
学校や
施設・
会社か
らお金
を借り
た

自分の
国の団
体から
お金を
借りた

日本の
団体か
らお金
をも
らった

そのほ
か

無回答

全体

国・地域 ベトナム

インドネシア

フィリピン

中国

ミャンマー

ネパール

カンボジア

タイ

モンゴル

バングラデシュ

そのほか

無回答

図表 日本に来るために準備した金額（万円）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

準備した金額

図表 日本に来るために準備した金額（分布）（ ）（単数回答、 ）

図表 「特定技能」ビザ取得前（ ）の活動別 日本に来るための資金の準備（ ）

（単数回答、 ）

16.7% 20.8% 35.0% 14.4%

4.3% 2.7%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10万円 11～50万円 51～100万円 101～150万円 151～200万円 201万円～ 無回答

10万円以下 11～50万円 51～100万円 101～150万円 151～200万円 201万円以上 無回答

全体

Q6「特定技能」
ビザ取得前の活動

合計

SQ13-1　日本にくるために準備したお金の金額

出身国（自分の国）にいた

そのほか

日本で技能実習生として介護では
ない仕事の実習をしていた

日本でEPA介護福祉士候補者とし
て働いていた

日本で技能実習生として介護の仕
事の実習をしていた

日本でそのほかの仕事をしていた

日本の日本語学校で勉強していた

日本の専門学校や短大・大学で勉
強していた
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準備した金額

図表 日本に来るために準備した金額（分布）（ ）（単数回答、 ）

図表 「特定技能」ビザ取得前（ ）の活動別 日本に来るための資金の準備（ ）

（単数回答、 ）

16.7% 20.8% 35.0% 14.4%

4.3% 2.7%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10万円 11～50万円 51～100万円 101～150万円 151～200万円 201万円～ 無回答

10万円以下 11～50万円 51～100万円 101～150万円 151～200万円 201万円以上 無回答

全体

Q6「特定技能」
ビザ取得前の活動

合計

SQ13-1　日本にくるために準備したお金の金額

出身国（自分の国）にいた

そのほか

日本で技能実習生として介護では
ない仕事の実習をしていた

日本でEPA介護福祉士候補者とし
て働いていた

日本で技能実習生として介護の仕
事の実習をしていた

日本でそのほかの仕事をしていた

日本の日本語学校で勉強していた

日本の専門学校や短大・大学で勉
強していた



⑪ 日本での居住期間（Q4-1）
日本での居住期間は、平均 か月だった。また、分布をみると、「 ～ か月 年 」

の割合が と最も高く、次いで「 ～ か月 年 」が だった。

図表 日本での居住期間（か月）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

日本での居住期間（月）
（注）ここでは居住開始年月から調査時点（令和 年 月）の期間を「就労期間」としている。

図表 日本での居住期間（か月）（ ）（単数回答、 ）

⑫ 現在の職場での就労期間（Q4-2）
現在の職場での就労期間は、平均 か月だった。また、分布をみると、「 ～ か月
年 」の割合が と最も高く、次いで「 ～ か月」が だった。

図表 現在の職場での就労期間（か月）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

現在の職場での就労期間（月）
（注）ここでは就労開始年月から調査時点（令和 年 月）の期間を「就労期間」としている。

図表 現在の職場での就労期間（か月）（ ）（単数回答、 ）

3.9%

4.7% 17.7% 27.8% 24.5% 10.5% 8.8%

2.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12か月以下(1年) 13～24か月(2年) 25～36か月(3年) 37～48か月(4年)

49～60か月(5年) 61～72か月(6年) 73か月以上(6年超) 無回答

7.4% 20.4% 41.2% 19.1% 10.7%

1.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3か月以下 4～6か月 7～12か月(1年) 13～24か月(2年) 25か月以上(2年超) 無回答

２  「特定技能」ビザ取得までの経緯

① 「特定技能」ビザの取得方法（Q5、SQ5-1）
 「特定技能」ビザの取得方法（ ）

「特定技能」ビザの取得方法は、「日本で特定技能のテストを受けて合格した」が
と最も高く、次いで「特定技能のテストは受けないで､ビザを変えた」が だった。

図表 「特定技能」ビザの取得方法（ ）（単数回答、 ）

 「特定技能」ビザに変更した理由（ ）
「特定技能のテストは受けないで、ビザを変えた」と回答した 人にその理由を尋ねた

ところ、「日本の介護福祉士の資格を取りたいから」が と最も高く、次いで「日本で
長く住みたいから」が だった。

図表 「特定技能」ビザに変更した理由（ ）（単数回答、 ）

84.2% 5.3% 8.9% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本で   を受けて合格した 日本以外で   を受けて合格した
   は受けないで     を変えた 無回答

4.3% 6.5% 45.7% 23.9% 4.3%

0.0%

4.3% 4.3%

0.0% 0.0%

2.2% 2.2%
2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語をもっと学びたいから 日本の介護をもっと学びたいから
日本の介護福祉士の資格を取りたいから 日本で長く住みたいから
給料が高くなるから できる仕事が増えるから
働く場所を変えたかったから 家族にもっと送金したい 家族のため



⑪ 日本での居住期間（Q4-1）
日本での居住期間は、平均 か月だった。また、分布をみると、「 ～ か月 年 」

の割合が と最も高く、次いで「 ～ か月 年 」が だった。

図表 日本での居住期間（か月）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

日本での居住期間（月）
（注）ここでは居住開始年月から調査時点（令和 年 月）の期間を「就労期間」としている。

図表 日本での居住期間（か月）（ ）（単数回答、 ）

⑫ 現在の職場での就労期間（Q4-2）
現在の職場での就労期間は、平均 か月だった。また、分布をみると、「 ～ か月
年 」の割合が と最も高く、次いで「 ～ か月」が だった。

図表 現在の職場での就労期間（か月）（ ）（数量回答、 ）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

現在の職場での就労期間（月）
（注）ここでは就労開始年月から調査時点（令和 年 月）の期間を「就労期間」としている。

図表 現在の職場での就労期間（か月）（ ）（単数回答、 ）
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2.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12か月以下(1年) 13～24か月(2年) 25～36か月(3年) 37～48か月(4年)

49～60か月(5年) 61～72か月(6年) 73か月以上(6年超) 無回答
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3か月以下 4～6か月 7～12か月(1年) 13～24か月(2年) 25か月以上(2年超) 無回答

２  「特定技能」ビザ取得までの経緯

① 「特定技能」ビザの取得方法（Q5、SQ5-1）
 「特定技能」ビザの取得方法（ ）

「特定技能」ビザの取得方法は、「日本で特定技能のテストを受けて合格した」が
と最も高く、次いで「特定技能のテストは受けないで､ビザを変えた」が だった。

図表 「特定技能」ビザの取得方法（ ）（単数回答、 ）

 「特定技能」ビザに変更した理由（ ）
「特定技能のテストは受けないで、ビザを変えた」と回答した 人にその理由を尋ねた

ところ、「日本の介護福祉士の資格を取りたいから」が と最も高く、次いで「日本で
長く住みたいから」が だった。

図表 「特定技能」ビザに変更した理由（ ）（単数回答、 ）

84.2% 5.3% 8.9% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本で   を受けて合格した 日本以外で   を受けて合格した
   は受けないで     を変えた 無回答

4.3% 6.5% 45.7% 23.9% 4.3%

0.0%

4.3% 4.3%

0.0% 0.0%

2.2% 2.2%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語をもっと学びたいから 日本の介護をもっと学びたいから
日本の介護福祉士の資格を取りたいから 日本で長く住みたいから
給料が高くなるから できる仕事が増えるから
働く場所を変えたかったから 家族にもっと送金したい 家族のため



② 「特定技能」ビザ取得前の活動（Q6）
「特定技能」ビザを取得する前は何をしていたかを尋ねたところ、「日本語学校で勉強

していた」が と最も高く、次いで「技能実習生として介護以外の仕事の実習をして
いた」が だった。

図表 「特定技能」ビザ取得前の活動（ ）（単数回答、 ）

③ 在留資格変更前後における職場や仕事内容の変化
 在留資格変更前後における職場の変更（ ）

「特定技能」ビザ取得前に、日本で「 介護福祉士候補者として働いていた人」（
人）、あるいは「技能実習生として介護の仕事の実習をしていた人」（ 人）、計 人に対
して、 介護福祉士候補者あるいは技能実習生だった時と同じ会社（職場）で働いてい
るかを尋ねたところ、「違う会社で働いている」が 、「同じ会社で働いている」が

だった。

図表 在留資格変更前後における職場の変更（ ）（単数回答、 ）

9.5% 5.8% 28.4% 8.4% 29.4% 12.3% 3.1%

0.0%

2.7%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

EPA介護福祉士候補者として働いていた 技能実習生として介護の仕事の実習をしていた
技能実習生として介護以外の仕事の実習をしていた その他の仕事をしていた
日本語学校で勉強していた 専門学校や短大 大学で勉強していた
出身国にいた 日本 出身国以外の国にいた

40.5% 58.2% 1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同じ会社で働いている 違う会社で働いている 無回答

 在留資格変更前後における仕事内容の変化（ 、 ）
「同じ会社（職場）で働いている」と回答した 人に、仕事内容の変化を尋ねたとこ

ろ、「変わった」が （ 件）、「変わらない」が （ 件）だった。
また、仕事の内容が「変わった」と回答した 人に、どのように変化したかを尋ねたと

ころ、「前とは違う仕事を担当するようになった」が （ 件）と最も高く、次いで
「担当する仕事の種類が増えた」、「後輩を教えるようになった」、「その他」がそれぞれ

（ 件）だった。

図表 在留資格変更前後における仕事内容の変化の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格変更前後で仕事内容がどのように変化したか（ ）（複数回答、 ）

 在留資格変更前後で違う会社（職場）で働いている理由（ ）
「違う会社（職場）で働いている（会社・職場を変えた）」と回答した 人にその理由

を尋ねたところ、「日本の介護福祉士の資格を取りたいから」が と最も高く、次いで
「日本の介護をもっと学びたいから」と「給料が高くなるから」がともに だった。

図表 在留資格変更前後で会社（職場）を変えた理由（ ）（単数回答、 ）

21.9% 78.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

変わった 変わらない

57.1%
14.3%

0.0%
14.3%
14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前とは違う仕事を担当するようになった
担当する仕事の種類が増えた
担当する仕事の種類が減った

後輩を教えるようになった
その他

8.7% 15.2% 21.7% 15.2%

0.0% 2.2%

8.7% 4.3% 8.7%

2.2%

13.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語をもっと学びたいから 日本の介護をもっと学びたいから
日本の介護福祉士の資格を取りたいから 給料が高くなるから
できる仕事が増えるから 家族にもっと送金したい 家族のため
職場の先輩や仲間に勧められたから 国の家族 友達などに勧められたから
日本にいる家族 友達などに勧められたから 監理団体などに勧められたから
その他 無回答



② 「特定技能」ビザ取得前の活動（Q6）
「特定技能」ビザを取得する前は何をしていたかを尋ねたところ、「日本語学校で勉強

していた」が と最も高く、次いで「技能実習生として介護以外の仕事の実習をして
いた」が だった。

図表 「特定技能」ビザ取得前の活動（ ）（単数回答、 ）

③ 在留資格変更前後における職場や仕事内容の変化
 在留資格変更前後における職場の変更（ ）

「特定技能」ビザ取得前に、日本で「 介護福祉士候補者として働いていた人」（
人）、あるいは「技能実習生として介護の仕事の実習をしていた人」（ 人）、計 人に対
して、 介護福祉士候補者あるいは技能実習生だった時と同じ会社（職場）で働いてい
るかを尋ねたところ、「違う会社で働いている」が 、「同じ会社で働いている」が

だった。

図表 在留資格変更前後における職場の変更（ ）（単数回答、 ）
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技能実習生として介護以外の仕事の実習をしていた その他の仕事をしていた
日本語学校で勉強していた 専門学校や短大 大学で勉強していた
出身国にいた 日本 出身国以外の国にいた

40.5% 58.2% 1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同じ会社で働いている 違う会社で働いている 無回答

 在留資格変更前後における仕事内容の変化（ 、 ）
「同じ会社（職場）で働いている」と回答した 人に、仕事内容の変化を尋ねたとこ

ろ、「変わった」が （ 件）、「変わらない」が （ 件）だった。
また、仕事の内容が「変わった」と回答した 人に、どのように変化したかを尋ねたと

ころ、「前とは違う仕事を担当するようになった」が （ 件）と最も高く、次いで
「担当する仕事の種類が増えた」、「後輩を教えるようになった」、「その他」がそれぞれ

（ 件）だった。

図表 在留資格変更前後における仕事内容の変化の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 在留資格変更前後で仕事内容がどのように変化したか（ ）（複数回答、 ）

 在留資格変更前後で違う会社（職場）で働いている理由（ ）
「違う会社（職場）で働いている（会社・職場を変えた）」と回答した 人にその理由

を尋ねたところ、「日本の介護福祉士の資格を取りたいから」が と最も高く、次いで
「日本の介護をもっと学びたいから」と「給料が高くなるから」がともに だった。

図表 在留資格変更前後で会社（職場）を変えた理由（ ）（単数回答、 ）

21.9% 78.1%
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変わった 変わらない
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14.3%
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14.3%
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前とは違う仕事を担当するようになった
担当する仕事の種類が増えた
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日本語をもっと学びたいから 日本の介護をもっと学びたいから
日本の介護福祉士の資格を取りたいから 給料が高くなるから
できる仕事が増えるから 家族にもっと送金したい 家族のため
職場の先輩や仲間に勧められたから 国の家族 友達などに勧められたから
日本にいる家族 友達などに勧められたから 監理団体などに勧められたから
その他 無回答



④ 在留資格変更前後における労働時間の変化（Q8）
「特定技能」ビザ取得前に、日本で「 介護福祉士候補者として働いていた人」（

人）、あるいは「技能実習生として介護の仕事の実習をしていた人」（ 人）、計 人に対
して、労働時間の変化を尋ねたところ、「長くなった」が 、「変わらない」が 、
「短くなった」が だった。

図表 在留資格変更前後における労働時間の変化（ ）（単数回答、 ）

⑤ 在留資格変更前後における給料・手当などの変化（Q9）
「特定技能」ビザ取得前に、日本で「 介護福祉士候補者として働いていた人」（
人）、あるいは「技能実習生として介護の仕事の実習をしていた人」（ 人）、計 人に対
して、「特定技能」ビザ取得後の給料･手当の変化を尋ねたところ、「良くなった」が

、「変わらない」が 、「悪くなった」が だった。

図表 在留資格変更前後における給料・手当などの変化（ ）（単数回答、 ）

17.7% 77.2%

2.5% 2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長くなった 変わらない 短くなった 無回答

57.0% 32.9% 8.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良くなった 変わらない 悪くなった 無回答

３  日本語や介護の学習

① 現在の日本語能力（Q14）
現在の日本語能力は、「 程度」が と最も高く、次いで「 程度」が だ

った。

図表 現在の日本語能力（ ）（単数回答、 ）

② 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート（Q15、SQ15-1）
日本語の勉強について、現在の職場からサポートを受けているかどうかを尋ねたところ、

「サポートを受けている」が 、「受けたいと思うが､受けることができていない」が
、「サポートを受けたいと思わない」が だった。

また、「サポートを受けている」と回答した 人に対して、日本語の勉強に関する現在
の職場からのサポート内容を尋ねたところ、「職場で日本人の職員に教えてもらっている」
が と最も高く、次いで「職場からテキストをもらった」が だった。

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート内容（ ）（複数回答、 346）

4.9% 22.4% 50.0% 17.7%

1.2%

3.5%

0.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N1程度 N2程度 N3程度 N4程度 N5程度 わからない 無回答

81.5%
20.2%

16.8%
15.3%

9.5%
4.0%

2.9%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場で日本人の職員に教えてもらっている
職場から    をもらった

仕事の時間に勉強の時間がある
職場で日本語の先生に教えてもらっている
職場で勉強の目標や計画を決めてもらった

職場から日本語学校を紹介してもらっている
その他
無回答



④ 在留資格変更前後における労働時間の変化（Q8）
「特定技能」ビザ取得前に、日本で「 介護福祉士候補者として働いていた人」（

人）、あるいは「技能実習生として介護の仕事の実習をしていた人」（ 人）、計 人に対
して、労働時間の変化を尋ねたところ、「長くなった」が 、「変わらない」が 、
「短くなった」が だった。

図表 在留資格変更前後における労働時間の変化（ ）（単数回答、 ）

⑤ 在留資格変更前後における給料・手当などの変化（Q9）
「特定技能」ビザ取得前に、日本で「 介護福祉士候補者として働いていた人」（
人）、あるいは「技能実習生として介護の仕事の実習をしていた人」（ 人）、計 人に対
して、「特定技能」ビザ取得後の給料･手当の変化を尋ねたところ、「良くなった」が

、「変わらない」が 、「悪くなった」が だった。

図表 在留資格変更前後における給料・手当などの変化（ ）（単数回答、 ）

17.7% 77.2%

2.5% 2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長くなった 変わらない 短くなった 無回答

57.0% 32.9% 8.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良くなった 変わらない 悪くなった 無回答

３  日本語や介護の学習

① 現在の日本語能力（Q14）
現在の日本語能力は、「 程度」が と最も高く、次いで「 程度」が だ

った。

図表 現在の日本語能力（ ）（単数回答、 ）

② 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート（Q15、SQ15-1）
日本語の勉強について、現在の職場からサポートを受けているかどうかを尋ねたところ、

「サポートを受けている」が 、「受けたいと思うが､受けることができていない」が
、「サポートを受けたいと思わない」が だった。

また、「サポートを受けている」と回答した 人に対して、日本語の勉強に関する現在
の職場からのサポート内容を尋ねたところ、「職場で日本人の職員に教えてもらっている」
が と最も高く、次いで「職場からテキストをもらった」が だった。

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート内容（ ）（複数回答、 346）

4.9% 22.4% 50.0% 17.7%

1.2%

3.5%

0.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N1程度 N2程度 N3程度 N4程度 N5程度 わからない 無回答

81.5%
20.2%

16.8%
15.3%

9.5%
4.0%

2.9%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場で日本人の職員に教えてもらっている
職場から    をもらった

仕事の時間に勉強の時間がある
職場で日本語の先生に教えてもらっている
職場で勉強の目標や計画を決めてもらった

職場から日本語学校を紹介してもらっている
その他
無回答



③ 場面別 日本語の理解度（Q16）
場面別に日本語の理解度を尋ねたところ、「だいたいわかる」と回答した人が、いつも

の生活で話すときでは 、職場での引継ぎ､申し送りでは 、介護記録を読む時で
は 、介護記録を書く時では とそれぞれ最も高かった。
介護福祉士国家試験の勉強をするときについては、「やっていない」が と最も高く、

次いで「だいたいわかる」が だった。

図表 場面別 日本語の理解度（ ）（各場面について単数回答、 ）

22.6%

16.0%

14.8%

10.5%

3.7%

73.5%

74.3%

68.7%

63.6%

34.8%

3.5%

7.8%

13.4%

18.5%

23.2%

0.2%

0.0%

0.8%

1.0%0.6%

0.8%

1.8%

6.0%

37.0%

0.2%

1.2%

0.6%

0.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

いつもの生活で話す時

職場での引継ぎ 申し送り

介護記録を読む時

介護記録を書く時

介護福祉士国家試験の勉強をする時

よくわかる だいたいわかる あまりわからない
全くわからない やっていない 無回答

④ 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート（Q17）
介護の勉強について、現在の職場（介護施設・事業所）からサポートを受けているかど

うかを尋ねたところ、「サポートを受けている」が 、「受けたいと思うが､受けること
ができていない」が 、「サポートを受けたいと思わない」が だった。
また、「サポートを受けている」と回答した 人に対して、介護の勉強に関する現在の

職場からのサポート内容を尋ねたところ、「職場で日本人職員に教えてもらっている」が
と最も高く、次いで「職場からテキストをもらった」が だった。

図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート（ ）（単数回答、 ）

図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート内容（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート別

介護の勉強に関する現在の職場からのサポート内容（ ）（単数回答、 ）

67.7% 23.2% 8.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

     を受けている 受けたいと思うが 受けることができていない
     を受けたいと思わない 無回答

73.9%
36.5%

18.4%
14.4%
14.1%
13.8%

1.4%
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場で日本人職員に教えてもらっている
職場から    をもらった

職場で同じ国の人 外国人職員に教えてもらっている
仕事の時間に勉強の時間がある

OJTで教えてもらっている
介護福祉士国家試験の勉強を教えてもらっている

その他
無回答

合計 ｻﾎﾟｰﾄを
受けてい
る

受けたい
と思う
が､受け
ることが
できてい
ない

ｻﾎﾟｰﾄを
受けたい
と思わな
い

無回答

Q17 介護の勉強について､職場からのｻ
ﾎﾟｰﾄ

全体

Q15 日本語の
勉強につい
て､職場から
のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない



③ 場面別 日本語の理解度（Q16）
場面別に日本語の理解度を尋ねたところ、「だいたいわかる」と回答した人が、いつも

の生活で話すときでは 、職場での引継ぎ､申し送りでは 、介護記録を読む時で
は 、介護記録を書く時では とそれぞれ最も高かった。
介護福祉士国家試験の勉強をするときについては、「やっていない」が と最も高く、

次いで「だいたいわかる」が だった。

図表 場面別 日本語の理解度（ ）（各場面について単数回答、 ）

22.6%

16.0%

14.8%

10.5%

3.7%

73.5%

74.3%

68.7%

63.6%

34.8%

3.5%

7.8%

13.4%

18.5%

23.2%

0.2%

0.0%

0.8%

1.0%0.6%

0.8%

1.8%

6.0%

37.0%

0.2%

1.2%

0.6%

0.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

いつもの生活で話す時

職場での引継ぎ 申し送り

介護記録を読む時

介護記録を書く時

介護福祉士国家試験の勉強をする時

よくわかる だいたいわかる あまりわからない
全くわからない やっていない 無回答

④ 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート（Q17）
介護の勉強について、現在の職場（介護施設・事業所）からサポートを受けているかど

うかを尋ねたところ、「サポートを受けている」が 、「受けたいと思うが､受けること
ができていない」が 、「サポートを受けたいと思わない」が だった。
また、「サポートを受けている」と回答した 人に対して、介護の勉強に関する現在の

職場からのサポート内容を尋ねたところ、「職場で日本人職員に教えてもらっている」が
と最も高く、次いで「職場からテキストをもらった」が だった。

図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート（ ）（単数回答、 ）

図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート内容（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート別

介護の勉強に関する現在の職場からのサポート内容（ ）（単数回答、 ）

67.7% 23.2% 8.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

     を受けている 受けたいと思うが 受けることができていない
     を受けたいと思わない 無回答

73.9%
36.5%

18.4%
14.4%
14.1%
13.8%

1.4%
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場で日本人職員に教えてもらっている
職場から    をもらった

職場で同じ国の人 外国人職員に教えてもらっている
仕事の時間に勉強の時間がある

OJTで教えてもらっている
介護福祉士国家試験の勉強を教えてもらっている

その他
無回答

合計 ｻﾎﾟｰﾄを
受けてい
る

受けたい
と思う
が､受け
ることが
できてい
ない

ｻﾎﾟｰﾄを
受けたい
と思わな
い

無回答

Q17 介護の勉強について､職場からのｻ
ﾎﾟｰﾄ

全体

Q15 日本語の
勉強につい
て､職場から
のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない



⑤ 介護福祉士国家資格の認知度（Q18）
日本の介護福祉士国家資格の認知度については、「詳しく知っている」が 、「聞い

たことがある」が 、「知らない」が だった。

図表 介護福祉士国家資格の認知度（ ）（単数回答、 ）

31.9% 62.8%

4.9% 0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

詳しく知っている 聞いたことがある 知らない 無回答

⑥ 介護福祉士国家資格取得に関する意向（Q19、SQ19-1、SQ19-2）
日本の介護福祉士国家資格取得に関する意向については、「受けたい」が 、「受

けたいが受けることは難しそう」が 、「受けたくない」が 、「わからない」が
だった。

また、日本の介護福祉士国家資格を「受けたい」と回答した 人に、介護福祉士国家
資格を取得したい理由を尋ねたところ、「日本で長く働きたいから」が と最も高
く、次いで「専門職として知識･技術を持っていると認められるから」が だった。
「受けたいが、受けることはむずかしそう」と回答した 人に、介護福祉士国家資格

を取得したいが難しそうだと考える理由を尋ねたところ、「日本語が難しいから」が
と最も高く、次いで「外国人には合格することが難しいから」が だった。

図表 介護福祉士国家資格取得に関する意向（ ）（単数回答、 ）

図表 介護福祉士国家資格を取得したい理由（ ）（複数回答、 ）

図表 介護福祉士国家資格を取得したいが難しそうだと考える理由（ ）（複数回答、 ）

69.5% 20.2% 4.3% 5.4%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたい 受けたいが受けることは難しそう 受けたくない わからない 無回答

69.5%
49.3%

23.0%
22.4%

18.5%
10.6%

6.7%
1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本で長く働きたいから
専門職として知識 技術を持っていると認められるから

資格手当がもらえるから
資格を取ることで他の職員を教えることができるから

職場で資格を取ることを勧められるから
社会的な評価をもらえるから

会社や職場を変えやすくなるから
無回答

73.1%
54.8%

16.3%
13.5%

1.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語が難しいから
外国人には合格することが難しいから

受験資格があるかわからないから
勉強する時間がないから

その他
無回答



⑤ 介護福祉士国家資格の認知度（Q18）
日本の介護福祉士国家資格の認知度については、「詳しく知っている」が 、「聞い

たことがある」が 、「知らない」が だった。

図表 介護福祉士国家資格の認知度（ ）（単数回答、 ）

31.9% 62.8%

4.9% 0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

詳しく知っている 聞いたことがある 知らない 無回答

⑥ 介護福祉士国家資格取得に関する意向（Q19、SQ19-1、SQ19-2）
日本の介護福祉士国家資格取得に関する意向については、「受けたい」が 、「受

けたいが受けることは難しそう」が 、「受けたくない」が 、「わからない」が
だった。

また、日本の介護福祉士国家資格を「受けたい」と回答した 人に、介護福祉士国家
資格を取得したい理由を尋ねたところ、「日本で長く働きたいから」が と最も高
く、次いで「専門職として知識･技術を持っていると認められるから」が だった。
「受けたいが、受けることはむずかしそう」と回答した 人に、介護福祉士国家資格

を取得したいが難しそうだと考える理由を尋ねたところ、「日本語が難しいから」が
と最も高く、次いで「外国人には合格することが難しいから」が だった。

図表 介護福祉士国家資格取得に関する意向（ ）（単数回答、 ）

図表 介護福祉士国家資格を取得したい理由（ ）（複数回答、 ）

図表 介護福祉士国家資格を取得したいが難しそうだと考える理由（ ）（複数回答、 ）

69.5% 20.2% 4.3% 5.4%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたい 受けたいが受けることは難しそう 受けたくない わからない 無回答

69.5%
49.3%

23.0%
22.4%

18.5%
10.6%

6.7%
1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本で長く働きたいから
専門職として知識 技術を持っていると認められるから

資格手当がもらえるから
資格を取ることで他の職員を教えることができるから

職場で資格を取ることを勧められるから
社会的な評価をもらえるから

会社や職場を変えやすくなるから
無回答

73.1%
54.8%

16.3%
13.5%

1.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語が難しいから
外国人には合格することが難しいから

受験資格があるかわからないから
勉強する時間がないから

その他
無回答



４  仕事の満足度等

① 介護の仕事の満足度（Q20）
介護の仕事の満足度については、「満足」が と最も高く、次いで「少し満足」が

だった。

図表 介護の仕事の満足度（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート別

介護の仕事の満足度（ ）（単数回答、 ）

図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート別

介護の仕事の満足度（ ）（単数回答、 ）

48.6% 43.2% 6.6%

0.6% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

全体

Q15 日本語の
勉強につい
て､職場から
のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

Q20 介護の仕事の満足度

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

Q17 介護の勉
強について､
職場からのｻ
ﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

Q20 介護の仕事の満足度

全体

② 現在就労している施設・事業所の満足度（Q21）
現在就労している施設・事業所の満足度について尋ねたところ、休日のとりやすさでは

、働く時間では 、利用者との関係では 、職場の職員との関係では
、日本語の勉強へのサポートでは 、介護の技術･能力を高める研修･サポート

では 、家族へのサポートでは 、周りの日本人と交流する機会では 、自
分の国や文化を教える機会では が「満足」と回答しており、最も高かった。
給料は「少し満足」が と最も高く、次いで「満足」が だった。
将来のキャリアについての説明･サポートは、「満足」と「少し満足」がともに と

最も高かった。

図表 現在就労している施設・事業所の満足度（ ）（各項目について単数回答、 ）

36.0%

67.9%

62.3%

70.4%

61.9%

45.5%

46.1%

38.3%

53.3%

50.0%

44.0%

45.9%

24.1%

29.6%

27.2%

31.1%

30.7%

37.0%

38.3%

21.8%

32.7%

35.8%

14.6%

6.2%

6.0%

1.6%

5.4%
6.0%

4.3%

6.6%

3.3%

5.6%

6.0%

2.5%

1.0%

0.8%

0.0% 1.0%

1.6%

1.4%

1.6%

1.9%

0.6%

0.8%

14.6%

10.1%

14.2%

17.9%

9.5%

12.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

給料

休日の取りやすさ

働く時間

利用者との関係

職場の職員との関係

日本語の勉強への     

介護の技術 能力を高める研修      

将来の    についての説明      .

家族への     

周りの日本人と交流する機会

自分の国や文化を教える機会

満足 少し満足 少し不満 不満 受けていない 機会がない



４  仕事の満足度等

① 介護の仕事の満足度（Q20）
介護の仕事の満足度については、「満足」が と最も高く、次いで「少し満足」が

だった。

図表 介護の仕事の満足度（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート別

介護の仕事の満足度（ ）（単数回答、 ）

図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート別

介護の仕事の満足度（ ）（単数回答、 ）

48.6% 43.2% 6.6%

0.6% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

全体

Q15 日本語の
勉強につい
て､職場から
のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

Q20 介護の仕事の満足度

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 無回答

Q17 介護の勉
強について､
職場からのｻ
ﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

Q20 介護の仕事の満足度

全体

② 現在就労している施設・事業所の満足度（Q21）
現在就労している施設・事業所の満足度について尋ねたところ、休日のとりやすさでは

、働く時間では 、利用者との関係では 、職場の職員との関係では
、日本語の勉強へのサポートでは 、介護の技術･能力を高める研修･サポート

では 、家族へのサポートでは 、周りの日本人と交流する機会では 、自
分の国や文化を教える機会では が「満足」と回答しており、最も高かった。
給料は「少し満足」が と最も高く、次いで「満足」が だった。
将来のキャリアについての説明･サポートは、「満足」と「少し満足」がともに と

最も高かった。

図表 現在就労している施設・事業所の満足度（ ）（各項目について単数回答、 ）

36.0%

67.9%

62.3%

70.4%

61.9%

45.5%

46.1%

38.3%

53.3%

50.0%

44.0%

45.9%

24.1%

29.6%

27.2%

31.1%

30.7%

37.0%

38.3%

21.8%

32.7%

35.8%

14.6%

6.2%

6.0%

1.6%

5.4%
6.0%

4.3%

6.6%

3.3%

5.6%

6.0%

2.5%

1.0%

0.8%

0.0% 1.0%

1.6%

1.4%

1.6%

1.9%

0.6%

0.8%

14.6%

10.1%

14.2%

17.9%

9.5%

12.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

給料

休日の取りやすさ

働く時間

利用者との関係

職場の職員との関係

日本語の勉強への     

介護の技術 能力を高める研修      

将来の    についての説明      .

家族への     

周りの日本人と交流する機会

自分の国や文化を教える機会

満足 少し満足 少し不満 不満 受けていない 機会がない



図表 受け入れている外国人介護職員別

日本語の勉強へのサポートの満足度（ ）（ ）

図表 受け入れている外国人介護職員別

介護の技術・能力を高める研修・サポートの満足度（ ）（ ）

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 受けてい
ない･機
会がない

無回答

Q4-1 受け入
れている特定
技能外国人以
外の外国人介
護職員

EPAと技能実習生
を受け入れている
EPAのみ受け入れ
ている
技能実習生のみ受
け入れている
上記以外の外国人
職員
特定技能のみ

Q21-6 職場の満足度:日本語の勉強へのｻﾎﾟｰﾄ

全体

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 受けてい
ない･機
会がない

無回答

Q21-7 職場の満足度:介護の技術･能力を高める研修･ｻﾎﾟｰ
ﾄ

Q4-1 受け入
れている特定
技能外国人以
外の外国人介
護職員

EPAと技能実習生
を受け入れている
EPAのみ受け入れ
ている
技能実習生のみ受
け入れている
上記以外の外国人
職員
特定技能のみ

③ 現在の１か月あたりの給料（Q22）
現在の１か月あたりの給料（税引き前）は、「 万円～ 万円」が と最も高く、

次いで「 万円～ 万円」が だった。

図表 現在の１か月あたりの給料（税引き前）（ ）（単数回答、 ）

④ 家族などへの送金（Q23）
家族などへの送金については、「送っている」が 、「送っていない」が だっ

た。
家族などへお金を「送っている」と回答した 人に対して、１か月あたりの送金金額

を尋ねたところ、「 万円～ 万円」が と最も高く、次いで「～ 万円」が だ
った。
また、送金先を尋ねたところ、「親､親戚」が と最も高く、次いで「自分の夫･妻､

子ども」が だった。

図表 家族などへの送金の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 １か月あたりの送金金額（ ）（単数回答、 ）

図表 送金先（ ）（単数回答、 ）

5.4% 21.6% 48.8% 18.3%

1.9%
0.2%

3.1%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10万円 10万円～15万円 15万円～20万円 20万円～25万円
25万円～30万円 30万円～ 答えたくない 無回答

84.6% 14.8%

0.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

送っている 送っていない 無回答

34.3% 49.9% 9.7%

2.5%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～5万円 5万円～10万円 10万円～15万円 15万円～ 無回答

90.1% 14.0%

4.1% 4.1%

1.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親、親せき 自分の夫・妻、子ども お金をかりたところ
そのほか 無回答



図表 受け入れている外国人介護職員別

日本語の勉強へのサポートの満足度（ ）（ ）

図表 受け入れている外国人介護職員別

介護の技術・能力を高める研修・サポートの満足度（ ）（ ）

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 受けてい
ない･機
会がない

無回答

Q4-1 受け入
れている特定
技能外国人以
外の外国人介
護職員

EPAと技能実習生
を受け入れている
EPAのみ受け入れ
ている
技能実習生のみ受
け入れている
上記以外の外国人
職員
特定技能のみ

Q21-6 職場の満足度:日本語の勉強へのｻﾎﾟｰﾄ

全体

合計 満足 少し満足 少し不満 不満 受けてい
ない･機
会がない

無回答

Q21-7 職場の満足度:介護の技術･能力を高める研修･ｻﾎﾟｰ
ﾄ

Q4-1 受け入
れている特定
技能外国人以
外の外国人介
護職員

EPAと技能実習生
を受け入れている
EPAのみ受け入れ
ている
技能実習生のみ受
け入れている
上記以外の外国人
職員
特定技能のみ

③ 現在の１か月あたりの給料（Q22）
現在の１か月あたりの給料（税引き前）は、「 万円～ 万円」が と最も高く、

次いで「 万円～ 万円」が だった。

図表 現在の１か月あたりの給料（税引き前）（ ）（単数回答、 ）

④ 家族などへの送金（Q23）
家族などへの送金については、「送っている」が 、「送っていない」が だっ

た。
家族などへお金を「送っている」と回答した 人に対して、１か月あたりの送金金額

を尋ねたところ、「 万円～ 万円」が と最も高く、次いで「～ 万円」が だ
った。
また、送金先を尋ねたところ、「親､親戚」が と最も高く、次いで「自分の夫･妻､

子ども」が だった。

図表 家族などへの送金の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 １か月あたりの送金金額（ ）（単数回答、 ）

図表 送金先（ ）（単数回答、 ）

5.4% 21.6% 48.8% 18.3%

1.9%
0.2%

3.1%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10万円 10万円～15万円 15万円～20万円 20万円～25万円
25万円～30万円 30万円～ 答えたくない 無回答

84.6% 14.8%

0.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

送っている 送っていない 無回答

34.3% 49.9% 9.7%

2.5%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～5万円 5万円～10万円 10万円～15万円 15万円～ 無回答

90.1% 14.0%

4.1% 4.1%

1.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親、親せき 自分の夫・妻、子ども お金をかりたところ
そのほか 無回答



５  生活での困りごとや相談相手

① 最近 1年間で日本で困ったこと（Q24、SQ24-1）
最近 年間、日本で困ったことの有無を尋ねたところ、「あった」が 、「なかった」

が だった。
また、最近 年間で困りごとが「あった」と回答した 人に対して、困りごとの内容

を尋ねたところ、「お金」が と最も高く、次いで「日本語の勉強」が だった。

図表 最近 年間で日本で困ったことの有無（ ）（単数回答、 ）

図表 困りごとの内容（ ）（複数回答、 ）

38.9% 60.7%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あった なかった 無回答

41.5%
39.0%

34.5%
32.5%

20.5%
17.5%

16.0%
13.5%
13.0%
12.5%

8.5%
7.0%

5.5%
3.0%

1.5%
8.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

お金
日本語の勉強

仕事
介護の勉強
住むところ
けが 病気

日本人との関係
年金など日本の社会制度

家族から帰ってきてほしいとお願いされた
日本人から嫌なことをされる いじめられる

市役所などでの手続き
食べ物

感染症対策
宗教
災害

その他
無回答

② 困りごとがあった時の相談相手（Q25、SQ25-1）
困りごとがあった時の相談相手の有無については、「いる」が 、「いない」が

だった。
また、相談相手が「いる」と回答した 人に、具体的な相談相手を尋ねたところ、「職場
の日本人職員､先輩､仲間」が と最も高く、次いで「自国の人･外国人の友だち･知り
合い」が だった。

図表 困りごとがあった時の相談相手の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 困りごとがあった時の相談相手（ ）（複数回答、 ）

83.3% 15.2%

1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる いない 無回答

58.4%
39.5%

29.9%
23.8%

20.1%
14.0%

8.9%
8.2%

7.2%
3.0%
2.6%
2.3%
1.9%

4.7%
0.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場の日本人職員 先輩 仲間
自国の人 外国人の友だち 知り合い

職場の自国の人 外国人職員 先輩 仲間
日本人の友だち 知り合い

登録支援機関
日本語の先生

SNS
前の職場の先輩 仲間

市役所など
JICWELSの相談窓口

協会 寺院    
大使館 領事館
国際交流協会

その他
分からない

無回答



５  生活での困りごとや相談相手

① 最近 1年間で日本で困ったこと（Q24、SQ24-1）
最近 年間、日本で困ったことの有無を尋ねたところ、「あった」が 、「なかった」

が だった。
また、最近 年間で困りごとが「あった」と回答した 人に対して、困りごとの内容

を尋ねたところ、「お金」が と最も高く、次いで「日本語の勉強」が だった。

図表 最近 年間で日本で困ったことの有無（ ）（単数回答、 ）

図表 困りごとの内容（ ）（複数回答、 ）

38.9% 60.7%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あった なかった 無回答

41.5%
39.0%

34.5%
32.5%

20.5%
17.5%

16.0%
13.5%
13.0%
12.5%

8.5%
7.0%

5.5%
3.0%

1.5%
8.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

お金
日本語の勉強

仕事
介護の勉強
住むところ
けが 病気

日本人との関係
年金など日本の社会制度

家族から帰ってきてほしいとお願いされた
日本人から嫌なことをされる いじめられる

市役所などでの手続き
食べ物

感染症対策
宗教
災害

その他
無回答

② 困りごとがあった時の相談相手（Q25、SQ25-1）
困りごとがあった時の相談相手の有無については、「いる」が 、「いない」が

だった。
また、相談相手が「いる」と回答した 人に、具体的な相談相手を尋ねたところ、「職場
の日本人職員､先輩､仲間」が と最も高く、次いで「自国の人･外国人の友だち･知り
合い」が だった。

図表 困りごとがあった時の相談相手の有無（ ）（単数回答、 ）

図表 困りごとがあった時の相談相手（ ）（複数回答、 ）

83.3% 15.2%

1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる いない 無回答

58.4%
39.5%

29.9%
23.8%

20.1%
14.0%

8.9%
8.2%

7.2%
3.0%
2.6%
2.3%
1.9%

4.7%
0.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場の日本人職員 先輩 仲間
自国の人 外国人の友だち 知り合い

職場の自国の人 外国人職員 先輩 仲間
日本人の友だち 知り合い

登録支援機関
日本語の先生

SNS
前の職場の先輩 仲間

市役所など
JICWELSの相談窓口

協会 寺院    
大使館 領事館
国際交流協会

その他
分からない

無回答



６  今後の目標や希望

① 今から 5年間の目標（Q26）
今から 年間の目標については、「介護福祉士国家資格を取りたい」が と最も高

く、次いで「介護の技術や能力を高めたい」が だった。

図表 今から 年間の目標（ ）（複数回答、 ）

② 今から 5年後の希望（Q27）
今から 年後の希望（なりたい姿）を尋ねたところ、自分が住む場所については、「日本」

が 、「自分の国･地域」が だった。
仕事については、「介護の技術や能力を高めたい」が と最も高く、次いで「介護の

日本語を教えたい」が だった。
働く施設・事業所については、「今働いている職場でそのまま働きたい」が 、「今

働いている職場以外の施設で働きたい」が だった。
家族については、「自分の国にいる家族を呼んで一緒に住みたい」が と最も高く、

次いで「自分の国で家族と一緒に生活したい」が だった。

61.5%
59.5%

52.3%
38.7%

17.1%
9.9%

6.4%
2.7%

0.6%
8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護福祉士国家資格を取りたい
介護の技術や能力を高めたい

お金を貯めたい
介護の日本語を学びたい

職場で後輩の世話をしたい
職場で現場の     になりたい

職場の施設長 管理者になりたい
その他

特になし
無回答

図表 今から 年後の希望（自分が住む場所）（ ）（単数回答、 ）

図表 今から 年後の希望（仕事）（ ）（複数回答、 ）

図表 今から 年後の希望（働く施設・事業所）（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート別

今から 年後の希望（働く施設・事業所）（ ）（単数回答、 ）

76.3% 19.1% 4.3%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本 自分の国 地域 その他 無回答

76.1%
24.5%

20.8%
16.3%

13.2%
9.7%

7.6%
1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護の技術や能力を高めたい
介護の日本語を教えたい

職場で後輩の世話をしたい
他の仕事をしたい

職場で現場の     になりたい
介護の会社 学校を作りたい

職場の施設長 管理者になりたい
無回答

68.3% 12.1% 19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答

合計 今働いて
いる職場
でそのま
ま働きた
い

今働いて
いる職場
以外の施
設で働き
たい

無回答

全体

Q15 日本語の
勉強につい
て､職場から
のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

Q27-3 今から5年後:働く施
設･事業所



６  今後の目標や希望

① 今から 5年間の目標（Q26）
今から 年間の目標については、「介護福祉士国家資格を取りたい」が と最も高

く、次いで「介護の技術や能力を高めたい」が だった。

図表 今から 年間の目標（ ）（複数回答、 ）

② 今から 5年後の希望（Q27）
今から 年後の希望（なりたい姿）を尋ねたところ、自分が住む場所については、「日本」

が 、「自分の国･地域」が だった。
仕事については、「介護の技術や能力を高めたい」が と最も高く、次いで「介護の

日本語を教えたい」が だった。
働く施設・事業所については、「今働いている職場でそのまま働きたい」が 、「今

働いている職場以外の施設で働きたい」が だった。
家族については、「自分の国にいる家族を呼んで一緒に住みたい」が と最も高く、

次いで「自分の国で家族と一緒に生活したい」が だった。

61.5%
59.5%

52.3%
38.7%

17.1%
9.9%

6.4%
2.7%

0.6%
8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護福祉士国家資格を取りたい
介護の技術や能力を高めたい

お金を貯めたい
介護の日本語を学びたい

職場で後輩の世話をしたい
職場で現場の     になりたい

職場の施設長 管理者になりたい
その他

特になし
無回答

図表 今から 年後の希望（自分が住む場所）（ ）（単数回答、 ）

図表 今から 年後の希望（仕事）（ ）（複数回答、 ）

図表 今から 年後の希望（働く施設・事業所）（ ）（単数回答、 ）

図表 日本語の勉強に関する現在の職場からのサポート別

今から 年後の希望（働く施設・事業所）（ ）（単数回答、 ）

76.3% 19.1% 4.3%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本 自分の国 地域 その他 無回答

76.1%
24.5%

20.8%
16.3%

13.2%
9.7%

7.6%
1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護の技術や能力を高めたい
介護の日本語を教えたい

職場で後輩の世話をしたい
他の仕事をしたい

職場で現場の     になりたい
介護の会社 学校を作りたい

職場の施設長 管理者になりたい
無回答

68.3% 12.1% 19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今働いている職場でそのまま働きたい 今働いている職場以外の施設で働きたい 無回答

合計 今働いて
いる職場
でそのま
ま働きた
い

今働いて
いる職場
以外の施
設で働き
たい

無回答

全体

Q15 日本語の
勉強につい
て､職場から
のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

Q27-3 今から5年後:働く施
設･事業所



図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート別

今から 年後の希望（働く施設・事業所）（ ）（単数回答、 ）

図表 今から 年後の希望（家族）（ ）（複数回答、 ）

合計 今働いて
いる職場
でそのま
ま働きた
い

今働いて
いる職場
以外の施
設で働き
たい

無回答

Q27-3 今から5年後:働く施
設･事業所

全体

Q17 介護の勉
強について､
職場からのｻ
ﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄを受けてい
る
受けたいと思う
が､受けることが
ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない

58.6%
27.4%

25.9%
8.4%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自分の国にいる家族を呼んで一緒に住みたい
自分の国で家族と一緒に生活したい

自分が住む国で新しく家族を作りたい
その他
無回答

第 6章 登録支援機関アンケート調査 調査結果

１． 調査実施概要

１  調査の目的

介護分野に係る特定技能外国人の受入れ有無、また、介護分野に係る特定技能外国人に
対し支援を行っている登録支援機関の実態、及び支援の実績や内容、課題等を把握し、今
後の施策検討のための基礎資料を収集する。

２  調査対象

① 一次調査
令和３年 月 日時点で、出入国在留管理庁に登録されている登録支援機関全数（休止
か所除く 機関）

② 二次調査
令和３年 月 日時点で、出入国在留管理庁に登録されている登録支援機関全数のう

ち、一次調査で「介護分野に係る特定技能外国人の受入れ事業者との支援契約の締結実績
がある」と回答した登録支援機関（ 機関）

３  調査方法

① 一次調査
調査（調査票の を記載した依頼状を郵送配付し、 でご回答いただいた）

② 二次調査
郵送配付・郵送回収

４  調査実施期間

① 一次調査
令和３年 月 日（金）～令和 年 月 日（金）

② 二次調査
令和３年 月 日（月）～令和 年 月 日（金）
調査票では、令和３年 月 日（金）を締切としていたが、回収率向上のため、回収

期間を延長した。



図表 介護の勉強に関する現在の職場からのサポート別

今から 年後の希望（働く施設・事業所）（ ）（単数回答、 ）

図表 今から 年後の希望（家族）（ ）（複数回答、 ）
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ｻﾎﾟｰﾄを受けたい
と思わない
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その他
無回答
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５  調査項目

① 一次調査
・個人・法人の種類
・介護分野の特定技能外国人受入れへの対応

② 二次調査
・登録支援機関の概要
・特定技能（介護分野）に関する支援実績・支援内容
・介護分野の特定技能外国人の送出国、送出機関
・介護分野の受入れ事業者のニーズ
・日本の介護分野で働く特定技能外国人の特徴
・介護分野の特定技能外国人の受入れに係る今後の方針
・特定技能外国人の受入れに係る課題や要望

６  回収結果

① 一次調査
・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ）

② 二次調査
・配付数： 件
・有効回収数： 件（有効回収率 ％）

２． 一次調査結果

ここでは、一次調査に回答のあった登録支援機関 社の回答を記載する。

１  個人・法人の種類

個人・法人の種類は、「株式会社・有限会社」の割合が と最も高く、次いで「協同
組合」が だった。

図表 個人・法人の種類（ ）（単数回答、 ）

２  介護分野の特定技能外国人受入れへの対応

① 介護分野の特定技能外国人受入れの可否
介護分野の特定技能外国人受入れの可否について尋ねたところ、「対応している」が

で、「対応していない」が だった。

図表 介護分野の特定技能外国人受入れの可否（ ）（単数回答、 ）

48.7% 33.0%

1.4% 3.4%

0.8%

1.7%

7.3%

3.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1. 株式会社・有限会社 2. 協同組合
3. 合同会社・合名会社 4. 社団法人・財団法人
5. 特定非営利活動法人 6. 行政書士法人・司法書士法人・弁護士法人
7. 個人 8. その他

64.8% 35.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

対応している 対応していない
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個人・法人の種類は、「株式会社・有限会社」の割合が と最も高く、次いで「協同
組合」が だった。

図表 個人・法人の種類（ ）（単数回答、 ）

２  介護分野の特定技能外国人受入れへの対応

① 介護分野の特定技能外国人受入れの可否
介護分野の特定技能外国人受入れの可否について尋ねたところ、「対応している」が

で、「対応していない」が だった。

図表 介護分野の特定技能外国人受入れの可否（ ）（単数回答、 ）
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② 介護分野の受入れ事業者との支援契約締結実績の有無
介護分野の受入れ事業者との支援契約締結実績の有無について尋ねたところ、「実績有」

が で、「実績なし」が だった。

図表 介護分野の受入れ事業者との支援契約締結実績の有無（ ）（単数回答、 ）

37.6% 62.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

実績あり 実績なし

３． 二次調査結果

１  登録支援機関の概要

ここでは、一次調査において、これまでに介護分野の受入れ事業者と支援委託契約を締
結した実績が「ある」と回答した 社のうち、二次調査に回答のあった登録支援機関

社の回答を記載する。

① 登録支援機関の職員数（問 1（1））
職員数（実人数）は、「 ～ 人」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 人」が

だった。

図表 職員数（ ）（単数回答、 ）

② 登録支援機関の外国人職員の体制
 外国人職員の人数（問 （ ））
外国人職員数は、「 ～ 人」の割合が と最も高く、次いで「 人」が だ

った。

図表 職員のうち外国人職員数（ ）（単数回答、 ）

40.3% 22.3% 12.9% 3.6%

3.6%

7.9%

2.9% 2.2%

2.2%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人
50～99人 100～199人 200～299人 300人以上 無回答

21.6% 56.8% 12.2%

2.2%

2.9%

0.7%

0.7% 1.4%

0.7%

0.0%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人 1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人
50～99人 100～199人 200～299人 300人以上 無回答
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職員数（実人数）は、「 ～ 人」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 人」が
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図表 職員数（ ）（単数回答、 ）

② 登録支援機関の外国人職員の体制
 外国人職員の人数（問 （ ））
外国人職員数は、「 ～ 人」の割合が と最も高く、次いで「 人」が だ

った。

図表 職員のうち外国人職員数（ ）（単数回答、 ）

40.3% 22.3% 12.9% 3.6%

3.6%

7.9%

2.9% 2.2%

2.2%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人
50～99人 100～199人 200～299人 300人以上 無回答

21.6% 56.8% 12.2%

2.2%

2.9%

0.7%

0.7% 1.4%

0.7%

0.0%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人 1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人
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 外国人職員の出身国・（問 （ ））
外国人介護職員の出身国･地域は、「ベトナム」の割合が と最も高く、次いで

「インドネシア」が だった。

図表 外国人介護職員の出身国･地域（ ）（複数回答、 ）

③ 登録支援機関の母体種別（問 2）
母体となる親法人･グループの種別は、「人材サービス業者」の割合が と最も高く、

次いで「事業協同組合」が だった。

図表 母体となる親法人･グループの種別（ ）（単数回答、 ）

65.7%
23.1%

22.2%
16.7%

12.0%
12.0%

10.2%
7.4%

2.8%
1.9%
1.9%
1.9%

0.9%
0.9%
0.9%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

     
       

中国
     

      
その他
     
     
     

       
  

    
          
         

      
無回答

13.7% 36.7% 16.5% 6.5% 7.2% 16.5% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療 介護事業者 人材     事業者 事業協同組合 教育機関 士業 その他の法人 無回答

④ 登録支援機関の支援実績・支援内容
 法人・グループ以外の医療・介護事業者への特定技能外国人の受入れ対応可否

（問 ）
母体となる親法人･グループの種別で「医療･介護事業者」を回答した 機関に対して、

法人･グループ以外の医療･介護事業者への特定技能外国人の受入れ対応可否について尋ね
たところ、「対応している」が （ 機関）、「対応していない」が （ 機関）
だった。

図表 法人･グループ以外の医療･介護事業者への特定技能外国人の受入れ対応可否
（ ）（単数回答、 ）

 監理団体業務の実施有無（問 ）
技能実習制度に係る監理団体業務の実施状況について尋ねたところ、「行っている 一般

監理団体 」が 、「行っている 特定監理団体 」が 、「行っていない」が
だった。

図表 技能実習制度に係る監理団体業務の実施状況（ ）（単数回答、 ）

73.7% 26.3% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対応している 対応していない 無回答

10.8% 10.8% 76.3% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている(一般監理団体) 行っている(特定監理団体) 行っていない 無回答



 外国人職員の出身国・（問 （ ））
外国人介護職員の出身国･地域は、「ベトナム」の割合が と最も高く、次いで

「インドネシア」が だった。

図表 外国人介護職員の出身国･地域（ ）（複数回答、 ）

③ 登録支援機関の母体種別（問 2）
母体となる親法人･グループの種別は、「人材サービス業者」の割合が と最も高く、

次いで「事業協同組合」が だった。

図表 母体となる親法人･グループの種別（ ）（単数回答、 ）

65.7%
23.1%

22.2%
16.7%

12.0%
12.0%

10.2%
7.4%

2.8%
1.9%
1.9%
1.9%

0.9%
0.9%
0.9%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

     
       

中国
     

      
その他
     
     
     

       
  

    
          
         

      
無回答

13.7% 36.7% 16.5% 6.5% 7.2% 16.5% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療 介護事業者 人材     事業者 事業協同組合 教育機関 士業 その他の法人 無回答

④ 登録支援機関の支援実績・支援内容
 法人・グループ以外の医療・介護事業者への特定技能外国人の受入れ対応可否

（問 ）
母体となる親法人･グループの種別で「医療･介護事業者」を回答した 機関に対して、

法人･グループ以外の医療･介護事業者への特定技能外国人の受入れ対応可否について尋ね
たところ、「対応している」が （ 機関）、「対応していない」が （ 機関）
だった。

図表 法人･グループ以外の医療･介護事業者への特定技能外国人の受入れ対応可否
（ ）（単数回答、 ）

 監理団体業務の実施有無（問 ）
技能実習制度に係る監理団体業務の実施状況について尋ねたところ、「行っている 一般

監理団体 」が 、「行っている 特定監理団体 」が 、「行っていない」が
だった。

図表 技能実習制度に係る監理団体業務の実施状況（ ）（単数回答、 ）

73.7% 26.3% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対応している 対応していない 無回答

10.8% 10.8% 76.3% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている(一般監理団体) 行っている(特定監理団体) 行っていない 無回答



 介護分野以外での支援委託契約締結の実績（問 ）
介護分野以外で支援委託契約を締結した実績のある分野について尋ねたところ、「飲食

料品製造業」の割合が と最も高く、次いで「外食業」が だった。

図表 介護分野以外で支援委託契約を締結した実績のある分野（ ）（複数回答、 ）

 国内の関係機関との連携（問 ）
連携している国内の機関について尋ねたところ、「特になし」を除くと「日本語学校」

の割合が と最も高く、次いで「日本語学校･介護福祉士養成施設以外の教育機関」が
だった。

また、「特になし」以外を回答した 機関に対して、連携している国内の機関について
記述式で尋ねたところ、以下の意見がみられた。

図表 連携している国内の機関（ ）（複数回答、 ）

28.8%
25.2%

19.4%
17.3%

12.9%
12.2%

7.2%
6.5%
6.5%

5.8%
2.9%

2.2%
1.4%

33.8%
7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

飲食料品製造業
外食業

農業
建設

素形材産業
産業機械製造業

宿泊
          

電気 電子情報関連産業
自動車整備

造船 舶用工業
漁業
航空

介護以外の実績はない
無回答

23.7%
11.5%

10.1%
7.9%
7.2%

5.8%
4.3%
4.3%

2.2%
56.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語学校
日本語学校 介護福祉士養成施設以外の教育機関

介護福祉士養成施設
介護 医療分野の業界団体

社会福祉協議会
地域の国際交流団体        団体

自治体(市区町村)

その他
自治体(都道府県)

特になし
無回答

図表 連携している国内の機関（ ）（記述式、 ）

・留学生に対し、特定技能制度の説明を行っている。
・留学生の紹介、あっせんを行っている。
・特定技能外国人を雇用している介護事業者への支援事業を行っている。
・日本語学校や介護福祉専門学校などの教育機関で、特定技能（介護分野）で就職を希望
する外国人への説明会を行っている。
・法人の母体である教育機関（専門学校）と連携し、在校生や卒業生の進路指導に参画し
ている。
・日本語学校から人材募集や相談等がある。
・日本語学校と連携し、日本語教育を提供している。
・日本語学校と連携し、卒業生の就職相談にのっている。
・日本語学校と連携し、人材情報の提供を行っている。
・留学生に介護事業所でのアルバイトを紹介している。
・自治体のセミナー等へ参加、協力をしている。
・自治体と連携し、介護福祉士国家試験へのサポートをしている。
・自治体と連携し、住宅補助支援を行っている。
・海外にいる介護福祉士希望者を日本国内の教育機関に進学・あっせんし、特定技能外国
人材・介護福祉士人材・看護士人材を育成している。
・社会福祉協議会などと協力し、求人票の提供及び人材の紹介を行っている。
・各機関と連携し、特定技能外国人（介護分野）へ介護福祉士国家試験の勉強のサポート
や情報提供等ができる環境づくりに力を入れている。
・地域の国際交流団体やボランティア団体などと外国人との交流を図っている。
・社会医療法人、医療法人、社会福祉法人等と連携している。
・日本語学校や介護養成施設と連携し、受入れ機関の紹介を行っている。
・特定技能外国人の紹介を行っている。
・日本語学校で日本語学習の支援を行っている。
・介護福祉士養成施設と連携し、卒業後の就職や就職後のサポートを行っている。
・自治体（市区町村）の国際交流課等と連携している。
・業界団体との情報共有を行っている。
・特定技能（介護分野）を希望する留学生の相談窓口として対応している。
・日本語学習と介護福祉士国家試験対策のための勉強を、法人内のグループ会社に委託し
ている。
・特定技能外国人への支援として、中国語での面談を連携機関と一緒に行っている。



 介護分野以外での支援委託契約締結の実績（問 ）
介護分野以外で支援委託契約を締結した実績のある分野について尋ねたところ、「飲食

料品製造業」の割合が と最も高く、次いで「外食業」が だった。

図表 介護分野以外で支援委託契約を締結した実績のある分野（ ）（複数回答、 ）

 国内の関係機関との連携（問 ）
連携している国内の機関について尋ねたところ、「特になし」を除くと「日本語学校」

の割合が と最も高く、次いで「日本語学校･介護福祉士養成施設以外の教育機関」が
だった。

また、「特になし」以外を回答した 機関に対して、連携している国内の機関について
記述式で尋ねたところ、以下の意見がみられた。

図表 連携している国内の機関（ ）（複数回答、 ）
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素形材産業
産業機械製造業

宿泊
          

電気 電子情報関連産業
自動車整備

造船 舶用工業
漁業
航空

介護以外の実績はない
無回答

23.7%
11.5%

10.1%
7.9%
7.2%

5.8%
4.3%
4.3%

2.2%
56.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語学校
日本語学校 介護福祉士養成施設以外の教育機関

介護福祉士養成施設
介護 医療分野の業界団体

社会福祉協議会
地域の国際交流団体        団体

自治体(市区町村)

その他
自治体(都道府県)

特になし
無回答

図表 連携している国内の機関（ ）（記述式、 ）

・留学生に対し、特定技能制度の説明を行っている。
・留学生の紹介、あっせんを行っている。
・特定技能外国人を雇用している介護事業者への支援事業を行っている。
・日本語学校や介護福祉専門学校などの教育機関で、特定技能（介護分野）で就職を希望
する外国人への説明会を行っている。
・法人の母体である教育機関（専門学校）と連携し、在校生や卒業生の進路指導に参画し
ている。
・日本語学校から人材募集や相談等がある。
・日本語学校と連携し、日本語教育を提供している。
・日本語学校と連携し、卒業生の就職相談にのっている。
・日本語学校と連携し、人材情報の提供を行っている。
・留学生に介護事業所でのアルバイトを紹介している。
・自治体のセミナー等へ参加、協力をしている。
・自治体と連携し、介護福祉士国家試験へのサポートをしている。
・自治体と連携し、住宅補助支援を行っている。
・海外にいる介護福祉士希望者を日本国内の教育機関に進学・あっせんし、特定技能外国
人材・介護福祉士人材・看護士人材を育成している。
・社会福祉協議会などと協力し、求人票の提供及び人材の紹介を行っている。
・各機関と連携し、特定技能外国人（介護分野）へ介護福祉士国家試験の勉強のサポート
や情報提供等ができる環境づくりに力を入れている。
・地域の国際交流団体やボランティア団体などと外国人との交流を図っている。
・社会医療法人、医療法人、社会福祉法人等と連携している。
・日本語学校や介護養成施設と連携し、受入れ機関の紹介を行っている。
・特定技能外国人の紹介を行っている。
・日本語学校で日本語学習の支援を行っている。
・介護福祉士養成施設と連携し、卒業後の就職や就職後のサポートを行っている。
・自治体（市区町村）の国際交流課等と連携している。
・業界団体との情報共有を行っている。
・特定技能（介護分野）を希望する留学生の相談窓口として対応している。
・日本語学習と介護福祉士国家試験対策のための勉強を、法人内のグループ会社に委託し
ている。
・特定技能外国人への支援として、中国語での面談を連携機関と一緒に行っている。



２  特定技能（介護分野）に関する支援実績・支援内容

① 介護分野の支援実績（問 6）
介護分野の支援実績は、「支援委託契約を締結している法人数」が平均 法人、「支援し

ている外国人数」が平均 人、「技能実習 介護 からの在留資格変更者」が平均 人、
「技能実習 介護以外 からの在留資格変更者」が平均 人、「特定活動 からの在留
資格変更者」が平均 人、「上記以外の国内試験合格者」が平均 人、「上記以外の海外
試験合格者」が平均 人だった。
分布をみると、「支援委託契約を締結している法人数」では、「 ～ 法人」の割合が

と最も高く、次いで「～ 法人」が だった。「支援している外国人数」では、
「 ～ 人」の割合が と最も高く、次いで「 人～」が だった。「技能実習 介
護 からの在留資格変更者」では、「 人」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 人」
が だった。「技能実習 介護以外 からの在留資格変更者」では、「 人」の割合が

と最も高く、次いで「 ～ 人」が だった。「特定活動 からの在留資格変
更者」では、「 人」の割合が と最も高く、次いで「 人」が だった。「上記以
外の国内試験合格者」では、「 人」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 人」が

だった。「上記以外の海外試験合格者」では、「 人」の割合が と最も高く、次
いで「 ～ 人」が だった。

図表 介護分野の支援実績（ ）（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

支援委託契約を締結している法人数
支援している外国人数
技能実習 介護 からの在留資格変更者
技能実習 介護以外 からの在留資格変更者
特定活動 からの在留資格変更者
上記以外の国内試験合格者
上記以外の海外試験合格者

図表 支援委託契約を締結している法人数（ ）（単数回答、 ）

38.8% 41.7% 7.2% 3.6% 8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1法人 2～5法人 6～10法人 11法人～ 無回答

図表 支援している外国人数（ ）（単数回答、 ）

② 介護分野の支援内容
 対応している支援内容（問 ）

介護分野において対応している支援内容について尋ねたところ、「生活オリエンテーシ
ョン」の割合が と最も高く、次いで「事前ガイダンス」、「公的手続き等への同行」、
「日本語学習の機会の提供」、「相談･苦情への対応」がそれぞれ だった。

図表 介護分野において対応している支援内容（ ）（複数回答、 ）

0.0%

83.5%

46.0%

86.3%

38.8%

77.0%

13.7%

2.9%

13.7%

5.8%

17.3%

2.2%

38.1%

5.0%

21.6%

2.2%

23.0%

7.2%

17.3%

4.3%

9.4%

1.4%

8.6%

4.3%

26.6%

0.0%

5.0%

0.0%

7.9%

5.0%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

支援している外国人数

技能実習(介護)からの在留資格変更者

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者

特定活動(EPA)からの在留資格変更者

上記以外の国内試験合格者

上記以外の海外試験合格者

0人 1人 2～5人 6～10人 11人～ 無回答

73.4%
72.7%
72.7%
72.7%
72.7%

71.2%
70.5%
69.8%

66.9%
66.2%

64.0%
59.0%

48.2%
44.6%

36.0%
20.1%

5.8%
0.0%

16.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活         
事前       

公的手続き等への同行
日本語学習の機会の提供

相談 苦情への対応
住居確保 生活に必要な契約支援
定期的な面談 行政機関への通報

日本人との交流促進
在留資格申請支援

出入国する際の送迎
転職支援

支援計画書作成支援
外国人材の生活支援

外国人材の紹介
介護知識 技能の学習の機会の提供

介護福祉士国家試験対策
その他

法令に定める支援内容以外は実施していない
無回答



２  特定技能（介護分野）に関する支援実績・支援内容

① 介護分野の支援実績（問 6）
介護分野の支援実績は、「支援委託契約を締結している法人数」が平均 法人、「支援し

ている外国人数」が平均 人、「技能実習 介護 からの在留資格変更者」が平均 人、
「技能実習 介護以外 からの在留資格変更者」が平均 人、「特定活動 からの在留
資格変更者」が平均 人、「上記以外の国内試験合格者」が平均 人、「上記以外の海外
試験合格者」が平均 人だった。
分布をみると、「支援委託契約を締結している法人数」では、「 ～ 法人」の割合が

と最も高く、次いで「～ 法人」が だった。「支援している外国人数」では、
「 ～ 人」の割合が と最も高く、次いで「 人～」が だった。「技能実習 介
護 からの在留資格変更者」では、「 人」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 人」
が だった。「技能実習 介護以外 からの在留資格変更者」では、「 人」の割合が

と最も高く、次いで「 ～ 人」が だった。「特定活動 からの在留資格変
更者」では、「 人」の割合が と最も高く、次いで「 人」が だった。「上記以
外の国内試験合格者」では、「 人」の割合が と最も高く、次いで「 ～ 人」が

だった。「上記以外の海外試験合格者」では、「 人」の割合が と最も高く、次
いで「 ～ 人」が だった。

図表 介護分野の支援実績（ ）（数量回答）
件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値

支援委託契約を締結している法人数
支援している外国人数
技能実習 介護 からの在留資格変更者
技能実習 介護以外 からの在留資格変更者
特定活動 からの在留資格変更者
上記以外の国内試験合格者
上記以外の海外試験合格者

図表 支援委託契約を締結している法人数（ ）（単数回答、 ）

38.8% 41.7% 7.2% 3.6% 8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1法人 2～5法人 6～10法人 11法人～ 無回答

図表 支援している外国人数（ ）（単数回答、 ）

② 介護分野の支援内容
 対応している支援内容（問 ）

介護分野において対応している支援内容について尋ねたところ、「生活オリエンテーシ
ョン」の割合が と最も高く、次いで「事前ガイダンス」、「公的手続き等への同行」、
「日本語学習の機会の提供」、「相談･苦情への対応」がそれぞれ だった。

図表 介護分野において対応している支援内容（ ）（複数回答、 ）

0.0%

83.5%

46.0%

86.3%

38.8%

77.0%

13.7%

2.9%

13.7%

5.8%

17.3%

2.2%

38.1%

5.0%

21.6%

2.2%

23.0%

7.2%

17.3%

4.3%

9.4%

1.4%

8.6%

4.3%

26.6%

0.0%

5.0%

0.0%

7.9%

5.0%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

支援している外国人数

技能実習(介護)からの在留資格変更者

技能実習(介護以外)からの在留資格変更者

特定活動(EPA)からの在留資格変更者

上記以外の国内試験合格者

上記以外の海外試験合格者

0人 1人 2～5人 6～10人 11人～ 無回答

73.4%
72.7%
72.7%
72.7%
72.7%

71.2%
70.5%
69.8%

66.9%
66.2%

64.0%
59.0%

48.2%
44.6%

36.0%
20.1%

5.8%
0.0%

16.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活         
事前       

公的手続き等への同行
日本語学習の機会の提供

相談 苦情への対応
住居確保 生活に必要な契約支援
定期的な面談 行政機関への通報

日本人との交流促進
在留資格申請支援

出入国する際の送迎
転職支援

支援計画書作成支援
外国人材の生活支援

外国人材の紹介
介護知識 技能の学習の機会の提供

介護福祉士国家試験対策
その他

法令に定める支援内容以外は実施していない
無回答



 強みとしている支援内容（問 ）
強みとしている支援内容について尋ねたところ、「外国人からの相談･苦情への対応」の

割合が と最も高く、次いで「在留資格申請支援」が だった。
また、選択した支援内容のうち具体的な支援内容を尋ねたところ、それぞれ以下のよう

な意見がみられた。

図表 強みとしている支援内容（ ）（複数回答、 ）

図表 強みとしている具体的な支援内容についての主な回答（ ）（記述式、 ）
選択肢 強みとしている支援内容についての主な回答

外国人からの
相談･苦情への
対応

・同一国籍の職員が相談・同行を行う等のフォローをしている。
・母国語での対応が可能な職員が常勤の為、常時相談を受けることができる。
・母国語の相談体制として通訳が常駐している。
・ 等を通じて外国人からの相談・苦情への対応を行うことができる。
・母国語による相談・苦情への対応が可能で、監理団体で技能実習生へのサポート経験が
あるスタッフが在籍している。

・元技能実習生の日本在住者を通訳として採用している。
・ 時間 日の相談体制をとっており、 か国語に対応している。
・定期的に面談を実施している。
・ 等を用いて、常時相談を受けている。
・技能実習生受入れ企業の外国人生活指導員だった職員が在籍している。
・正社員の通訳が在籍しており、 ヶ国語に対応可能である。その他にも契約している通
訳（ ヶ国）がいる。

在留資格
申請支援

・在留資格担当は法務スタッフが常時支援をしている。顧問行政書士・弁護士・社労士・
税理士もいるため、コンプライアンスを重視したサポートを行っている。

・在留資格の申請時に必要となる書類について、母国語対応を含めて支援している。
・在籍している職員を申請取次者としているため、法人が特定技能外国人を受け入れる際
の在留資格手続き関連の負担が軽減できるようにしている。

・行政書士が申請取次者として申請代行を行っているため、書類作成や入管とのやりとり

41.7%
22.3%

20.1%
18.7%

17.3%
15.1%

11.5%
10.8%
10.8%
10.8%

9.4%
8.6%
8.6%

5.0%
4.3%
4.3%

2.9%
1.4%
2.9%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外国人からの相談 苦情への対応
在留資格申請支援

外国人材の紹介
日本語学習の機会の提供

定期的な面談 行政機関への通報
介護知識 技能の学習の機会の提供

外国人材の生活支援
住居確保 生活に必要な契約支援

公的手続き等への同行
外国人材の職場への定着支援

受入れ事業者からの相談 苦情への対応
事前       

生活         
介護福祉士国家試験対策

日本人との交流促進
支援計画書作成支援

転職支援
出入国する際の送迎

その他
無回答

がスムーズである。
・自社でも特定技能外国人（農業）を雇用しており、各種申請も自社で対応しているた
め、その経験を生かして申請書類作成のアドバイスを行っている。

外国人材の紹介

・ 等を利用し、国内外からの募集・応募が可能である。
・当機関で日本語教育を受けた人材を紹介している。
・社内に人材紹介経験者が多数おり、外国人支援や採用に知見がある。
・海外 ヶ国と提携しており、留学生の就活支援も行っているため国内外問わずリクルー
トできる仕組みがある。

・ で多数のフォロワーがいるため、幅広い属性の求職者を集める仕組みが整えられて
いる。

・関連会社が海外で介護事業を経営しているため、その国からの介護人材情報を得やすい
環境が整っている。

・介護・医療に特化した日本人の人材紹介・派遣を行っているため、多くの介護施設と提
携している。信頼関係が構築されているため外国人の人材紹介も行いやすい。

日本語学習の
機会の提供

・日本語教師が在籍しており、定期的に日本語学習の機会がある。
・ 対策講座の開講（有料）、一般日本語講座の開講（無料）等、企業の要望に応じた講
習を在籍している日本語教師職員が行っている。

・支援担当者が日本語学校職員である。
・日本語講師へ業務委託を行っている。
・グループ内法人で日本語学校を運営している。
・海外に日本語学校を設立しており、コロナ禍においてもオンライン授業の実施等で日本
語学習を行っている。

・週に 度、日本語レベルに合わせた日本語学習の講座を開催している。
・日本語学校と連携しており、オンライン指導にも対応可能。日本語能力試験（ ）な
どの情報提供も行っている。

・自社で海外現地に無料の日本語学校を運営している。
・ を活用した日本語教育を提供しており、日本語能力試験等の合格対策を行ってい
る。

・必要に応じてオンラインで日本語の個人レッスンを行っている。
・日本語能力試験に合格できるよう 、 レベルの教材を提供している。
・提携している日本語学校からオンライン授業を無料で学べるようにしている。

定期的な面談･
行政機関への
通報

・平均月 回程度の訪問を行っている。
・ ヶ月に 回の定期面談を対面・オンラインの手段を用いて行っている。疑問があれば
関係機関への相談・報告も行っている。

・介護現場や外国人就労に知見のある専門家が面談を行っている。

介護知識･技能
の学習の機会の
提供

・定期訪問の際、学習テキストを渡して介護知識を習得させている。
・就職前に介護有資格者による介護の知識・技能の学習を行ってもらっている。実技の指
導等も行う。

・介護福祉士資格を有する通訳が常駐しており、専門的技術や用語の説明を詳細に指導で
きる。

・現役の看護師らによる専門的な学習を行っている。
・介護の技能および専門用語のオンライン講習を行っている。
・グループ法人内に介護事業を有しており、実務レベルでの支援が可能。国家試験への助
言等も行っている。

・実務者研修を経て介護福祉士国家資格の取得を目標にしていることから、取得に向けた
時間調整（勉強）をして支援している。

・グループ法人内で介護福祉士国家資格の取得に向けた授業を行っている学校を運営して
いる。

・自社で介護の学校を運営しており、就業前に必ず当学校で初任者研修を受講してもらっ
ている。

外国人材の生活 ・日々 ： ～ ： の時間帯で外国人のサポートに当たっている。緊急時に対応を早く



 強みとしている支援内容（問 ）
強みとしている支援内容について尋ねたところ、「外国人からの相談･苦情への対応」の

割合が と最も高く、次いで「在留資格申請支援」が だった。
また、選択した支援内容のうち具体的な支援内容を尋ねたところ、それぞれ以下のよう

な意見がみられた。

図表 強みとしている支援内容（ ）（複数回答、 ）

図表 強みとしている具体的な支援内容についての主な回答（ ）（記述式、 ）
選択肢 強みとしている支援内容についての主な回答

外国人からの
相談･苦情への
対応

・同一国籍の職員が相談・同行を行う等のフォローをしている。
・母国語での対応が可能な職員が常勤の為、常時相談を受けることができる。
・母国語の相談体制として通訳が常駐している。
・ 等を通じて外国人からの相談・苦情への対応を行うことができる。
・母国語による相談・苦情への対応が可能で、監理団体で技能実習生へのサポート経験が
あるスタッフが在籍している。

・元技能実習生の日本在住者を通訳として採用している。
・ 時間 日の相談体制をとっており、 か国語に対応している。
・定期的に面談を実施している。
・ 等を用いて、常時相談を受けている。
・技能実習生受入れ企業の外国人生活指導員だった職員が在籍している。
・正社員の通訳が在籍しており、 ヶ国語に対応可能である。その他にも契約している通
訳（ ヶ国）がいる。

在留資格
申請支援

・在留資格担当は法務スタッフが常時支援をしている。顧問行政書士・弁護士・社労士・
税理士もいるため、コンプライアンスを重視したサポートを行っている。

・在留資格の申請時に必要となる書類について、母国語対応を含めて支援している。
・在籍している職員を申請取次者としているため、法人が特定技能外国人を受け入れる際
の在留資格手続き関連の負担が軽減できるようにしている。

・行政書士が申請取次者として申請代行を行っているため、書類作成や入管とのやりとり

41.7%
22.3%

20.1%
18.7%

17.3%
15.1%

11.5%
10.8%
10.8%
10.8%

9.4%
8.6%
8.6%

5.0%
4.3%
4.3%

2.9%
1.4%
2.9%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外国人からの相談 苦情への対応
在留資格申請支援

外国人材の紹介
日本語学習の機会の提供

定期的な面談 行政機関への通報
介護知識 技能の学習の機会の提供

外国人材の生活支援
住居確保 生活に必要な契約支援

公的手続き等への同行
外国人材の職場への定着支援

受入れ事業者からの相談 苦情への対応
事前       

生活         
介護福祉士国家試験対策

日本人との交流促進
支援計画書作成支援

転職支援
出入国する際の送迎

その他
無回答

がスムーズである。
・自社でも特定技能外国人（農業）を雇用しており、各種申請も自社で対応しているた
め、その経験を生かして申請書類作成のアドバイスを行っている。

外国人材の紹介

・ 等を利用し、国内外からの募集・応募が可能である。
・当機関で日本語教育を受けた人材を紹介している。
・社内に人材紹介経験者が多数おり、外国人支援や採用に知見がある。
・海外 ヶ国と提携しており、留学生の就活支援も行っているため国内外問わずリクルー
トできる仕組みがある。

・ で多数のフォロワーがいるため、幅広い属性の求職者を集める仕組みが整えられて
いる。

・関連会社が海外で介護事業を経営しているため、その国からの介護人材情報を得やすい
環境が整っている。

・介護・医療に特化した日本人の人材紹介・派遣を行っているため、多くの介護施設と提
携している。信頼関係が構築されているため外国人の人材紹介も行いやすい。

日本語学習の
機会の提供

・日本語教師が在籍しており、定期的に日本語学習の機会がある。
・ 対策講座の開講（有料）、一般日本語講座の開講（無料）等、企業の要望に応じた講
習を在籍している日本語教師職員が行っている。

・支援担当者が日本語学校職員である。
・日本語講師へ業務委託を行っている。
・グループ内法人で日本語学校を運営している。
・海外に日本語学校を設立しており、コロナ禍においてもオンライン授業の実施等で日本
語学習を行っている。

・週に 度、日本語レベルに合わせた日本語学習の講座を開催している。
・日本語学校と連携しており、オンライン指導にも対応可能。日本語能力試験（ ）な
どの情報提供も行っている。

・自社で海外現地に無料の日本語学校を運営している。
・ を活用した日本語教育を提供しており、日本語能力試験等の合格対策を行ってい
る。

・必要に応じてオンラインで日本語の個人レッスンを行っている。
・日本語能力試験に合格できるよう 、 レベルの教材を提供している。
・提携している日本語学校からオンライン授業を無料で学べるようにしている。

定期的な面談･
行政機関への
通報

・平均月 回程度の訪問を行っている。
・ ヶ月に 回の定期面談を対面・オンラインの手段を用いて行っている。疑問があれば
関係機関への相談・報告も行っている。

・介護現場や外国人就労に知見のある専門家が面談を行っている。

介護知識･技能
の学習の機会の
提供

・定期訪問の際、学習テキストを渡して介護知識を習得させている。
・就職前に介護有資格者による介護の知識・技能の学習を行ってもらっている。実技の指
導等も行う。

・介護福祉士資格を有する通訳が常駐しており、専門的技術や用語の説明を詳細に指導で
きる。

・現役の看護師らによる専門的な学習を行っている。
・介護の技能および専門用語のオンライン講習を行っている。
・グループ法人内に介護事業を有しており、実務レベルでの支援が可能。国家試験への助
言等も行っている。

・実務者研修を経て介護福祉士国家資格の取得を目標にしていることから、取得に向けた
時間調整（勉強）をして支援している。

・グループ法人内で介護福祉士国家資格の取得に向けた授業を行っている学校を運営して
いる。

・自社で介護の学校を運営しており、就業前に必ず当学校で初任者研修を受講してもらっ
ている。

外国人材の生活 ・日々 ： ～ ： の時間帯で外国人のサポートに当たっている。緊急時に対応を早く



支援 行い、生活の不安をなくすよう努めている。
・企業の技能実習生生活指導員の経験がある職員が在籍している。

住居確保･生活
に
必要な契約支援

・住居確保については介護事業者から負担金等を出してもらえるよう交渉している。
・自社で賃貸物件を保有している。
・母体の日本語学校で学生寮があるため、住居確保が行いやすい。
・母体となる会社が外国人専門の不動産・通信事業のため実績とネットワークがある。他
の登録支援機関からも住居探しやモバイル契約の相談がきている。

・グループ内に不動産事業があるため、物件情報が取得しやすい環境にある。
公的手続き等へ
の同行 ・オンライン等も可能ではあるが、実際に同行して手続を行っている。

外国人材の職場
への定着支援

・外国人の着任前後に企業向けのオリエンテーションを行い、現場の理解を深めて定着支
援を図っている。

・仕事内容や賃金の説明をしっかりと行い、相互理解を深め、定着を図っている。
・施設に紹介する以前に本人と面談を行う。人材の見極めをするとともに施設の仕事内容
等も充分説明し、本人の理解を得るようにしてミスマッチングとならないようにしてい
る。

受入れ事業者か
らの相談･苦情
への対応

・長年外国人介護人材の派遣・紹介を行ってきた実績があるため、受入れ施設に対しての
アドバイスや外国人に対して支援ができる。

・福祉業界の仕事内容を理解しているので、事業所からの相談に丁寧に対応することがで
きる。

事前ガイダンス
・詳細な内容を説明して本人が十分納得できるよう、母国語対応含めて支援している。
・支援担当者（日本人）と通訳者（言語対応） 名体制でガイダンスを行い、特に雇用条
件についてはしっかり理解してもらえるよう説明している。

生活オリエンテ
ーション

・年金、健康保険、税金等について丁寧に説明し、控除について理解してもらっている。
・多言語対応の生活オリエンテーションガイドブックを作成し、支援内容に漏れがないよ
う説明している。

介護福祉士国家
試験対策

・希望者に対して介護福祉士国家試験対策を行っている。
・独自の介護福祉士国家資格取得に向けた対策プログラムを安価に提供している。

日本人との交流
促進

・他団体と連携してコミュニティの運営等、外国人支援事業を行っている。
・県・市の行政と連携し、国際交流のイベントに積極的に参加している。自社でも定期的
に外国人材と受入れ機関、地域住民との交流の機会を作っている。

・日本の文化体験や日本人との交流ができるイベントを企画・運営している。
支援計画書作成
支援 ・在留資格諸申請や提出書類等の支援を行っている。

転職支援 ・日本全国にネットワークがあるため、幅広い転職支援が可能。

その他
・帰国希望者に対して母国での介護事業の起業支援を行っている。
・帰国後に日本で身に着けた介護技術を活かして仕事をしてもらえるよう環境整備をして
いる。

（注）「出入国する際の送迎」については、具体的な支援内容についての回答がなかった。

③ 受入れ事業者から徴収している費用
 平均的な金額 問

受入れ事業者から徴収している費用を尋ねたところ、受入れ時において、「法令に定め
る支援内容」の平均は 円、「法令に定める支援内容以外」の平均は 円だ
った。
また、毎月払いにおいて、「法令に定める支援内容」の平均は 円、「法令に定め

る支援内容以外」の平均は 円だった。

図表 受入れ事業者から徴収している金額（ ）（数量回答）

図表 受入れ事業者から徴収している平均額（受入れ時：合計金額）
（ ）（単数回答、 ）

項目名 件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値
受入れ時 法令に定める支援内容

　事前ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
　出入国する際の送迎
　住居確保･生活に必要な契約支援
　生活ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
　公的手続き等への同行
　日本語学習の機会の提供
　相談･苦情への対応
　日本人との交流促進
　転職支援
　定期的な面談･行政機関への通報
法令に定める支援内容以外
　在留資格申請支援
　支援計画書作成支援
　外国人材の紹介
　介護知識･技能の学習の機会の提供
　介護福祉士国家試験対策
　外国人材の生活支援
　その他

毎月払い 法令に定める支援内容
　事前ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
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　介護福祉士国家試験対策
　外国人材の生活支援
　その他
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支援 行い、生活の不安をなくすよう努めている。
・企業の技能実習生生活指導員の経験がある職員が在籍している。

住居確保･生活
に
必要な契約支援

・住居確保については介護事業者から負担金等を出してもらえるよう交渉している。
・自社で賃貸物件を保有している。
・母体の日本語学校で学生寮があるため、住居確保が行いやすい。
・母体となる会社が外国人専門の不動産・通信事業のため実績とネットワークがある。他
の登録支援機関からも住居探しやモバイル契約の相談がきている。

・グループ内に不動産事業があるため、物件情報が取得しやすい環境にある。
公的手続き等へ
の同行 ・オンライン等も可能ではあるが、実際に同行して手続を行っている。

外国人材の職場
への定着支援

・外国人の着任前後に企業向けのオリエンテーションを行い、現場の理解を深めて定着支
援を図っている。

・仕事内容や賃金の説明をしっかりと行い、相互理解を深め、定着を図っている。
・施設に紹介する以前に本人と面談を行う。人材の見極めをするとともに施設の仕事内容
等も充分説明し、本人の理解を得るようにしてミスマッチングとならないようにしてい
る。

受入れ事業者か
らの相談･苦情
への対応

・長年外国人介護人材の派遣・紹介を行ってきた実績があるため、受入れ施設に対しての
アドバイスや外国人に対して支援ができる。

・福祉業界の仕事内容を理解しているので、事業所からの相談に丁寧に対応することがで
きる。

事前ガイダンス
・詳細な内容を説明して本人が十分納得できるよう、母国語対応含めて支援している。
・支援担当者（日本人）と通訳者（言語対応） 名体制でガイダンスを行い、特に雇用条
件についてはしっかり理解してもらえるよう説明している。

生活オリエンテ
ーション

・年金、健康保険、税金等について丁寧に説明し、控除について理解してもらっている。
・多言語対応の生活オリエンテーションガイドブックを作成し、支援内容に漏れがないよ
う説明している。

介護福祉士国家
試験対策

・希望者に対して介護福祉士国家試験対策を行っている。
・独自の介護福祉士国家資格取得に向けた対策プログラムを安価に提供している。

日本人との交流
促進

・他団体と連携してコミュニティの運営等、外国人支援事業を行っている。
・県・市の行政と連携し、国際交流のイベントに積極的に参加している。自社でも定期的
に外国人材と受入れ機関、地域住民との交流の機会を作っている。

・日本の文化体験や日本人との交流ができるイベントを企画・運営している。
支援計画書作成
支援 ・在留資格諸申請や提出書類等の支援を行っている。

転職支援 ・日本全国にネットワークがあるため、幅広い転職支援が可能。

その他
・帰国希望者に対して母国での介護事業の起業支援を行っている。
・帰国後に日本で身に着けた介護技術を活かして仕事をしてもらえるよう環境整備をして
いる。

（注）「出入国する際の送迎」については、具体的な支援内容についての回答がなかった。

③ 受入れ事業者から徴収している費用
 平均的な金額 問

受入れ事業者から徴収している費用を尋ねたところ、受入れ時において、「法令に定め
る支援内容」の平均は 円、「法令に定める支援内容以外」の平均は 円だ
った。
また、毎月払いにおいて、「法令に定める支援内容」の平均は 円、「法令に定め

る支援内容以外」の平均は 円だった。
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項目名 件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値
受入れ時 法令に定める支援内容

　事前ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
　出入国する際の送迎
　住居確保･生活に必要な契約支援
　生活ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
　公的手続き等への同行
　日本語学習の機会の提供
　相談･苦情への対応
　日本人との交流促進
　転職支援
　定期的な面談･行政機関への通報
法令に定める支援内容以外
　在留資格申請支援
　支援計画書作成支援
　外国人材の紹介
　介護知識･技能の学習の機会の提供
　介護福祉士国家試験対策
　外国人材の生活支援
　その他

毎月払い 法令に定める支援内容
　事前ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
　出入国する際の送迎
　住居確保･生活に必要な契約支援
　生活ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
　公的手続き等への同行
　日本語学習の機会の提供
　相談･苦情への対応
　日本人との交流促進
　転職支援
　定期的な面談･行政機関への通報
法令に定める支援内容以外
　在留資格申請支援
　支援計画書作成支援
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　外国人材の生活支援
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20.9%

13.7%

0.7%

0.0%

18.0%

5.0%

7.9%

7.2%

10.8%

7.2%

6.5%

12.2%

35.3%

54.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

法令に定める支援内容

法令に定める支援内容以外

0円 ～1万円 1万円～5万円 5万円～10万円 10万円～20万円 20万円～ 無回答



図表 受入れ事業者から徴収している平均額（受入れ時：法令に定める支援内容内訳）
（ ）（単数回答）

図表 受入れ事業者から徴収している平均額（受入れ時：法令に定める支援内容以外内訳）
（ ）（単数回答）
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図表 受入れ事業者から徴収している平均額（受入れ時：法令に定める支援内容内訳）
（ ）（単数回答）

図表 受入れ事業者から徴収している平均額（受入れ時：法令に定める支援内容以外内訳）
（ ）（単数回答）
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7.2%

5.6%

5.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

事前       (n=101)

出入国する際の送迎(n=92)

住居確保 生活に必要な契約支援(n=99)

生活         (n=102)

公的手続き等への同行(n=101)

日本語学習の機会の提供(n=101)

相談 苦情への対応(n=101)

日本人との交流促進(n=97)

転職支援(n=89)

定期的な面談 行政機関への通報(n=98)

0円 ～5000円 5001円～1万円 1万円～2万円 2万円～ 無回答



図表 受入れ事業者から徴収している平均額（毎月払い：法令に定める支援内容以外内訳）
（ ）（単数回答）

 費用設定の方法（問 ）
徴収金額の設定方法について尋ねたところ、「他の登録支援機関の費用を参考にした」

の割合が と最も高く、次いで「機関独自の基準を設定した」が だった。

図表 徴収金額の設定方法（ ）（複数回答、 ）
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1.1%
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0.0%
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0.0%

72.0%

72.0%

74.2%

80.0%

78.6%

74.6%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

在留資格申請支援(n=93)

支援計画書作成支援(n=82)

外国人材の紹介(n=62)

介護知識 技能の学習の機会の提供(n=50)

介護福祉士国家試験対策(n=28)

外国人材の生活支援(n=67)

その他(n=8)

0円 ～1万円 1万円～2万円 2万円～ 無回答

49.6%
36.7%

18.0%
18.0%

5.0%
5.0%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他の登録支援機関の費用を参考にした
機関独自の基準を設定した

機関が行っている監理団体業務の費用を参考にした
他の監理団体の費用を参考にした

機関が行っているその他の     の費用を参考にした
その他
無回答

④ 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響（問 10）
新型コロナウイルス感染症の拡大による影響について尋ねたところ、「介護分野で就労を

希望する外国人材からの相談が増えた」の割合が と最も高く、次いで「国内での受
入れに係る新規の支援依頼が増加した」が だった。

図表 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響（ ）（複数回答、 ）

３  介護分野の特定技能外国人の送出国、送出機関

① 現在受入れに取り組んでいる海外の国・地域
 受入れ人数が多い海外の国･地域（問 （ ）、（ ））

最も受入れ人数が多い海外の国･地域について尋ねたところ、「ベトナム」の割合が
と最も高く、次いで「インドネシア」が だった。

また、最も受入れ人数が多い海外の国･地域で「海外からの受入れには取り組んでいな
い」以外を回答した 機関に対して、上記以外で受入れ人数が多い海外の国･地域につい
て尋ねたところ、「ベトナム」の割合が と最も高く、次いで「インドネシア」が

だった。

図表 最も受入れ人数が多い海外の国･地域（ ）（単数回答、 ）

44.6%
41.0%

36.7%
27.3%

13.7%
8.6%
7.9%

6.5%
6.5%

5.0%
11.5%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護分野で就労を希望する外国人材からの相談が増えた
国内での受入れに係る新規の支援依頼が増加した

海外からの受入れに係る新規の支援依頼が減少した
介護分野の受入れ事業者からの相談が増加した
介護分野の受入れ事業者からの相談が減少した

特定技能外国人からの離転職 帰国の相談が増えた
業界全体として登録支援機関の業務が減少した

既存の案件に係る支援内容が減少した
     相談等に対応するための経費が増加した

その他
特に影響なし

無回答

4.3%

0.0%

7.9%

2.2%

3.6%

0.0%

16.5% 43.2%

0.0%

0.0%
0.0%0.0%0.0%

4.3% 12.9% 5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

             
          
          
            
                   
        
    その他
海外からの受入れには取り組んでいない 無回答



図表 受入れ事業者から徴収している平均額（毎月払い：法令に定める支援内容以外内訳）
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図表 受入れ人数が多い海外の国･地域（ 以外）（ ）（複数回答、 ）

 海外の国･地域を選んだ理由（問 （ ））
最も受入れ人数が多い海外の国･地域で「海外からの受入れには取り組んでいない」以

外を回答した 機関に対して、国･地域を選んだ理由について尋ねたところ、「当該国に
これまでの経験を活かしたネットワークを有している」の割合が と最も高く、次い
で「日本で働くことを希望する人材が多い」が だった。

図表 海外の国･地域を選んだ理由（ ）（複数回答、 ）

49.1%
35.1%

29.8%
29.8%

24.6%
22.8%

19.3%
16.7%

7.9%
7.0%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当該国にこれまでの経験を活かした      を有している
日本で働くことを希望する人材が多い

介護分野で働くことを希望する人材が多い
当該国の人材の国民性や習慣が日本に合っている

技能実習生の受入れを支援した経験がある
技能実習生以外の外国人の受入れを支援した経験がある

当該国が人材の送出に積極的に取り組んでいる
当該国からの受入れを希望する介護事業者が多い
当該国の送出に係る手続きが比較的容易である

その他
無回答

② 今後の受入れを検討している海外の国・地域
 受入れを検討している国・地域（問 （ ））

今後の受入れを検討している国・地域について尋ねたところ、「インドネシア」の割合
が と最も高く、次いで「ミャンマー」が だった。

図表 今後の受入れを検討している国・地域（ ）（複数回答、 ）

 受入れを検討している国・地域を選んだ理由（問 （ ））
今後の受入れを検討している国・地域を選んだ理由について尋ねたところ、「当該国に

これまでの経験を活かしたネットワークを有している」の割合が と最も高く、次い
で「日本で働くことを希望する人材が多い」が だった。

図表 今後の受入れを検討している国・地域を選んだ理由（ ）（複数回答、 ）
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19.4%
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当該国にこれまでの経験を活かした      を有している
日本で働くことを希望する人材が多い

当該国の人材の国民性や習慣が日本に合っている
技能実習生の受入れを支援した経験がある
介護分野で働くことを希望する人材が多い

技能実習生以外の外国人の受入れを支援した経験がある
当該国が人材の送出に積極的に取り組んでいる

当該国からの受入れを希望する介護事業者が多い
当該国の送出に係る手続きが比較的容易である

その他
無回答



図表 受入れ人数が多い海外の国･地域（ 以外）（ ）（複数回答、 ）
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図表 今後の受入れを検討している国・地域（ ）（複数回答、 ）
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今後の受入れを検討している国・地域を選んだ理由について尋ねたところ、「当該国に
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③ 海外の送出機関との取引
 海外の送出機関との取引有無（問 （ ））

海外の送出機関との取引有無について尋ねたところ、「ある」が 、「ない 必ずしも
送出し機関を通さなくてもよい 」が 、「ない 海外からの受入れには取り組んでいな
い 」が だった。

図表 海外の送出機関との取引有無（ ）（単数回答、 ）

46.0% 21.6% 32.4% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない(必ずしも送出し機関を通さなくてもよい)
ない(海外からの受入れには取り組んでいない) 無回答

 取引のある海外の送出機関の所在地（問 （ ））
海外の送出機関との取引有無で「ある」と回答した 機関に対して、取引のある海外の

送出機関の所在地（国名、都市名）について尋ねた。（最大 つ）

図表 取引のある海外の送出機関の所在地（ ）（記述式、 ）
国名 都市名

ベトナム

ハノイ
ホーチミン
ファンティエット
フエ
都市名不明

インドネシア

ジャカルタ
バリ
スラカルタ
スカブミ
チルボン
バンドン
都市名不明

フィリピン
マニラ

パサイ
ミャンマー ヤンゴン

ネパール
カトマンズ
都市名不明

モンゴル ウランバートル
カンボジア プノンペン

中国

青島
瀋陽
大連
蕪湖

タイ バンコク
日本 都市名不明
全体 全体

注） 法人のうち、 法人は未回答だったため集計に含まれない。また、送出機関の名称は非公開の前提
で尋ねているため、表には掲載していない。 
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バリ
スラカルタ
スカブミ
チルボン
バンドン
都市名不明

フィリピン
マニラ

パサイ
ミャンマー ヤンゴン

ネパール
カトマンズ
都市名不明

モンゴル ウランバートル
カンボジア プノンペン

中国

青島
瀋陽
大連
蕪湖

タイ バンコク
日本 都市名不明
全体 全体

注） 法人のうち、 法人は未回答だったため集計に含まれない。また、送出機関の名称は非公開の前提
で尋ねているため、表には掲載していない。 



 取引のある海外の送出機関の選定理由（問 （ ））
海外の送出機関との取引有無で「ある」と回答した 機関に対して、取引のある海外の

送出機関の選定理由について尋ねたところ、「現地の日本語の教育･研修内容が充実してい
る」の割合が と最も高く、次いで「日本人スタッフの常駐等､日本語でのコミュニケ
ーションがとりやすい」が だった。

図表 取引のある海外の送出機関の選定理由（ ）（複数回答、 ）

 送出機関の人材募集・育成（問 （ ））
取引のある海外の送出機関の選定理由で「当該送出機関における人材募集･育成の方針

に共感した」を回答した 機関に対して、現地における送出機関の人材募集・育成の方針
について尋ねたところ、以下の意見がみられた。

図表 現地における送出機関の人材募集・育成の方針（ ）（記述式、 ）

・代表の方が大変しっかりとした方
・技能実習生の送り出しもしていて実績もあり、話しをした上で信用ができるから
・日本語学校を経営している
・「日本に来日する為に介護の仕事をする」ではなく、「介護の仕事をしたいから日本を選択す
る」という人を集めている姿勢
・日本勤務希望者に対して法外な手数料を要求しない誠実さ
・介護分野の日本語教育がとても重要という認識が一致している。また日本への人材の送り出
し経験あり。企業様が求めている人材への理解ができている。

・全寮制でしっかりと日本語教育をしている。
・日本で技能実習を経験した人を主に集めている
・先生の姿勢
・他分野の技能実習経験者を積極的に集めるようにしている。
・元留学生など日本での生活経験者を積極的に集めるようにしている。
・生活に困窮しているシングルマザーを積極的に集めるようにしている。

・日本の介護技術は高いため、日本で技術を学び、本国にて活かしたいという希望があるため
・外国人が日本で就労する上で、外国人にも日本の基本的人権や憲法である職業選択の自由を
保障する考えがある。

・現地に送出機関の運営する老人ホームを有し、その施設で実地研修を行っている。
・実習生教育が充実している。実習生（介護）の募集に看護の専門学校卒業生を中心に募集し
ている。

・人材を「カネ」として見ていない。
・多くの人材から、求人情報に適した人材を集め紹介してくれる。教育現場を視察した際、熱
心に取り組まれており、就労する外国人材を優先に考えるなど、共感をもてる送出機関であ
った。

 日本語教育・研修の内容（問 （ ））
取引のある海外の送出機関の選定理由で「現地の日本語の教育･研修内容が充実してい

る」を回答した 機関に対して、現地における日本語教育・研修の内容について尋ねたと
ころ、以下の意見がみられた。

図表 現地における日本語教育・研修の内容（ ）（記述式、 ）

・技能実習生向けのプログラムをしっかりと持ち、教育をしている。（弊者は国内人材を特定技
能へ変更しているため、現地での日本語教育の利用した人材を受け入れたことはありませ
ん）
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・特定技能の試験合格のサポートとして、技能実習生と同レベルの日本語教育を行っている。
・専門の学校、研修プログラムを持っているから。
・日本語教育を専門としている 講師スタッフが 日本からの 研修
・長年の技能実習生、留学生への日本語教育、研修内容が充実している。生活、専門分野会社
のルール、日本の法律などの教育内容が充実している。
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を取らせて来日させる
・ （または ）取得に向けた教育
・ 相当までの日本語教育
・日本語のテキストで勉強している。現地にいる日本人スタッフが日本語教育や生活習慣を教
えている。
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・現地の責任者の日本語レベルが高く、日本語学習のカリキュラム、実績が信頼できる。
・研修内容は他と変わらないと思うが、技能実習で入国する外国人の質が高い。
・インドネシアの大学で日本語教育を専攻した教師が指導。
・日本人スタッフが教育しているから
・日本人介護福祉士が介護に必要な日本語を教育している。
・介護についてはクラスを少人数にして、個々に目が行き届くようにしている。現地のグルー
プ法人が運営している老人ホームで研修することもできる。

 介護知識・技能の教育・研修（問 （ ））
取引のある海外の送出機関の選定理由で「現地の介護知識･技能の教育･研修内容が充実

している」を回答した 機関に対して、現地における介護知識・技能の教育・研修につい
て尋ねたところ、以下の意見がみられた。

図表 現地における介護知識・技能の教育・研修（ ）（記述式、 ）

・現地看護学校と提携しながら教育研修をしていること
・現役の介護士らによる教育
・技能実習生（介護）を送出している実績が有るから
・移乗・食事介助等の技術指導
・日本語学校に併設した教室で介護教材を使用し、知識と技能の向上を図っている。日本国で
採用が決定した際に、即戦力として就業できるように教育・研修を行っています。

・代表が介護福祉士の資格を持ち、日本で就労経験がある。
・専門の学校、研修プログラムを持っているから。
・現地病院、介護施設との提携、介護・看護学校と提携しているため専門知識、技能教育、日
系現地施設での実務研修もできるところも用意でき、とても充実している。

・実際の施設における で研修、特定技能試験に向けた教育
・送出国内での介護施設実習、日本人介護福祉士による専門教育（外国人介護福祉士含む）
・介護の資格を持った日本人スタッフが授業を行っている。
・当社と連携して介護のオンライン教育、研修に協力的である
・日本人スタッフが教育しているから
・日本人介護福祉士が介護に必要な日本語を教育している。
・グループ法人が運営している老人ホームで技能を学ぶこともできる
・ミャンマー：自社で初任者研修の内容の一部をプログラムし、カリキュラムを作成
ベトナム：送出機関独自の介護教育スキームを実施
フィリピン：国で定めた というプログラムを実施 上記 ヶ国とも日本語レベル
可。

４  介護分野の受入れ事業者のニーズ

① 他分野と比較した介護分野の事業者の特徴（問 14）
他分野と比較した介護分野の事業者の特徴について尋ねたところ、「日本語能力を重視す

る傾向がある」の割合が と最も高く、次いで「コミュニケーション能力を重視する
傾向がある」が だった。

図表 他分野と比較した介護分野の事業者の特徴（ ）（複数回答、 ）

② 他の在留資格を比較した特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者の特徴（問
15）

特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者の特徴について尋ねたところ、「現時点で
人材の確保に苦慮している」の割合が と最も高く、次いで「将来的な人材の確保に
備えて受け入れている」が だった。

図表 特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者の特徴（ ）（複数回答、 ）
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主体性や誠実さを重視する傾向がある
日本の文化 慣習に対する理解度を重視する傾向がある

日本での滞在経験を重視する傾向がある
新卒者を重視する傾向がある

その他
特に違いはない

わからない
無回答
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15.8%
9.4%

6.5%
2.9%
3.6%

0.7%
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現時点で人材の確保に苦慮している
将来的な人材の確保に備えて受け入れている

既に外国人職員を受け入れた経験がある
在留資格 特定技能 に係る制度の趣旨に共感している

外国人職員を受け入れた経験がない
法人の規模が大きい

職員の人材育成     支援の仕組みが構築されている
外国人職員への支援策が充実している

都市部に事業所が多い
その他

わからない
無回答



５  日本の介護分野で働く特定技能外国人の特徴

① 特定技能外国人が介護分野を選ぶ理由（問 16）
特定技能外国人が介護分野を選ぶ理由について尋ねたところ、「日本で長く働きたい」の

割合が と最も高く、次いで「介護福祉士国家資格を取得したい」が だった。

図表 特定技能外国人が介護分野を選ぶ理由（ ）（複数回答、 ）

② 在留資格「特定技能」で働くことを希望する特定技能外国人の特徴（問 17）
在留資格「特定技能」で働くことを希望する特定技能外国人の特徴について尋ねたとこ

ろ、「日本での就労継続意向が高い」の割合が と最も高く、次いで「介護福祉士国家
資格の取得意向が高い」が だった。

図表 在留資格「特定技能」で働くことを希望する特定技能外国人の特徴
（ ）（複数回答、 ）
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日本で長く働きたい
介護福祉士国家資格を取得したい

求人が多い
日本の介護を学びたい

職場で日本語を話すことができる
対人     業に従事したい

給料が高い
出身国 地域での学習 就労経験を活かしたい

介護の仕事の     が高い
労働時間 休日等の条件が遵守される

福利厚生が充実している
人材育成     支援の仕組みが充実している

その他
無回答
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介護福祉士国家資格の取得意向が高い

介護 看護の学習 就労経験を有する人材が多い
日本で得た知識 技能を母国で活かしたいという意向が強い

介護 看護以外の学習 就労経験を有する人材が多い
自らの        や待遇向上に熱心な人材が多い

その他
わからない

無回答

６  介護分野の特定技能外国人の受入れに係る今後の方針

① 登録支援機関業務に係る今後 3年間の方針
 登録支援機関業務に係る今後 年間の方針（問 ）

登録支援機関業務に係る今後 年間の方針について尋ねたところ、「拡大」が 、
「現状維持」が 、「縮小」が だった。

図表 登録支援機関業務に係る今後 年間の方針（ ）（単数回答、 ）

 業務拡大の理由（問 ）
登録支援機関業務に係る今後 年間の方針で「拡大」を回答した 機関に対して、業

務拡大を検討している理由について尋ねたところ、「介護分野の人材確保は特に重要な課
題である」の割合が と最も高く、次いで「介護分野のノウハウやネットワークを活
かしたい」が だった。

図表 業務拡大を検討している理由（ ）（複数回答、 ）
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資格の取得意向が高い」が だった。

図表 在留資格「特定技能」で働くことを希望する特定技能外国人の特徴
（ ）（複数回答、 ）

59.7%
33.8%

30.9%
28.8%

20.1%
15.8%
15.1%

12.2%
8.6%
8.6%

5.0%
1.4%

7.2%
0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本で長く働きたい
介護福祉士国家資格を取得したい

求人が多い
日本の介護を学びたい

職場で日本語を話すことができる
対人     業に従事したい

給料が高い
出身国 地域での学習 就労経験を活かしたい

介護の仕事の     が高い
労働時間 休日等の条件が遵守される

福利厚生が充実している
人材育成     支援の仕組みが充実している

その他
無回答

66.2%
35.3%

20.9%
19.4%

17.3%
15.8%

3.6%
1.4%
0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本での就労継続意向が高い
介護福祉士国家資格の取得意向が高い

介護 看護の学習 就労経験を有する人材が多い
日本で得た知識 技能を母国で活かしたいという意向が強い

介護 看護以外の学習 就労経験を有する人材が多い
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６  介護分野の特定技能外国人の受入れに係る今後の方針

① 登録支援機関業務に係る今後 3年間の方針
 登録支援機関業務に係る今後 年間の方針（問 ）

登録支援機関業務に係る今後 年間の方針について尋ねたところ、「拡大」が 、
「現状維持」が 、「縮小」が だった。

図表 登録支援機関業務に係る今後 年間の方針（ ）（単数回答、 ）

 業務拡大の理由（問 ）
登録支援機関業務に係る今後 年間の方針で「拡大」を回答した 機関に対して、業

務拡大を検討している理由について尋ねたところ、「介護分野の人材確保は特に重要な課
題である」の割合が と最も高く、次いで「介護分野のノウハウやネットワークを活
かしたい」が だった。

図表 業務拡大を検討している理由（ ）（複数回答、 ）



 業務縮小の理由（問 ）
登録支援機関業務に係る今後 年間の方針で「縮小」を回答した 機関に対して、業務

縮小を検討している理由について尋ねたところ、「介護分野のノウハウやネットワークが
不足している」、「他の分野に比べてコストパフォーマンスが低い」、「他の分野に注力した
い」の割合がそれぞれ （ 件）だった。

図表 業務縮小を検討している理由（ ）（複数回答、 ）
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介護分野の    や      が不足している
他の分野に比べて           が低い

他の分野に注力したい
機関の人員が不足している

支援委託契約数が伸び悩んでいる
介護事業者の    に合った人材を探すことが難しい
特定技能外国人の受入れを希望する事業者が少ない
COVID-19の影響等による今後の情勢が不透明である

その他
無回答

② アフターコロナを見据えた業務方針変更の検討
 業務方針変更の検討有無（問 ）

業務方針変更の検討有無について尋ねたところ、「ある」が 、「ない」が だ
った。

図表 業務方針変更の検討有無（ ）（単数回答、 ）

 業務方針変更の検討内容（問 ）
業務方針変更の検討有無で「ある」を回答した 機関に対して、業務方針変更を検討し

ている内容について尋ねたところ、「海外からの特定技能外国人受入れの強化」の割合が
と最も高く、次いで「特定技能外国人に対する教育･研修のさらなる充実」が

だった。

図表 業務方針変更を検討している内容（ ）（複数回答、 ）
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受入れ対象国の見直し

送出機関の選定及び取引内容の見直し
支援におけるICT化のより積極的な推進

特定技能外国人の採用基準の見直し
その他
無回答



 業務縮小の理由（問 ）
登録支援機関業務に係る今後 年間の方針で「縮小」を回答した 機関に対して、業務

縮小を検討している理由について尋ねたところ、「介護分野のノウハウやネットワークが
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COVID-19の影響等による今後の情勢が不透明である

その他
無回答

② アフターコロナを見据えた業務方針変更の検討
 業務方針変更の検討有無（問 ）

業務方針変更の検討有無について尋ねたところ、「ある」が 、「ない」が だ
った。

図表 業務方針変更の検討有無（ ）（単数回答、 ）

 業務方針変更の検討内容（問 ）
業務方針変更の検討有無で「ある」を回答した 機関に対して、業務方針変更を検討し

ている内容について尋ねたところ、「海外からの特定技能外国人受入れの強化」の割合が
と最も高く、次いで「特定技能外国人に対する教育･研修のさらなる充実」が

だった。

図表 業務方針変更を検討している内容（ ）（複数回答、 ）
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特定技能外国人の採用基準の見直し
その他
無回答



７  特定技能外国人の受入れに係る課題や要望

① 特定技能制度全体の課題（問 20）
特定技能制度全体の課題について尋ねたところ、「入国時の手続きに時間がかかる」の割

合が と最も高く、次いで「送出国の手続きが煩雑」が だった。

図表 特定技能制度全体の課題（ ）（複数回答、 ）

② 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題（問 21）
特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題について尋ねたところ、「制度の理解

が不十分な介護事業者が多い」の割合が と最も高く、次いで「介護事業者のニーズ
に合った人材を探すことが難しい」が だった。

図表 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題（ ）（複数回答、 ）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入国時の手続きに時間がかかる
送出国の手続きが煩雑

制度の周知が不十分
入国の目途がたたない

制度の運用状況や手続きに関する情報が少ない
日本での就労を希望する者が減少している

優良な登録支援機関の情報が少ない
その他

特になし
無回答
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31.7%

22.3%
15.8%
15.1%

13.7%
9.4%
8.6%
9.4%

7.9%
5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

制度の理解が不十分な介護事業者が多い
介護事業者の    に合った人材を探すことが難しい

特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者が少ない
介護分野での就労希望者が減少している

           が低い
介護分野の先進事例に関する情報が少ない

他の在留資格の人材を望む介護事業者が多い
介護分野の運用状況や手続きに関する情報が少ない

その他
特になし
無回答

③ 特定技能外国人の受入れについてのご意見（問 22）
その他、特定技能外国人の受入れに関する登録支援機関の主な意見は以下のとおりだっ

た。

＜受入れ事業者（法人）への支援＞
・日本人と比較して育成に時間が必要なため各事業者への補助金などがあれば拡がると思
います。

・寮などの補助がほしい。（技能実習生はあるが特定技能はない）
・地方への支援策が少ない、地方ほど人手に困っている。
・介護分野では技能実習・特定技能に加え 、介護での在留資格が認められている。一
方で特定技能外国人の上限は同一事業所の日本人等職員数なので、特定技能のみに頼る
のは難しい。特定技能の 年間で介護福祉士の取得を目指し、介護の在留資格に変更す
る未来も提案しているが、事業者の経営戦略に関わることなので、一登録支援機関では
関わりが難しい。業界団体としてそのようなモデルケースも提案してもらえると、紹介
の幅は広がるのではないかと思われる。

＜手続きの簡素化等に関する要望＞
・在留資格更新手続（書類）の簡素化
・ビザの申請が複雑。より簡素化される事を期待します。
・手続き書類が多い、各国側の問題もあるが、簡素化希望。アフターコロナでは「月一面
談は を認める」「面接も で 」としてほしい。

・転職する際、ビザが出るまで就労できないので、その間の外国人の精神的不安がある。
前職で就労しながらビザ申請できたらいいと思います。

＜在留期間の延長に関する要望＞
・特定技能を他職種で 年経験後、特定技能介護試験に合格し、特定技能介護へと転職を
希望する場合、特定技能 号期間中に介護福祉士の実務要件を満たすことができず、特
定技能 号も整備されていない現状では、帰国するしかありません。今後の国の方針に
もよりますが、介護業を希望する外国人が挑戦できる環境、体制の整備にご尽力いただ
けますと幸いです。

・介護も特定技能 号を設けてほしい。
・ 年で合格しなかった場合の就労可能な在留資格、特技 号などのセーフティネットの
早期実現。

・「 号」の分野が拡大された場合、介護福祉士の国家資格が必要な「介護」を希望する人
が減るのではないか心配。家族帯同者が増えた場合の家族支援（子育て、就学、障害児
支援など）の体制も整えていく、充実させていくことが必要になる。



７  特定技能外国人の受入れに係る課題や要望
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特定技能制度全体の課題について尋ねたところ、「入国時の手続きに時間がかかる」の割

合が と最も高く、次いで「送出国の手続きが煩雑」が だった。

図表 特定技能制度全体の課題（ ）（複数回答、 ）

② 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題（問 21）
特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題について尋ねたところ、「制度の理解

が不十分な介護事業者が多い」の割合が と最も高く、次いで「介護事業者のニーズ
に合った人材を探すことが難しい」が だった。

図表 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題（ ）（複数回答、 ）

43.2%
41.7%

33.8%
30.9%

20.9%
8.6%
8.6%

18.0%
6.5%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入国時の手続きに時間がかかる
送出国の手続きが煩雑

制度の周知が不十分
入国の目途がたたない

制度の運用状況や手続きに関する情報が少ない
日本での就労を希望する者が減少している

優良な登録支援機関の情報が少ない
その他

特になし
無回答

43.2%
31.7%

22.3%
15.8%
15.1%

13.7%
9.4%
8.6%
9.4%

7.9%
5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

制度の理解が不十分な介護事業者が多い
介護事業者の    に合った人材を探すことが難しい

特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者が少ない
介護分野での就労希望者が減少している

           が低い
介護分野の先進事例に関する情報が少ない

他の在留資格の人材を望む介護事業者が多い
介護分野の運用状況や手続きに関する情報が少ない

その他
特になし
無回答

③ 特定技能外国人の受入れについてのご意見（問 22）
その他、特定技能外国人の受入れに関する登録支援機関の主な意見は以下のとおりだっ

た。

＜受入れ事業者（法人）への支援＞
・日本人と比較して育成に時間が必要なため各事業者への補助金などがあれば拡がると思
います。

・寮などの補助がほしい。（技能実習生はあるが特定技能はない）
・地方への支援策が少ない、地方ほど人手に困っている。
・介護分野では技能実習・特定技能に加え 、介護での在留資格が認められている。一
方で特定技能外国人の上限は同一事業所の日本人等職員数なので、特定技能のみに頼る
のは難しい。特定技能の 年間で介護福祉士の取得を目指し、介護の在留資格に変更す
る未来も提案しているが、事業者の経営戦略に関わることなので、一登録支援機関では
関わりが難しい。業界団体としてそのようなモデルケースも提案してもらえると、紹介
の幅は広がるのではないかと思われる。

＜手続きの簡素化等に関する要望＞
・在留資格更新手続（書類）の簡素化
・ビザの申請が複雑。より簡素化される事を期待します。
・手続き書類が多い、各国側の問題もあるが、簡素化希望。アフターコロナでは「月一面
談は を認める」「面接も で 」としてほしい。

・転職する際、ビザが出るまで就労できないので、その間の外国人の精神的不安がある。
前職で就労しながらビザ申請できたらいいと思います。

＜在留期間の延長に関する要望＞
・特定技能を他職種で 年経験後、特定技能介護試験に合格し、特定技能介護へと転職を
希望する場合、特定技能 号期間中に介護福祉士の実務要件を満たすことができず、特
定技能 号も整備されていない現状では、帰国するしかありません。今後の国の方針に
もよりますが、介護業を希望する外国人が挑戦できる環境、体制の整備にご尽力いただ
けますと幸いです。

・介護も特定技能 号を設けてほしい。
・ 年で合格しなかった場合の就労可能な在留資格、特技 号などのセーフティネットの
早期実現。

・「 号」の分野が拡大された場合、介護福祉士の国家資格が必要な「介護」を希望する人
が減るのではないか心配。家族帯同者が増えた場合の家族支援（子育て、就学、障害児
支援など）の体制も整えていく、充実させていくことが必要になる。



・この度の入管発表によると無期限の業種が拡大された。しかし介護は別途制度化されと
ぃることから除外されている。方針通りであれば介護業務を希望する技能実習、特定技
能者は激減すると思料する。さらに既存の外国人介護従事者も他分野にシフトしてしま
うおそれがある。介護福祉士資格取得には多大な努力が必要である。

＜対象業務の拡大に関する要望＞
・訪問介護が出来るようにしてほしい。求人希望業者と出来る仕事の内容が合っていな
い。

・施設ではないが施設に近い住宅型有老、サ高住での受入をみとめて、受皿を広げてはど
うか。

＜その他、介護分野における特定技能制度への意見＞
・特定技能では、介護はとくに人の命にかかわるので日本語要件 や初任者研修の義務
化など、 年目・ 年目に合格を求める必要がある。でなければ今後、死亡事故などがお
こりかねない。各都道府県の高齢者施設関係の部署に外国人介護職へ日本語や介護の学
習する機会を設ける事業を実施させるべきである。

・特定技能外国人は即戦力というたてまえだが、実際には入国後講習等もなく、技能実習
生より質が悪い。また受け入れ法人は日本人同等以上の日本語能力、コミュニケーショ
ン能力を求めるため、ギャップが大きい。もっと制度的にも中身を充実させないと今
後、骨抜きの制度になると思う。

・分野別試験の実施回数。地域を拡大し試験取得者を増やす必要性がある（特に地方）。
・国内の特定技能試験について介護は日程が多く、受験料も安く外国人にとって負担は少
なくありがたいが、受験料の支払い方法を振込とコンビニ払いができるよう、働きかけ
ていただきたい。クレジットカードを持っている外国人は非常に少数。受験料を支払う
方法がなくて、受験を断念する人がいるので、非常にはがゆい気持ちである。

・ベトナム国内での技能評価試験（介護）の早期実施。

＜在留資格「介護」に関する意見＞
・在留資格「介護」へのハードルが高すぎる。特定 号→介護へのルートをもう少し現実
的に可能なものにしてほしい。実態と合っていない。実務 年＋初任者研修＋実務者研
修＋介護福祉士試験はハードルが高すぎる。

・介護の現場で働ける在留資格がたくさんあり煩雑だが、特定技能介護は試験（国家）に
合格すれば在留資格変更に上限ない。手続も複雑でないビザにかえられるのでまだよい
と思います。

以上

【参考資料】

・ 参考資料 法人調査票
・ 参考資料 事業所調査票（ 版）
・ 参考資料 本人調査票（ 版）
・ 参考資料 登録支援機関調査票（一次）
・ 参考資料 登録支援機関調査票（二次）
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法人調査票

介護分野における特定技能外国人の受入れに関するアンケート調査

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より事業団の活動につきましては、ご理解、ご協力を賜り厚くお礼を申し上げます。
さて、当事業団では、厚生労働省補助事業である老人保健健康増進等事業により、標記

のアンケート調査を実施することになりました。
本アンケート調査は、介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態等を把握すること

により、今後の施策検討のための基礎資料を収集することを目的としております。
ご多用のところ恐れ入りますが、本アンケート調査の趣旨をご理解の上、ご協力頂けま

すよう何卒よろしくお願い申し上げます。
公益社団法人国際厚生事業団

外国人介護人材支援部

＜ご回答について＞
・本調査票（法人調査票）は、令和３年９月１日時点で、介護分野における特定技能協議
会に入会している受入機関（医療・介護事業者）にお送りしております。

・ご回答は、特定技能外国人の受入れを担当している部署の方にお願いします。
・本調査票（法人調査票）が届いた時点で、当該特定技能外国人の離転職等の理由により、
貴法人に在籍している特定技能外国人が「０（ゼロ）人」の場合はご回答不要です。

・ご回答済みの調査票は同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、お手数ではございますが、
令和３年 11月 12 日（金）までに投函をお願いいたします。

・なお、本アンケート調査は、特定技能外国人を受け入れている事業所、及び特定技能外
国人ご本人も調査対象となっております。貴法人が運営する事業所のうち、令和３年９
月１日時点で特定技能外国人を受け入れている事業所にも、別途、調査依頼文（事業所
調査、本人調査：いずれもインターネット調査にて実施）を送付させて頂きます。

＜本調査に関するお問い合わせ先＞
公益社団法人国際厚生事業団 特定技能外国人調査事務局
E-mail：fcw-chosa@jicwels.or.jp 電話：03-6257-1915（10:00～17:00）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、在宅勤務を行っております。
お問い合わせにつきましては、なるべく にてお願い申し上げます。

＜情報の取扱いについて＞
ご回答頂いた情報は、すべて統計的に処理し、個別のご回答内容が厚生労働省、当事業

団以外に知られることはございません。また、データ処理について外部事業者に委託する
場合は、適切な委託業者を選定してデータの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に
対して適切な監督を行います。

※以下の設問について、特に注意書きのない限り、令和３年10月１日時点の状況について
お答えください。

はじめに、貴法人のご連絡先をご記入ください

法人の名称

法人の種類 １．地方公共団体（市区町村、広域連合、一部事務組合）
２．社会福祉法人
３．医療法人

４．株式会社
５．その他

本部の所在地 （ 都・道・府・県 ）

１．貴法人の概要についてお尋ねします

問 1 貴法人で特定技能外国人を受け入れた理由は何ですか。（○はいくつでも）
１．「就労」を目的とした在留資格「特定技能」に係る趣旨に共感したから
２．在留資格「特定技能」は在留期間中に試験等を受けなくても５年間滞在できるから
３．特定技能外国人は、介護技能評価試験・介護日本語評価試験に合格した一定の専門

性・技能を有する人材だから
４．特定技能外国人には、試験等に向けての計画的な指導をする必要がないから
５．他の在留資格と比べて、受入れの手続きが容易であるから
６．在留資格「特定技能」による受入れノウハウを蓄積したいから
７．登録支援機関や人材サービス事業者に勧められたから
８．その他（具体的に： ）

問 2 貴法人の事業所数、介護職員数についてお尋ねします。
１ 貴法人が運営する事業所数（数字を記入）

事業所数合計 事業所

うち訪問系サービス以外
（特定技能外国人受入れ対象）

事業所
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２ 貴法人全体の職員数（実人数）（数字を記入）

職員数（実人数） 人

うち介護職員数（実人数） 人

うち外国人介護職員数（実人数） 人

特定技能外国人数 人

（注）契約社員、嘱託、パート・アルバイトも含めてお答えください。派遣は除いてください。

３ 現在の介護職員の充足感（○は１つ）
１．おおいに不足している
２．不足している
３．やや不足している

４．適当
５．過剰

問 3 貴法人で受け入れている特定技能外国人についてお尋ねします。
１ 特定技能外国人の出身国・地域（○はいくつでも）
１．ベトナム
２．インドネシア
３．フィリピン
４．中国
５．ミャンマー
６．ネパール

７．カンボジア
８．タイ
９．モンゴル

．スリランカ
．バングラデシュ
．ウズベキスタン

．パキスタン
．インド
．その他（具体的に：

）

２ 上記（１）で回答した国・地域出身の特定技能外国人を受け入れた理由（○はいくつ
でも）

１．当該国・地域出身の、他の在留資格の外国人を受け入れた経験があるから
２．当該国・地域にこれまでの経験等を活かしたネットワークを持っているから
３．日本の介護分野で働くことを希望する人材が多いから
４．当該国・地域の人材の国民性や習慣が日本の介護分野に合っているから
５．当該国・地域が人材の送出に積極的に取り組んでいるから
６．当該国・地域の送出に係る手続きが比較的容易であるから
７．登録支援機関や人材サービス事業者に勧められたから
８．他の医療・介護事業者に勧められたから
９．自治体がその国・地域からの受入れに取り組んでいるから

．当該国・地域からの受入れが世の中で注目されているから
．その他（具体的に： ）

３ 在留資格「特定技能」の取得方法別の人数（数字を記入。該当者がいない項目には
「０（ゼロ）」、不明の項目には「－」を記入。以下同様。）

在留資格「特定技能」の取得方法 人数
１．技能実習（介護）からの在留資格変更者 人

２．技能実習（介護以外）からの在留資格変更者 人

３．特定活動（ ）からの在留資格変更者 人

４．上記以外の国内試験合格者 人

５．上記以外の海外試験合格者 人

問 4 特定技能外国人以外の外国人介護職員についてお尋ねします。
１ 貴法人で受け入れている特定技能外国人以外の外国人介護職員（○はいくつでも）
１． 介護福祉士
２． 介護福祉士候補者
３．技能実習１号
４．技能実習２号
５．技能実習３号

６．在留資格「介護」をもつ外国人
７．身分系の在留資格をもつ外国人
８．留学生アルバイト
９．受け入れていない（特定技能外国人のみ

受け入れている）

２ 上記（１）で選択肢３～５を回答した方（技能実習生を受け入れている法人）にお尋
ねします。技能実習２号修了後の外国人介護職員に対する貴法人の方針をお答えくだ
さい。（○はいくつでも）
※技能実習生を受け入れていない法人は問 にお進みください。

１．特定技能への移行を推奨
２．技能実習３号への移行を推奨
３．介護福祉士国家資格の取得を推奨

４．本人の希望次第
５．本人の状況次第で検討
６．その他（具体的に： ）
７．分からない

３ 上記（２）で選択肢１（特定技能への移行を推奨）を回答した方にお尋ねします。そ
の理由は何ですか。（○はいくつでも）

１．貴法人が運営する事業所でなるべく長く働いてほしいから
２．本人の待遇が向上するから
３．本人のキャリアアップのためになるから
４．監理団体が「優良な監理団体」の要件を満たしていないから
５．貴法人が「優良な実習実施者」の要件を満たすことが難しいから
６．技能実習３号移行に際して求められる一時帰国が難しかったから 

７．その他（具体的に： ）



２ 貴法人全体の職員数（実人数）（数字を記入）

職員数（実人数） 人

うち介護職員数（実人数） 人

うち外国人介護職員数（実人数） 人

特定技能外国人数 人

（注）契約社員、嘱託、パート・アルバイトも含めてお答えください。派遣は除いてください。

３ 現在の介護職員の充足感（○は１つ）
１．おおいに不足している
２．不足している
３．やや不足している

４．適当
５．過剰

問 3 貴法人で受け入れている特定技能外国人についてお尋ねします。
１ 特定技能外国人の出身国・地域（○はいくつでも）
１．ベトナム
２．インドネシア
３．フィリピン
４．中国
５．ミャンマー
６．ネパール

７．カンボジア
８．タイ
９．モンゴル

．スリランカ
．バングラデシュ
．ウズベキスタン

．パキスタン
．インド
．その他（具体的に：

）

２ 上記（１）で回答した国・地域出身の特定技能外国人を受け入れた理由（○はいくつ
でも）

１．当該国・地域出身の、他の在留資格の外国人を受け入れた経験があるから
２．当該国・地域にこれまでの経験等を活かしたネットワークを持っているから
３．日本の介護分野で働くことを希望する人材が多いから
４．当該国・地域の人材の国民性や習慣が日本の介護分野に合っているから
５．当該国・地域が人材の送出に積極的に取り組んでいるから
６．当該国・地域の送出に係る手続きが比較的容易であるから
７．登録支援機関や人材サービス事業者に勧められたから
８．他の医療・介護事業者に勧められたから
９．自治体がその国・地域からの受入れに取り組んでいるから

．当該国・地域からの受入れが世の中で注目されているから
．その他（具体的に： ）

３ 在留資格「特定技能」の取得方法別の人数（数字を記入。該当者がいない項目には
「０（ゼロ）」、不明の項目には「－」を記入。以下同様。）

在留資格「特定技能」の取得方法 人数
１．技能実習（介護）からの在留資格変更者 人

２．技能実習（介護以外）からの在留資格変更者 人

３．特定活動（ ）からの在留資格変更者 人

４．上記以外の国内試験合格者 人

５．上記以外の海外試験合格者 人

問 4 特定技能外国人以外の外国人介護職員についてお尋ねします。
１ 貴法人で受け入れている特定技能外国人以外の外国人介護職員（○はいくつでも）
１． 介護福祉士
２． 介護福祉士候補者
３．技能実習１号
４．技能実習２号
５．技能実習３号

６．在留資格「介護」をもつ外国人
７．身分系の在留資格をもつ外国人
８．留学生アルバイト
９．受け入れていない（特定技能外国人のみ

受け入れている）

２ 上記（１）で選択肢３～５を回答した方（技能実習生を受け入れている法人）にお尋
ねします。技能実習２号修了後の外国人介護職員に対する貴法人の方針をお答えくだ
さい。（○はいくつでも）
※技能実習生を受け入れていない法人は問 にお進みください。

１．特定技能への移行を推奨
２．技能実習３号への移行を推奨
３．介護福祉士国家資格の取得を推奨

４．本人の希望次第
５．本人の状況次第で検討
６．その他（具体的に： ）
７．分からない

３ 上記（２）で選択肢１（特定技能への移行を推奨）を回答した方にお尋ねします。そ
の理由は何ですか。（○はいくつでも）

１．貴法人が運営する事業所でなるべく長く働いてほしいから
２．本人の待遇が向上するから
３．本人のキャリアアップのためになるから
４．監理団体が「優良な監理団体」の要件を満たしていないから
５．貴法人が「優良な実習実施者」の要件を満たすことが難しいから
６．技能実習３号移行に際して求められる一時帰国が難しかったから 

７．その他（具体的に： ）



２．職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組についてお尋ねします
※下記の問 5から問 7（２）については、特定技能外国人にかかわらずお答えください。

問 5 貴法人における介護職員のキャリアパスについてお尋ねします。
１ 貴法人では、キャリアのコースや段階、キャリアアップの仕組みが明確になったキャ

リアパスを策定していますか。（○は１つ）
１．策定し、職員全員に公表している
２．策定しているが、職員全員には公表していない

３．策定中
４．策定していない

２ 上記（１）で選択肢１（策定し、職員全員に公表している）、選択肢２（策定してい
るが、職員全員には公表していない）を回答した方にお尋ねします。キャリアパスの
策定に関して、どのような取組を実施しましたか。（○はいくつでも）

１．キャリアの各段階の役割の明確化
２．キャリアの各段階で必要となる知識・

技術の明確化
３．スキルや能力に関する評価基準の設定
４．評価に応じた処遇の整備
５．有資格者の役職者への登用
６．教育・研修制度の整備・拡充

７．介護福祉士国家資格の取得支援
８．介護福祉士以外の資格取得支援
９．法人内の他分野の事業所への異動や研

修制度
．地域の他法人での研修制度
．その他

（具体的に： ）

問 6 貴法人には、介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みがありま
すか。（○はいくつでも）
１．昇給あり
２．手当あり
３．一時金あり

４．その他（具体的に： ）
５．昇給等の仕組みはない

問 7 貴法人が、介護業務に導入している ICT（情報通信技術）についてお尋ねします。
１ どのような業務で ICTを導入していますか。（○はいくつでも）
１．生活援助
２．清拭・入浴介助
３．移動・移乗介助
４．食事介助
５．排せつ介助
６．レクリエーションの運営や進行
７．利用者の見守り、安全管理
８．利用者の精神的ケア、癒し

９．家族とのコミュニケーション
．利用者に関する情報の記録、共有
．ケース会議やカンファレンスなどの
運営や進行

．職員の就労状況の管理
．その他

（具体的に： ）
．導入していない →問８へ

２ 上記（１）で選択肢 1～13 を回答した方にお尋ねします。どのような ICT を導入して
いますか。（○はいくつでも）

１．タブレット端末・スマートフォン
２．インカム
３．介護記録ソフトウェア（多言語対応あり）
４．介護記録ソフトウェア（多言語対応なし）
５．見守りセンサー

６．移乗や移動など、介護負担軽減の
ための介護ロボット

７．コミュニケーション支援のための
介護ロボット

８．その他（具体的に：
）

（注）ロボットの定義とは「情報を感知（センサー系）」「判断し（知能・制御系）」「動作する（駆動系）」
の３つの要素技術を有する、知能化した機械システム。このうち、ロボット技術が応用され利用者の自立
支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介護ロボットという。

３ 上記（１）で選択肢 1～13 を回答した方にお尋ねします。ICT の導入は特定技能外国
人にどのような影響を与えていますか。（○はいくつでも）

１．日本語能力の向上に役立っている
２．介護知識・技能の向上に役立っている
３．日本人職員とのコミュニケーションが円滑になる
４．業務に早く馴染むことができる
５．その他（具体的に： ）
６．特になし

３．特定技能外国人の受入れ体制についてお尋ねします

問 8 登録支援機関の利用の有無についてお尋ねします。
１ 特定技能外国人の受入れについて、登録支援機関を利用していますか。（○は１つ）
１．利用している
２．利用していない →問 （下記 中央）へ

２ 上記（１）で選択肢１（利用している）を回答した方にお尋ねします。いくつの登録
支援機関を利用していますか。（○は１つ）

１．１社
２．２社

３．３社以上

３ 上記（２）で選択肢２（２社）、選択肢３（３社以上）を回答した方にお尋ねします。
複数の登録支援機関を利用している理由はどのようなことですか。（○はいくつでも）

１．国・地域ごとに、異なる登録支援機関を利用しているから
２．支援内容ごとに、異なる登録支援機関を利用しているから
３．特定技能外国人の受入れ人数を増やしたいから
４．それぞれの登録支援機関のサービスの特徴や強みを活用したいから
５．それぞれの登録支援機関のサービスを比較したいから
６．その他（具体的に： ）
７．特になし



２．職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組についてお尋ねします
※下記の問 5から問 7（２）については、特定技能外国人にかかわらずお答えください。

問 5 貴法人における介護職員のキャリアパスについてお尋ねします。
１ 貴法人では、キャリアのコースや段階、キャリアアップの仕組みが明確になったキャ

リアパスを策定していますか。（○は１つ）
１．策定し、職員全員に公表している
２．策定しているが、職員全員には公表していない

３．策定中
４．策定していない

２ 上記（１）で選択肢１（策定し、職員全員に公表している）、選択肢２（策定してい
るが、職員全員には公表していない）を回答した方にお尋ねします。キャリアパスの
策定に関して、どのような取組を実施しましたか。（○はいくつでも）

１．キャリアの各段階の役割の明確化
２．キャリアの各段階で必要となる知識・

技術の明確化
３．スキルや能力に関する評価基準の設定
４．評価に応じた処遇の整備
５．有資格者の役職者への登用
６．教育・研修制度の整備・拡充

７．介護福祉士国家資格の取得支援
８．介護福祉士以外の資格取得支援
９．法人内の他分野の事業所への異動や研

修制度
．地域の他法人での研修制度
．その他

（具体的に： ）

問 6 貴法人には、介護福祉士国家資格を取得した職員に対する昇給等の仕組みがありま
すか。（○はいくつでも）
１．昇給あり
２．手当あり
３．一時金あり

４．その他（具体的に： ）
５．昇給等の仕組みはない

問 7 貴法人が、介護業務に導入している ICT（情報通信技術）についてお尋ねします。
１ どのような業務で ICTを導入していますか。（○はいくつでも）
１．生活援助
２．清拭・入浴介助
３．移動・移乗介助
４．食事介助
５．排せつ介助
６．レクリエーションの運営や進行
７．利用者の見守り、安全管理
８．利用者の精神的ケア、癒し

９．家族とのコミュニケーション
．利用者に関する情報の記録、共有
．ケース会議やカンファレンスなどの
運営や進行

．職員の就労状況の管理
．その他

（具体的に： ）
．導入していない →問８へ

２ 上記（１）で選択肢 1～13 を回答した方にお尋ねします。どのような ICT を導入して
いますか。（○はいくつでも）

１．タブレット端末・スマートフォン
２．インカム
３．介護記録ソフトウェア（多言語対応あり）
４．介護記録ソフトウェア（多言語対応なし）
５．見守りセンサー

６．移乗や移動など、介護負担軽減の
ための介護ロボット

７．コミュニケーション支援のための
介護ロボット

８．その他（具体的に：
）

（注）ロボットの定義とは「情報を感知（センサー系）」「判断し（知能・制御系）」「動作する（駆動系）」
の３つの要素技術を有する、知能化した機械システム。このうち、ロボット技術が応用され利用者の自立
支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介護ロボットという。

３ 上記（１）で選択肢 1～13 を回答した方にお尋ねします。ICT の導入は特定技能外国
人にどのような影響を与えていますか。（○はいくつでも）

１．日本語能力の向上に役立っている
２．介護知識・技能の向上に役立っている
３．日本人職員とのコミュニケーションが円滑になる
４．業務に早く馴染むことができる
５．その他（具体的に： ）
６．特になし

３．特定技能外国人の受入れ体制についてお尋ねします

問 8 登録支援機関の利用の有無についてお尋ねします。
１ 特定技能外国人の受入れについて、登録支援機関を利用していますか。（○は１つ）
１．利用している
２．利用していない →問 （下記 中央）へ

２ 上記（１）で選択肢１（利用している）を回答した方にお尋ねします。いくつの登録
支援機関を利用していますか。（○は１つ）

１．１社
２．２社

３．３社以上

３ 上記（２）で選択肢２（２社）、選択肢３（３社以上）を回答した方にお尋ねします。
複数の登録支援機関を利用している理由はどのようなことですか。（○はいくつでも）

１．国・地域ごとに、異なる登録支援機関を利用しているから
２．支援内容ごとに、異なる登録支援機関を利用しているから
３．特定技能外国人の受入れ人数を増やしたいから
４．それぞれの登録支援機関のサービスの特徴や強みを活用したいから
５．それぞれの登録支援機関のサービスを比較したいから
６．その他（具体的に： ）
７．特になし



問 9 問８（１）で選択肢１を回答した方にお尋ねします。複数の登録支援機関を利用し
ている場合は、主な登録支援機関１つを選んでお答えください。

１ 貴法人が利用している登録支援機関、あるいは当該機関の母体となる親法人・グルー
プの種別は以下のどれに当てはまりますか。（○は１つ）

１．医療・介護事業者
２．人材サービス事業者
３．事業協同組合

４．教育機関
５．士業（弁護士・司法書士・社会保険労務士・行政書士）
６．その他（具体的に： ）
７．わからない

２ 貴法人が受けている支援内容についてお答えください。また、その支援内容に対して、
登録支援機関に支払っている費用もご記入ください。（数字を記入）

※送出国によって費用が異なる場合は、最も受入
れ人数が多い国・地域についてお答えください。

登録支援機関に支払っている費用
（円／特定技能外国人 人当たり）

受入れ時 毎月払い

合計 円 円

法令に定める支援内容（○はいくつでも）
１．事前ガイダンス ６．日本語学習の機会の提供
２．出入国する際の送迎 ７．相談・苦情への対応
３．住居確保・生活に必要な契約支援 ８．日本人との交流促進
４．生活オリエンテーション ９．転職支援（人員整理等の場合）
５．公的手続き等への同行 ．定期的な面談・行政機関への通報

上記以外（○はいくつでも）

．在留資格申請支援 ．介護福祉士国家試験対策
．支援計画書作成支援 ．外国人材の生活支援
．外国人材の紹介 ．その他

．介護知識・技能の学習の機会の提供 （具体的に： ）
．法令に定める支援内容以外は実施していない

（注）個別の法人名や登録支援機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。

３ 登録支援機関の支援内容に対する満足度はいかがですか。（○は 1つ）
１．満足している
２．まあ満足している

３．あまり満足していない
４．満足していない

４ 登録支援機関の費用に対する納得感はいかがですか。（○は 1つ）
１．納得している
２．まあ納得している

３．あまり納得していない
４．納得していない

問 10 登録支援機関を選ぶ際のポイントについてお尋ねします。
１ 登録支援機関を選ぶ際のポイントは何だと思いますか。（○はいくつでも）
１．介護分野における特定技能外国人の受入れ実績
２．ニーズに合った支援内容
３．現地の送出機関や教育機関とのネットワーク
４．国内の日本語学校、介護福祉士養成施設等の関係機関とのネットワーク
５．支援に対する費用が適当な金額であること
６．支援に対する費用が明確に示されていること
７．登録支援機関の事務所が近くにあること
８．専任の担当者がいること
９．医療・介護事業者が設立に関わった機関であること

．人材サービス事業者が設立に関わった機関であること
．教育機関が設立に関わった機関であること
，その他（具体的に： ）

２ 上記（１）で選択したポイントのうち、特に優先しているものはどれですか。（３つ
まで数字を記入）

問 11 問 8で選択肢２（利用していない）を回答した方にお尋ねします。
１ 登録支援機関を利用しない理由は何ですか。（○はいくつでも）
１．外国人の受入れに関するノウハウを持っているから
２．新しい在留資格「特定技能」による受入れノウハウを蓄積したいから
３．海外現地の送出機関や教育機関とのネットワークを持っているから
４．国内の日本語学校、介護福祉士養成施設等の関係機関とのネットワークを持ってい

るから
５．送出機関と直接連絡を取りたいから
６．登録支援機関に支払う費用が高いから
７．ニーズに合った登録支援機関が見つからないから
８．その他（具体的に： ）

２ 貴法人と取引のある現地の送出機関・教育機関のうち、最も受入れ人数が多い機関の
名称と所在地（国名、都市名）をお答えください。（文字を記入）
※海外からの受入れに取り組んでいない方は問 12（P９中央）へお進みください。

名称（文字を記入）
主たる事務所の所在地（文字を記入）

国名 都市名

（注）個別の機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。



問 9 問８（１）で選択肢１を回答した方にお尋ねします。複数の登録支援機関を利用し
ている場合は、主な登録支援機関１つを選んでお答えください。

１ 貴法人が利用している登録支援機関、あるいは当該機関の母体となる親法人・グルー
プの種別は以下のどれに当てはまりますか。（○は１つ）

１．医療・介護事業者
２．人材サービス事業者
３．事業協同組合

４．教育機関
５．士業（弁護士・司法書士・社会保険労務士・行政書士）
６．その他（具体的に： ）
７．わからない

２ 貴法人が受けている支援内容についてお答えください。また、その支援内容に対して、
登録支援機関に支払っている費用もご記入ください。（数字を記入）

※送出国によって費用が異なる場合は、最も受入
れ人数が多い国・地域についてお答えください。

登録支援機関に支払っている費用
（円／特定技能外国人 人当たり）

受入れ時 毎月払い

合計 円 円

法令に定める支援内容（○はいくつでも）
１．事前ガイダンス ６．日本語学習の機会の提供
２．出入国する際の送迎 ７．相談・苦情への対応
３．住居確保・生活に必要な契約支援 ８．日本人との交流促進
４．生活オリエンテーション ９．転職支援（人員整理等の場合）
５．公的手続き等への同行 ．定期的な面談・行政機関への通報

上記以外（○はいくつでも）

．在留資格申請支援 ．介護福祉士国家試験対策
．支援計画書作成支援 ．外国人材の生活支援
．外国人材の紹介 ．その他

．介護知識・技能の学習の機会の提供 （具体的に： ）
．法令に定める支援内容以外は実施していない

（注）個別の法人名や登録支援機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。

３ 登録支援機関の支援内容に対する満足度はいかがですか。（○は 1つ）
１．満足している
２．まあ満足している

３．あまり満足していない
４．満足していない

４ 登録支援機関の費用に対する納得感はいかがですか。（○は 1つ）
１．納得している
２．まあ納得している

３．あまり納得していない
４．納得していない

問 10 登録支援機関を選ぶ際のポイントについてお尋ねします。
１ 登録支援機関を選ぶ際のポイントは何だと思いますか。（○はいくつでも）
１．介護分野における特定技能外国人の受入れ実績
２．ニーズに合った支援内容
３．現地の送出機関や教育機関とのネットワーク
４．国内の日本語学校、介護福祉士養成施設等の関係機関とのネットワーク
５．支援に対する費用が適当な金額であること
６．支援に対する費用が明確に示されていること
７．登録支援機関の事務所が近くにあること
８．専任の担当者がいること
９．医療・介護事業者が設立に関わった機関であること

．人材サービス事業者が設立に関わった機関であること
．教育機関が設立に関わった機関であること
，その他（具体的に： ）

２ 上記（１）で選択したポイントのうち、特に優先しているものはどれですか。（３つ
まで数字を記入）

問 11 問 8で選択肢２（利用していない）を回答した方にお尋ねします。
１ 登録支援機関を利用しない理由は何ですか。（○はいくつでも）
１．外国人の受入れに関するノウハウを持っているから
２．新しい在留資格「特定技能」による受入れノウハウを蓄積したいから
３．海外現地の送出機関や教育機関とのネットワークを持っているから
４．国内の日本語学校、介護福祉士養成施設等の関係機関とのネットワークを持ってい

るから
５．送出機関と直接連絡を取りたいから
６．登録支援機関に支払う費用が高いから
７．ニーズに合った登録支援機関が見つからないから
８．その他（具体的に： ）

２ 貴法人と取引のある現地の送出機関・教育機関のうち、最も受入れ人数が多い機関の
名称と所在地（国名、都市名）をお答えください。（文字を記入）
※海外からの受入れに取り組んでいない方は問 12（P９中央）へお進みください。

名称（文字を記入）
主たる事務所の所在地（文字を記入）

国名 都市名

（注）個別の機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。



３ 上記（２）で回答した現地の送出機関・教育機関を選んだ理由は何ですか。（○はい
くつでも）

１．当該送出機関における人材募集・育成の方針に共感したから
２．介護分野で日本に人材を送り出した実績があるから
３．現地における日本語の教育・研修内容が充実しているから
４．現地における介護知識・技能の教育・研修内容が充実しているから
５．現地で教育機関を運営している、あるいは現地の教育機関と連携しているから
６．日本人スタッフの常駐など、日本語でのコミュニケーションがとりやすいから
７．日本国内に事務所があり、入国前後で一貫した支援をしてくれるから
８．費用が安いから
９．関係機関等に紹介されたから

．その他（具体的に： ）

問 12 特定技能外国人の受入れについて、連携している国内の関係機関についてお答えく
ださい。（○はいくつでも）
１．自治体（都道府県）
２．自治体（市区町村）
３．社会福祉協議会
４．介護・医療分野の業界団体
５．他の医療・介護事業者
６．登録支援機関

７．日本語学校
８．介護福祉士養成施設
９．日本語学校・介護福祉士養成施設以外の教育機関

．地域の国際交流団体・外国人支援団体
．その他（具体的に： ）
．特になし

４．特定技能外国人受入れの基準と支援についてお尋ねします

問 13 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していることは何で
すか。（○はいくつでも）
１．即戦力としての活躍
２．介護という仕事に対する理解度
３．日本の介護知識・技能の習得に対する意欲
４．日本語能力
５．日本の文化・慣習に対する理解度
６．日本語や日本の文化を知ろうという意欲
７．母国の看護や介護にかかる資格の取得状況
８．母国の看護や介護にかかる経験
９．コミュニケーション能力

．主体性や誠実さ
．介護の仕事の継続意向
．日本への定住意向
．貴法人での就労継続意向
．将来の目標
．他の職員とのバランス・相性
．その他（具体的に：

）
．特になし（他の在留資格と同じ）

問 14 貴法人で、特定技能外国人に対してのみ実施している取組は何ですか。日本人職員、
他の在留資格の外国人介護職員にも同様に実施しているものは除いてご回答ください。
（○はいくつでも）
１．貴法人のキャリアパスに関する説明会・研修会等の開催
２．上司・管理者とのキャリア面談・相談等
３．プリセプター、エルダー制度、メンター制度の導入
４．日本語能力向上のための研修等の開催
５．介護知識・技能向上のための研修等の開催（制度上の研修を除く）
６．外部で実施される研修等の受講料の助成
７．テキストや教材の提供あるいは費用助成
８．業務の理解度や介護技術の習得状況等の把握
９．その他（具体的に： ）

．特定技能外国人に対してのみ実施している取組はない

問 15 介護福祉士国家資格取得のための支援についてお尋ねします。
１ 貴法人では、特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するための支援を実施して

いますか。（○は１つ）
１．実施している（日本人職員や他の在留資格の外国人介護職員と一緒の場合も含む）
２．実施していない

２ 上記（１）で選択肢１（実施している）を回答した方にお尋ねします。支援を実施す
るにあたり、国や自治体の補助を活用しましたか。（○は１つ）

１．活用した
２．活用していない

３ 上記（１）で選択肢１（実施している）を回答した方にお尋ねします。どのような支
援を実施していますか。（○はいくつでも）

１．国家試験対策の日本語の研修等の開催
２．国家試験対策の介護知識・技能の研修等の開催
３．国家試験対策の模擬試験の実施
４．介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の開催
５．国家試験の受験料の助成
６．外部で実施されるセミナーや模擬試験の受講料の助成
７．国家試験対策のテキストや教材の提供あるいは費用助成
８．介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成
９．学習時間を確保するための業務時間の調整・配慮

．その他（具体的に： ）



３ 上記（２）で回答した現地の送出機関・教育機関を選んだ理由は何ですか。（○はい
くつでも）

１．当該送出機関における人材募集・育成の方針に共感したから
２．介護分野で日本に人材を送り出した実績があるから
３．現地における日本語の教育・研修内容が充実しているから
４．現地における介護知識・技能の教育・研修内容が充実しているから
５．現地で教育機関を運営している、あるいは現地の教育機関と連携しているから
６．日本人スタッフの常駐など、日本語でのコミュニケーションがとりやすいから
７．日本国内に事務所があり、入国前後で一貫した支援をしてくれるから
８．費用が安いから
９．関係機関等に紹介されたから

．その他（具体的に： ）

問 12 特定技能外国人の受入れについて、連携している国内の関係機関についてお答えく
ださい。（○はいくつでも）
１．自治体（都道府県）
２．自治体（市区町村）
３．社会福祉協議会
４．介護・医療分野の業界団体
５．他の医療・介護事業者
６．登録支援機関

７．日本語学校
８．介護福祉士養成施設
９．日本語学校・介護福祉士養成施設以外の教育機関

．地域の国際交流団体・外国人支援団体
．その他（具体的に： ）
．特になし

４．特定技能外国人受入れの基準と支援についてお尋ねします

問 13 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れにあたり重視していることは何で
すか。（○はいくつでも）
１．即戦力としての活躍
２．介護という仕事に対する理解度
３．日本の介護知識・技能の習得に対する意欲
４．日本語能力
５．日本の文化・慣習に対する理解度
６．日本語や日本の文化を知ろうという意欲
７．母国の看護や介護にかかる資格の取得状況
８．母国の看護や介護にかかる経験
９．コミュニケーション能力

．主体性や誠実さ
．介護の仕事の継続意向
．日本への定住意向
．貴法人での就労継続意向
．将来の目標
．他の職員とのバランス・相性
．その他（具体的に：

）
．特になし（他の在留資格と同じ）

問 14 貴法人で、特定技能外国人に対してのみ実施している取組は何ですか。日本人職員、
他の在留資格の外国人介護職員にも同様に実施しているものは除いてご回答ください。
（○はいくつでも）
１．貴法人のキャリアパスに関する説明会・研修会等の開催
２．上司・管理者とのキャリア面談・相談等
３．プリセプター、エルダー制度、メンター制度の導入
４．日本語能力向上のための研修等の開催
５．介護知識・技能向上のための研修等の開催（制度上の研修を除く）
６．外部で実施される研修等の受講料の助成
７．テキストや教材の提供あるいは費用助成
８．業務の理解度や介護技術の習得状況等の把握
９．その他（具体的に： ）

．特定技能外国人に対してのみ実施している取組はない

問 15 介護福祉士国家資格取得のための支援についてお尋ねします。
１ 貴法人では、特定技能外国人が介護福祉士国家資格を取得するための支援を実施して

いますか。（○は１つ）
１．実施している（日本人職員や他の在留資格の外国人介護職員と一緒の場合も含む）
２．実施していない

２ 上記（１）で選択肢１（実施している）を回答した方にお尋ねします。支援を実施す
るにあたり、国や自治体の補助を活用しましたか。（○は１つ）

１．活用した
２．活用していない

３ 上記（１）で選択肢１（実施している）を回答した方にお尋ねします。どのような支
援を実施していますか。（○はいくつでも）

１．国家試験対策の日本語の研修等の開催
２．国家試験対策の介護知識・技能の研修等の開催
３．国家試験対策の模擬試験の実施
４．介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の開催
５．国家試験の受験料の助成
６．外部で実施されるセミナーや模擬試験の受講料の助成
７．国家試験対策のテキストや教材の提供あるいは費用助成
８．介護職員初任者研修や介護福祉士実務者研修の受講料の助成
９．学習時間を確保するための業務時間の調整・配慮

．その他（具体的に： ）



４ 上記（３）で選択肢１（国家試験対策の日本語の研修等の開催）、２（国家試験対策
の介護知識・技能の研修等の開催）を回答した方にお尋ねします。どのような方法で、
研修等の内容・カリキュラムを決めましたか。（○はいくつでも）

１． 介護福祉士候補者や留学生アルバイトへの支援の経験を参考にした
２．他の医療・介護事業者の取組を参考にした
３．日本語学校・介護福祉士養成施設の助言を得た
４．自治体や関係機関の取組に参加した、あるいは助言を得た
５．書籍やインターネットの情報を参考にした
６．その他（具体的に： ）

５．特定技能外国人等の受入れに係る今後の方針をお尋ねします

問 16 外国人介護人材（特定技能以外の在留資格も含む）の受入れに関する貴法人の今後
３年間の方針をお答えください。（○は１つ）
１．拡大
２．現状維持

３．縮小
４．わからない・未定

問 17 特定技能外国人の受入れに関する貴法人の今後３年間の方針をお答えください。
（○は１つ）
１．拡大
２．現状維持

３．縮小
４．わからない・未定

問 18 介護分野の特定技能外国人受入れについて、アフターコロナを見据えて、これまで
の業務方針の変更を検討していることはありますか。
１．ある
２．ない

問 18-1 問 18 で、選択肢 1（ある）を回答した方にお尋ねします。これまでの業務方針
の変更を検討しているのはどのようなことですか。（○はいくつでも）
１．海外からの特定技能外国人受入れの強化
２．受入れ対象国の見直し
３．送出機関の選定及び取引内容の見直し
４．国内での特定技能外国人採用の強化
５．特定技能外国人の採用基準の見直し
６．特定技能外国人に対する教育・研修のさらなる充実
７．支援における 化のより積極的な推進
８．その他（具体的に： ）

６．特定技能外国人の受入れに係る課題や要望についてお尋ねします

問 19 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は何ですか。（○はいくつでも）
１．手続きが煩雑
２．日本での就労を希望する者が減少して

いる
３．入国の目途がたたない
４．入国時の手続きに時間がかかる

５．制度の周知が不十分
６．制度の運用状況や手続きに関する情報
が少ない
７．家族の呼び寄せができない
８．その他（具体的に： ）
９．特になし

問 20 特定技能外国人の受入れに係る介護分野での特定技能外国人の受入れに係る課題は
何ですか。（○はいくつでも）
１．介護分野での就労希望者が減少している
２．他の在留資格も含めた制度が複雑
３．登録支援機関の費用が高い
４．受入れに係る費用が高い
５．受入れに係る費用が分かりにくい
６．介護の日本語を学ぶための支援策が少ない
７．介護の日本語を理解していない特定技能外

国人が多い

８．介護福祉士国家試験取得のための
支援策が少ない

９．転職に関する不安がある
．介護分野の運用状況や手続きに関
する情報が少ない

．介護分野の先進事例に関する情報
が少ない

．その他
（具体的に： ）

．特になし

問 21 その他、特定技能外国人の受入れについてのご意見がありましたら、自由にご記入
ください。

～ご回答ありがとうございました～



４ 上記（３）で選択肢１（国家試験対策の日本語の研修等の開催）、２（国家試験対策
の介護知識・技能の研修等の開催）を回答した方にお尋ねします。どのような方法で、
研修等の内容・カリキュラムを決めましたか。（○はいくつでも）

１． 介護福祉士候補者や留学生アルバイトへの支援の経験を参考にした
２．他の医療・介護事業者の取組を参考にした
３．日本語学校・介護福祉士養成施設の助言を得た
４．自治体や関係機関の取組に参加した、あるいは助言を得た
５．書籍やインターネットの情報を参考にした
６．その他（具体的に： ）

５．特定技能外国人等の受入れに係る今後の方針をお尋ねします

問 16 外国人介護人材（特定技能以外の在留資格も含む）の受入れに関する貴法人の今後
３年間の方針をお答えください。（○は１つ）
１．拡大
２．現状維持

３．縮小
４．わからない・未定

問 17 特定技能外国人の受入れに関する貴法人の今後３年間の方針をお答えください。
（○は１つ）
１．拡大
２．現状維持

３．縮小
４．わからない・未定

問 18 介護分野の特定技能外国人受入れについて、アフターコロナを見据えて、これまで
の業務方針の変更を検討していることはありますか。
１．ある
２．ない

問 18-1 問 18 で、選択肢 1（ある）を回答した方にお尋ねします。これまでの業務方針
の変更を検討しているのはどのようなことですか。（○はいくつでも）
１．海外からの特定技能外国人受入れの強化
２．受入れ対象国の見直し
３．送出機関の選定及び取引内容の見直し
４．国内での特定技能外国人採用の強化
５．特定技能外国人の採用基準の見直し
６．特定技能外国人に対する教育・研修のさらなる充実
７．支援における 化のより積極的な推進
８．その他（具体的に： ）

６．特定技能外国人の受入れに係る課題や要望についてお尋ねします

問 19 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は何ですか。（○はいくつでも）
１．手続きが煩雑
２．日本での就労を希望する者が減少して

いる
３．入国の目途がたたない
４．入国時の手続きに時間がかかる

５．制度の周知が不十分
６．制度の運用状況や手続きに関する情報
が少ない
７．家族の呼び寄せができない
８．その他（具体的に： ）
９．特になし

問 20 特定技能外国人の受入れに係る介護分野での特定技能外国人の受入れに係る課題は
何ですか。（○はいくつでも）
１．介護分野での就労希望者が減少している
２．他の在留資格も含めた制度が複雑
３．登録支援機関の費用が高い
４．受入れに係る費用が高い
５．受入れに係る費用が分かりにくい
６．介護の日本語を学ぶための支援策が少ない
７．介護の日本語を理解していない特定技能外

国人が多い

８．介護福祉士国家試験取得のための
支援策が少ない

９．転職に関する不安がある
．介護分野の運用状況や手続きに関
する情報が少ない

．介護分野の先進事例に関する情報
が少ない

．その他
（具体的に： ）

．特になし

問 21 その他、特定技能外国人の受入れについてのご意見がありましたら、自由にご記入
ください。

～ご回答ありがとうございました～



事業所調査票 



事業所調査票 







本人調査票 



本人調査票 











1 

介護分野に係る登録支援機関の実態に関する調査（一次調査票）

Q1 貴機関の出入国在留管理庁への登録番号、氏名又は名称

登録番号 2 桁（選択） 登 － 6桁入力 

氏名又は名称 

Q2 個人・法人の種類（○は１つ）
１．株式会社・有限会社 
２．協同組合 
３．合同会社・合名会社 
４．社団法人・財団法人 

５．特定非営利活動法人 
６．行政書士法人・司法書士法人・弁護士法人 
７．個人 
８．その他（具体的に：  ） 

Q3 貴機関では、介護分野の特定技能外国人受入れに対応することができますか。（○は１
つ）

１．対応できる  →Q4 へ
２．対応できない 

→アンケート調査はこちらで終わりです。ご協力ありがとうございました。

Q4 貴機関では、これまでに介護分野の受入れ事業者と支援委託契約を締結した実績があ
りますか。（○は１つ）
１．ある 
２．ない 

→アンケート調査はこちらで終わりです。ご協力ありがとうございました。
（注）現時点で支援委託契約を締結している介護分野の受入れ事業者がない場合でも、過去
に実績がある場合は「選択肢 1」を選んでください。 

～ご回答ありがとうございました。～
～Q4で選択肢１を選んだ方には、後日、介護分野について具体的にお尋ねする

二次調査票をお送りします。引き続きご協力をお願いします。～

登録支援機関調査票（一次）
介護分野における特定技能外国人の受入れに関するアンケート調査

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より事業団の活動につきましては、ご理解、ご協力を賜り厚くお礼を申し上げます。
さて、当事業団では、厚生労働省補助事業である老人保健健康増進等事業により、標記の

アンケート調査を実施することになりました。
本アンケート調査は、介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態等を把握すること

により、今後の施策検討のための基礎資料を収集することを目的としております。
ご多用のところ恐れ入りますが、本アンケート調査の趣旨をご理解の上、ご協力頂けます

よう何卒よろしくお願い申し上げます。
公益社団法人国際厚生事業団

外国人介護人材支援部

＜ご回答について＞
・本調査票（法人調査票）は、令和３年 10 月に実施した「介護分野における特定技能外国
人の受入れに関する第１次アンケート調査」にご回答頂いた登録支援機関のうち、介護分
野の受入れ事業者と支援委託契約を締結した実績のある登録支援機関にお送りしており
ます。

・ご回答は、特定技能外国人の受入れを担当している部署の方にお願いします。
・ご回答済みの調査票は同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、お手数ではございますが、
令和３年 11月 26 日（金）までに投函をお願いいたします。

＜本調査に関するお問い合わせ先＞
公益社団法人国際厚生事業団 特定技能外国人調査事務局
E-mail：fcw-chosa@jicwels.or.jp 電話：03-6257-1915（10:00～17:00）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、在宅勤務を行っております。
お問い合わせにつきましては、なるべく にてお願い申し上げます。

＜情報の取扱いについて＞
ご回答頂いた情報は、すべて統計的に処理し、個別のご回答内容が厚生労働省、当事業団

以外に知られることはございません。また、データ処理について外部事業者に委託する場合
は、適切な委託業者を選定してデータの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対して
適切な監督を行います。

登録支援機関調査票（二次）



1 

介護分野に係る登録支援機関の実態に関する調査（一次調査票）

Q1 貴機関の出入国在留管理庁への登録番号、氏名又は名称

登録番号 2 桁（選択） 登 － 6桁入力 

氏名又は名称 

Q2 個人・法人の種類（○は１つ）
１．株式会社・有限会社 
２．協同組合 
３．合同会社・合名会社 
４．社団法人・財団法人 

５．特定非営利活動法人 
６．行政書士法人・司法書士法人・弁護士法人 
７．個人 
８．その他（具体的に：  ） 

Q3 貴機関では、介護分野の特定技能外国人受入れに対応することができますか。（○は１
つ）

１．対応できる  →Q4 へ
２．対応できない 

→アンケート調査はこちらで終わりです。ご協力ありがとうございました。

Q4 貴機関では、これまでに介護分野の受入れ事業者と支援委託契約を締結した実績があ
りますか。（○は１つ）
１．ある 
２．ない 

→アンケート調査はこちらで終わりです。ご協力ありがとうございました。
（注）現時点で支援委託契約を締結している介護分野の受入れ事業者がない場合でも、過去
に実績がある場合は「選択肢 1」を選んでください。 

～ご回答ありがとうございました。～
～Q4で選択肢１を選んだ方には、後日、介護分野について具体的にお尋ねする

二次調査票をお送りします。引き続きご協力をお願いします。～

登録支援機関調査票（一次）
介護分野における特定技能外国人の受入れに関するアンケート調査

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より事業団の活動につきましては、ご理解、ご協力を賜り厚くお礼を申し上げます。
さて、当事業団では、厚生労働省補助事業である老人保健健康増進等事業により、標記の

アンケート調査を実施することになりました。
本アンケート調査は、介護分野に係る特定技能外国人の受入れの実態等を把握すること

により、今後の施策検討のための基礎資料を収集することを目的としております。
ご多用のところ恐れ入りますが、本アンケート調査の趣旨をご理解の上、ご協力頂けます

よう何卒よろしくお願い申し上げます。
公益社団法人国際厚生事業団

外国人介護人材支援部

＜ご回答について＞
・本調査票（法人調査票）は、令和３年 10 月に実施した「介護分野における特定技能外国
人の受入れに関する第１次アンケート調査」にご回答頂いた登録支援機関のうち、介護分
野の受入れ事業者と支援委託契約を締結した実績のある登録支援機関にお送りしており
ます。

・ご回答は、特定技能外国人の受入れを担当している部署の方にお願いします。
・ご回答済みの調査票は同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、お手数ではございますが、
令和３年 11月 26 日（金）までに投函をお願いいたします。

＜本調査に関するお問い合わせ先＞
公益社団法人国際厚生事業団 特定技能外国人調査事務局
E-mail：fcw-chosa@jicwels.or.jp 電話：03-6257-1915（10:00～17:00）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、在宅勤務を行っております。
お問い合わせにつきましては、なるべく にてお願い申し上げます。

＜情報の取扱いについて＞
ご回答頂いた情報は、すべて統計的に処理し、個別のご回答内容が厚生労働省、当事業団

以外に知られることはございません。また、データ処理について外部事業者に委託する場合
は、適切な委託業者を選定してデータの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対して
適切な監督を行います。

登録支援機関調査票（二次）



※本調査は、介護分野の受入れ事業者と支援委託契約を締結した実績のある登録支援機関
を対象にしています。それ以外の登録支援機関の方はご回答不要です。

※特に注意書きのない限り、令和３年 10 月１日時点の状況についてお答えください。

はじめに、貴機関のご連絡先をご記入ください

氏名又は名称
個人・法人の

種類
１．株式会社・有限会社
２．協同組合
３．合同会社・合名会社
４．社団法人・財団法人

５．特定非営利活動法人
６．行政書士法人・司法書士法人・弁護士法人
７．個人
８．その他（具体的に： ）

本店又は主たる
事務所の所在地 （ 都・道・府・県 ）

電話番号

１．貴機関の概要についてお尋ねします

問 1 貴機関の職員数についてお尋ねします。
（１）貴機関の職員数は何人ですか。（○は 1 つ）
１． ～ 人
２． ～ 人
３． ～ 人

４． ～ 人
５． ～ 人
６． ～ 人

７． ～ 人
８． ～ 人
９． 人以上

（注）役員、契約職員、パート・アルバイト職員は含めてお答えください。派遣職員は除いてください。

（２）貴機関の職員のうち、外国人職員数は何人ですか。（○は 1つ）
１． 人（外国人職員はいない）
２． ～ 人
３． ～ 人
４． ～ 人

５． ～ 人
６． ～ 人
７． ～ 人

８． ～ 人
９． ～ 人

． 人以上

（注）役員、契約職員・パート・アルバイト職員は含めてお答えください。派遣職員は除いてください。

（３）上記（２）で選択肢２～10（1人以上）を回答した方にお尋ねします。外国人介護職
員の出身国・地域はどちらですか。（○はいくつでも）
１．ベトナム
２．インドネシア
３．フィリピン
４．中国
５．ミャンマー
６．ネパール

．カンボジア
．タイ
．モンゴル
．スリランカ
．バングラデシュ
．ウズベキスタン

．パキスタン
．インド
．その他

（具体的に： ）

問 2 貴機関、あるいは貴機関の母体となる親法人・グループの種別は以下のどれに当ては
まりますか。（○は１つ）
１．医療・介護事業者
２．人材サービス事業者
３．事業協同組合

４．教育機関
５．士業（弁護士・司法書士・社会保険労務士・行政書士）
６．その他の法人
（具体的に： ）

問 2-1 上記、問 2で選択肢 1（医療・介護事業者）を回答した方にお尋ねします。
貴法人・グループ以外の医療・介護事業者への特定技能外国人の受入れに対応していますか。
１．対応している
２．対応していない（自らの法人・グループへの受入れのみ対応している）

問 3 貴機関では、技能実習制度に係る監理団体業務を行っていますか。（○は１つ）
１．行っている（一般監理団体）
２．行っている（特定監理団体）

３．行っていない

問 4 特定技能外国人の受入れについて、介護分野以外で支援委託契約を締結した実績のあ
る分野についてお答えください。（○はいくつでも）
１．ビルクリーニング
２．素形材産業
３．産業機械製造業
４．電気・電子情報関連産業
５．建設

６．造船・舶用工業
７．自動車整備
８．航空
９．宿泊

．農業

．漁業
．飲食料品製造業
．外食業
．介護以外の実績はない

問 5 介護分野の特定技能外国人受入れについて、連携している国内の関係機関についてお
答えください。（○はいくつでも）
１．自治体（都道府県）
２．自治体（市区町村）
３．社会福祉協議会
４．介護・医療分野の業界団体
５．日本語学校

６．介護福祉士養成施設
７．日本語学校・介護福祉士養成施設以外の教育機関
８．地域の国際交流団体・ボランティア団体
９．その他（具体的に： ）

．特になし

問 5-1 上記、問５で選択肢 1～9（「特になし」以外）を回答した方にお尋ねします。
連携している内容を具体的にご記入ください。



※本調査は、介護分野の受入れ事業者と支援委託契約を締結した実績のある登録支援機関
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貴法人・グループ以外の医療・介護事業者への特定技能外国人の受入れに対応していますか。
１．対応している
２．対応していない（自らの法人・グループへの受入れのみ対応している）

問 3 貴機関では、技能実習制度に係る監理団体業務を行っていますか。（○は１つ）
１．行っている（一般監理団体）
２．行っている（特定監理団体）

３．行っていない

問 4 特定技能外国人の受入れについて、介護分野以外で支援委託契約を締結した実績のあ
る分野についてお答えください。（○はいくつでも）
１．ビルクリーニング
２．素形材産業
３．産業機械製造業
４．電気・電子情報関連産業
５．建設

６．造船・舶用工業
７．自動車整備
８．航空
９．宿泊

．農業

．漁業
．飲食料品製造業
．外食業
．介護以外の実績はない

問 5 介護分野の特定技能外国人受入れについて、連携している国内の関係機関についてお
答えください。（○はいくつでも）
１．自治体（都道府県）
２．自治体（市区町村）
３．社会福祉協議会
４．介護・医療分野の業界団体
５．日本語学校

６．介護福祉士養成施設
７．日本語学校・介護福祉士養成施設以外の教育機関
８．地域の国際交流団体・ボランティア団体
９．その他（具体的に： ）

．特になし

問 5-1 上記、問５で選択肢 1～9（「特になし」以外）を回答した方にお尋ねします。
連携している内容を具体的にご記入ください。
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２．特定技能（介護分野）に関する支援実績・支援内容についてお尋ねします
問 6 貴機関における特定技能（介護分野）の支援実績をお答えください。（数字を記入）
支援委託契約を締結している法人数 法人 

支援している外国人数（来日前の内定者を含む） 人 

ア）うち、技能実習（介護）からの在留資格変更者 人 

イ）うち、技能実習（介護以外）からの在留資格変更者 人 

イ）うち、特定活動（EPA）からの在留資格変更者 人 

ウ）うち、上記以外の国内試験合格者 人 

エ）うち、上記以外の海外試験合格者 人 

問 7 介護分野について、貴機関で対応している支援内容についてお答えください。ま
た、その支援内容に対して介護分野の受入れ事業者から徴収している費用の平均的な金額
もご記入ください。
※送出国によって費用が異なる場合は、最も受入
れ人数が多い国・地域についてお答えください。

受入れ事業者から徴収している費用 
（円／特定技能外国人 1 人当たり） 

受入れ時 毎月払い 

↓法令に定める支援内容（○はいくつでも） 計 円 円 

１．事前ガイダンス 
※
内
訳
は
可
能
で
あ
れ
ば
ご
記
入
く
だ
さ
い

２．出入国する際の送迎 

３．住居確保・生活に必要な契約支援 

４．生活オリエンテーション 

５．公的手続き等への同行 

６．日本語学習の機会の提供 

７．相談・苦情への対応 

８．日本人との交流促進 

９．転職支援（人員整理等の場合） 

10．定期的な面談・行政機関への通報 

↓上記以外（○はいくつでも） 円 円 

11．在留資格申請支援 ※
内
訳
は
可
能
で
あ
れ
ば
ご
記
入
く
だ
さ
い 

12．支援計画書作成支援 

13．外国人材の紹介 

14．介護知識・技能の学習の機会の提供 

15．介護福祉士国家試験対策 

16．外国人材の生活支援 

17．その他（具体的に： ） 

18．法令に定める支援内容以外は実施していない 
（注）個別の機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。

問 8 特定技能外国人の受入れについて介護事業者から徴収している費用
（問 7で回答して頂いた費用）はどのように決めましたか。（○はいくつでも）

１．貴機関が行っている監理団体業務の費用を参考にした
２．貴機関が行っているその他のサービス（監理団体業務以外）の費用を参考にした
３．他の登録支援機関の費用を参考にした
４．他の監理団体の費用を参考にした
５．貴機関独自の基準を設定した
６．その他（具体的に： ）

問 9 問 7で回答して頂いた支援内容のうち、貴機関のバックグラウンドやこれまでの知見
等を活かすことにより、貴機関の強みとしている支援内容についてお答えください。

貴機関の強みとしている支援内容
（○は つまで） 具体的な支援内容

１．事前ガイダンス
２．出入国する際の送迎
３．住居確保・生活に必要な契約支援
４．生活オリエンテーション
５．公的手続き等への同行
６．日本語学習の機会の提供
７．外国人からの相談・苦情への対応
８．日本人との交流促進
９．転職支援（人員整理等の場合）

．定期的な面談・行政機関への通報
．在留資格申請支援
．支援計画書作成支援
．外国人材の紹介
．介護知識・技能の学習の機会の提供
．介護福祉士国家試験対策
．外国人材の生活支援
．外国人材の職場への定着支援
．受入れ事業者からの相談・苦情への対応
．その他

＜強みとしている支援内容①＞

＜強みとしている支援内容②＞

＜強みとしている支援内容③＞
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２．特定技能（介護分野）に関する支援実績・支援内容についてお尋ねします
問 6 貴機関における特定技能（介護分野）の支援実績をお答えください。（数字を記入）
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ア）うち、技能実習（介護）からの在留資格変更者 人 

イ）うち、技能実習（介護以外）からの在留資格変更者 人 

イ）うち、特定活動（EPA）からの在留資格変更者 人 

ウ）うち、上記以外の国内試験合格者 人 

エ）うち、上記以外の海外試験合格者 人 

問 7 介護分野について、貴機関で対応している支援内容についてお答えください。ま
た、その支援内容に対して介護分野の受入れ事業者から徴収している費用の平均的な金額
もご記入ください。
※送出国によって費用が異なる場合は、最も受入
れ人数が多い国・地域についてお答えください。

受入れ事業者から徴収している費用 
（円／特定技能外国人 1 人当たり） 

受入れ時 毎月払い 

↓法令に定める支援内容（○はいくつでも） 計 円 円 

１．事前ガイダンス 
※
内
訳
は
可
能
で
あ
れ
ば
ご
記
入
く
だ
さ
い

２．出入国する際の送迎 

３．住居確保・生活に必要な契約支援 

４．生活オリエンテーション 

５．公的手続き等への同行 

６．日本語学習の機会の提供 

７．相談・苦情への対応 

８．日本人との交流促進 

９．転職支援（人員整理等の場合） 

10．定期的な面談・行政機関への通報 

↓上記以外（○はいくつでも） 円 円 

11．在留資格申請支援 ※
内
訳
は
可
能
で
あ
れ
ば
ご
記
入
く
だ
さ
い 

12．支援計画書作成支援 

13．外国人材の紹介 

14．介護知識・技能の学習の機会の提供 

15．介護福祉士国家試験対策 

16．外国人材の生活支援 

17．その他（具体的に： ） 

18．法令に定める支援内容以外は実施していない 
（注）個別の機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。

問 8 特定技能外国人の受入れについて介護事業者から徴収している費用
（問 7で回答して頂いた費用）はどのように決めましたか。（○はいくつでも）

１．貴機関が行っている監理団体業務の費用を参考にした
２．貴機関が行っているその他のサービス（監理団体業務以外）の費用を参考にした
３．他の登録支援機関の費用を参考にした
４．他の監理団体の費用を参考にした
５．貴機関独自の基準を設定した
６．その他（具体的に： ）

問 9 問 7で回答して頂いた支援内容のうち、貴機関のバックグラウンドやこれまでの知見
等を活かすことにより、貴機関の強みとしている支援内容についてお答えください。

貴機関の強みとしている支援内容
（○は つまで） 具体的な支援内容

１．事前ガイダンス
２．出入国する際の送迎
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５．公的手続き等への同行
６．日本語学習の機会の提供
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＜強みとしている支援内容③＞
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問 10 新型コロナウイルス感染症の拡大は、特定技能（介護分野）に関する貴機関の業務
にどのような影響がありましたか。（○はいくつでも）

１．海外からの特定技能外国人受入れに係る新規の支援依頼が減少した 
２．国内での特定技能外国人受入れ（採用）に係る新規の支援依頼が増加した 
３．既存の案件に係る支援内容が減少した 
４．介護分野の受入れ事業者からの特定技能外国人受入れ支援に関する相談が増加した 
５．介護分野の受入れ事業者からの特定技能外国人受入れ支援に関する相談が減少した 
６．介護分野での就労を希望する外国人材からの相談が増えた 
７．介護分野で就労する特定技能外国人からの離転職・帰国の相談が増えた 
８．オンライン相談等に対応するための経費が増加した 
９．介護分野の受入れ事業者が国内人材の採用に注力するようになり、業界全体として 

登録支援機関の業務が減少した 
10．その他（具体的に：  ） 
11．特に影響なし 

３．介護分野の特定技能外国人の送出国、送出機関についてお尋ねします

問 11 貴機関が、介護分野の特定技能外国人の受入れに取り組んでいる海外の国・地域は
どちらですか。 

（1）最も受
入 れ人 数 が
多 い 海 外 の
国・地域（○
は 1 つ）

１．フィリピン 
２．カンボジア 
３．ネパール 
４．ミャンマー 
５．モンゴル 
６．スリランカ 

７．インドネシア 
８．ベトナム 
９．バングラデシュ 
10．ウズベキスタン 
11．パキスタン 
12．タイ 

13．インド 
14．その他 
（具体的に：  ） 
15．海外からの受入れには
取り組んでいない（日本国内
のみ）→問 12 へ 

（2）それ以
外 の 海 外 の
国・地域（○
は い く つ で
も）

１．フィリピン 
２．カンボジア 
３．ネパール 
４．ミャンマー 
５．モンゴル 
６．スリランカ 

７．インドネシア 
８．ベトナム 
９．バングラデシュ 
10．ウズベキスタン 
11．パキスタン 
12．タイ 

13．インド 
14．その他 
（具体的に： ） 

（ 3 ）（ 上 記
（1）で選択
肢 1～14 を
選んだ方）そ
の 国 を 選 ん
だ理由（○は
いくつでも） 

１．技能実習生の受入れを支援した経験があるから 
２．技能実習生以外の外国人の受入れを支援した経験があるから 
３．当該国にこれまでの経験等を活かしたネットワークを有しているから 
４．当該国からの受入れを希望する介護事業者が多いから 
５．日本で働くことを希望する人材が多いから 
６．介護分野で働くことを希望する人材が多いから 
７．当該国の人材の国民性や習慣が日本の介護分野に合っているから 
８．当該国が人材の送出に積極的に取り組んでいるから 
９．当該国の送出に係る手続きが比較的容易であるから 
10．その他（具体的に：  ） 
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問 12 現在受入れに取り組んでいる国・地域以外（日本国内を含む）で、今後の受入れを
検討している海外の国・地域はどこですか。（○はいくつでも）

（1）今後の
受 入れ を 検
討 し て い る
国・地域（○
は い く つ で
も）

１．フィリピン 
２．カンボジア 
３．ネパール 
４．ミャンマー 
５．モンゴル 
６．スリランカ 

７．インドネシア 
８．ベトナム 
９．バングラデシュ 
10．ウズベキスタン 
11．パキスタン 
12．タイ 

13．インド 
14．その他 
（具体的に： ） 

（2）その国
を 選 ん だ 理
由（○はいく
つでも）

１．技能実習生の受入れを支援した経験があるから 
２．技能実習生以外の外国人の受入れを支援した経験があるから 
３．当該国にこれまでの経験等を活かしたネットワークを有しているから 
４．当該国からの受入れを希望する介護事業者が多いから 
５．日本で働くことを希望する人材が多いから 
６．介護分野で働くことを希望する人材が多いから 
７．当該国の人材の国民性や習慣が日本の介護分野に合っているから 
８．当該国が人材の送出に積極的に取り組んでいるから 
９．当該国の送出に係る手続きが比較的容易であるから 
10．その他（具体的に：  ） 

問 13 介護分野の特定技能外国人受入れに関する、海外の送出機関についてお尋ねしま
す。
１ 貴機関は、海外の送出機関と取引がありますか。
１．ある 
２．ない（受入れ国において必ずしも送出し機関を通さなくてもよいため）→問 14 へ 
３．ない（海外からの受入れには取り組んでいないため）→問 14 へ 

２ 上記（1）で選択肢 1（ある）を回答した方にお尋ねします。貴機関と取引のある送出
機関の名称と所在地（国名、都市名）をご記入ください。（文字を記入）

名称 
主たる事務所の所在地 

国名 都市名 

ア 

イ 

ウ 

エ 

オ 

（注）個別の機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。
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問 10 新型コロナウイルス感染症の拡大は、特定技能（介護分野）に関する貴機関の業務
にどのような影響がありましたか。（○はいくつでも）

１．海外からの特定技能外国人受入れに係る新規の支援依頼が減少した 
２．国内での特定技能外国人受入れ（採用）に係る新規の支援依頼が増加した 
３．既存の案件に係る支援内容が減少した 
４．介護分野の受入れ事業者からの特定技能外国人受入れ支援に関する相談が増加した 
５．介護分野の受入れ事業者からの特定技能外国人受入れ支援に関する相談が減少した 
６．介護分野での就労を希望する外国人材からの相談が増えた 
７．介護分野で就労する特定技能外国人からの離転職・帰国の相談が増えた 
８．オンライン相談等に対応するための経費が増加した 
９．介護分野の受入れ事業者が国内人材の採用に注力するようになり、業界全体として 

登録支援機関の業務が減少した 
10．その他（具体的に：  ） 
11．特に影響なし 

３．介護分野の特定技能外国人の送出国、送出機関についてお尋ねします

問 11 貴機関が、介護分野の特定技能外国人の受入れに取り組んでいる海外の国・地域は
どちらですか。 

（1）最も受
入 れ人 数 が
多 い 海 外 の
国・地域（○
は 1 つ）

１．フィリピン 
２．カンボジア 
３．ネパール 
４．ミャンマー 
５．モンゴル 
６．スリランカ 

７．インドネシア 
８．ベトナム 
９．バングラデシュ 
10．ウズベキスタン 
11．パキスタン 
12．タイ 

13．インド 
14．その他 
（具体的に：  ） 
15．海外からの受入れには
取り組んでいない（日本国内
のみ）→問 12 へ 

（2）それ以
外 の 海 外 の
国・地域（○
は い く つ で
も）

１．フィリピン 
２．カンボジア 
３．ネパール 
４．ミャンマー 
５．モンゴル 
６．スリランカ 

７．インドネシア 
８．ベトナム 
９．バングラデシュ 
10．ウズベキスタン 
11．パキスタン 
12．タイ 

13．インド 
14．その他 
（具体的に： ） 

（ 3 ）（ 上 記
（1）で選択
肢 1～14 を
選んだ方）そ
の 国 を 選 ん
だ理由（○は
いくつでも） 

１．技能実習生の受入れを支援した経験があるから 
２．技能実習生以外の外国人の受入れを支援した経験があるから 
３．当該国にこれまでの経験等を活かしたネットワークを有しているから 
４．当該国からの受入れを希望する介護事業者が多いから 
５．日本で働くことを希望する人材が多いから 
６．介護分野で働くことを希望する人材が多いから 
７．当該国の人材の国民性や習慣が日本の介護分野に合っているから 
８．当該国が人材の送出に積極的に取り組んでいるから 
９．当該国の送出に係る手続きが比較的容易であるから 
10．その他（具体的に：  ） 
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問 12 現在受入れに取り組んでいる国・地域以外（日本国内を含む）で、今後の受入れを
検討している海外の国・地域はどこですか。（○はいくつでも）

（1）今後の
受 入れ を 検
討 し て い る
国・地域（○
は い く つ で
も）

１．フィリピン 
２．カンボジア 
３．ネパール 
４．ミャンマー 
５．モンゴル 
６．スリランカ 

７．インドネシア 
８．ベトナム 
９．バングラデシュ 
10．ウズベキスタン 
11．パキスタン 
12．タイ 

13．インド 
14．その他 
（具体的に： ） 

（2）その国
を 選 ん だ 理
由（○はいく
つでも）

１．技能実習生の受入れを支援した経験があるから 
２．技能実習生以外の外国人の受入れを支援した経験があるから 
３．当該国にこれまでの経験等を活かしたネットワークを有しているから 
４．当該国からの受入れを希望する介護事業者が多いから 
５．日本で働くことを希望する人材が多いから 
６．介護分野で働くことを希望する人材が多いから 
７．当該国の人材の国民性や習慣が日本の介護分野に合っているから 
８．当該国が人材の送出に積極的に取り組んでいるから 
９．当該国の送出に係る手続きが比較的容易であるから 
10．その他（具体的に：  ） 

問 13 介護分野の特定技能外国人受入れに関する、海外の送出機関についてお尋ねしま
す。
１ 貴機関は、海外の送出機関と取引がありますか。
１．ある 
２．ない（受入れ国において必ずしも送出し機関を通さなくてもよいため）→問 14 へ 
３．ない（海外からの受入れには取り組んでいないため）→問 14 へ 

２ 上記（1）で選択肢 1（ある）を回答した方にお尋ねします。貴機関と取引のある送出
機関の名称と所在地（国名、都市名）をご記入ください。（文字を記入）

名称 
主たる事務所の所在地 

国名 都市名 

ア 

イ 

ウ 

エ 

オ 

（注）個別の機関名が特定できる形で公表することはございませんので、ご協力をお願いします。
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３ 上記（2）で回答した送出機関を選んだ理由はどのようなものですか。（○はいくつでも）
１．当該送出機関における人材募集・育成の方針に共感したから    →（４）へ 
２．介護分野で日本に人材を送り出した実績があるから 
３．現地における日本語の教育・研修内容が充実しているから     →（５）へ 
４．現地における介護知識・技能の教育・研修内容が充実しているから →（６）へ 
５．現地で教育機関を運営している、あるいは現地の教育機関と連携しているから 
６．日本人スタッフの常駐など、日本語でのコミュニケーションがとりやすいから 
７．費用が安いから 
８．他の登録支援機関、その他の関係機関等に紹介されたから 
９．その他（具体的に：  ） 

４ 上記（3）で選択肢 1（当該送出機関における人材募集・育成の方針に共感したから）
を回答した方にお尋ねします。
現地における送出機関の人材募集・育成の方針はどのようなものですか。自由にご記入
ください。（例：他分野の技能実習経験者を積極的に集めるようにしている）

５ 上記（3）で選択肢３（現地における日本語の教育・研修内容が充実しているから）を
回答した方にお尋ねします。
現地における日本語教育・研修の内容はどのようなものですか。自由にご記入ください。

６ 上記（3）で選択肢４（現地における介護知識・技能の教育・研修内容が充実している
から）を回答した方にお尋ねします。
現地における介護知識・技能の教育・研修はどのようなものですか。自由にご記入くだ
さい。

9 

４．介護分野の受入れ事業者のニーズについてお尋ねします

問 14 特定技能外国人の受入れに関する事業者のニーズについて、介護分野の事業者は、
他の分野の事業者と比べてどのような特徴がありますか。（○はいくつでも）

１．日本語能力を重視する傾向がある 
２．業務に関する知識・技能の学習・就労経験を重視する傾向がある 
３．業務に関する知識・知能の習得に対する意欲を重視する傾向がある 
４．日本での滞在経験を重視する傾向がある 
５．新卒者を重視する傾向がある 
６．コミュニケーション能力を重視する傾向がある 
７．主体性や誠実さを重視する傾向がある 
８．日本の文化・慣習に対する理解度を重視する傾向がある 
９．受入れ事業者での就労継続意向を重視する傾向がある 
10．他の職員とのバランス・相性を重視する傾向がある 
11．その他（具体的に：  ） 
12．特に違いはない 
13．わからない 

問 15 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者の特徴は何
ですか。（○はいくつでも）

１．「就労」を目的とした在留資格「特定技能」に係る制度の趣旨に共感している 
２．既に外国人職員を受け入れた経験がある 
３．外国人職員を受け入れた経験がない 
４．将来的な人材の確保に備えて外国人介護職員を受け入れている 
５．現時点で人材の確保に苦慮している 
６．職員の人材育成・キャリア支援の仕組みが構築されている 
７．外国人職員への支援策が充実している 
８．法人の規模が大きい（法人全体の職員数 100 人以上） 
９．都市部に事業所が多い 
10．その他（具体的に：  ） 
11．わからない 



8 

３ 上記（2）で回答した送出機関を選んだ理由はどのようなものですか。（○はいくつでも）
１．当該送出機関における人材募集・育成の方針に共感したから    →（４）へ 
２．介護分野で日本に人材を送り出した実績があるから 
３．現地における日本語の教育・研修内容が充実しているから     →（５）へ 
４．現地における介護知識・技能の教育・研修内容が充実しているから →（６）へ 
５．現地で教育機関を運営している、あるいは現地の教育機関と連携しているから 
６．日本人スタッフの常駐など、日本語でのコミュニケーションがとりやすいから 
７．費用が安いから 
８．他の登録支援機関、その他の関係機関等に紹介されたから 
９．その他（具体的に：  ） 

４ 上記（3）で選択肢 1（当該送出機関における人材募集・育成の方針に共感したから）
を回答した方にお尋ねします。
現地における送出機関の人材募集・育成の方針はどのようなものですか。自由にご記入
ください。（例：他分野の技能実習経験者を積極的に集めるようにしている）

５ 上記（3）で選択肢３（現地における日本語の教育・研修内容が充実しているから）を
回答した方にお尋ねします。
現地における日本語教育・研修の内容はどのようなものですか。自由にご記入ください。

６ 上記（3）で選択肢４（現地における介護知識・技能の教育・研修内容が充実している
から）を回答した方にお尋ねします。
現地における介護知識・技能の教育・研修はどのようなものですか。自由にご記入くだ
さい。

9 

４．介護分野の受入れ事業者のニーズについてお尋ねします

問 14 特定技能外国人の受入れに関する事業者のニーズについて、介護分野の事業者は、
他の分野の事業者と比べてどのような特徴がありますか。（○はいくつでも）

１．日本語能力を重視する傾向がある 
２．業務に関する知識・技能の学習・就労経験を重視する傾向がある 
３．業務に関する知識・知能の習得に対する意欲を重視する傾向がある 
４．日本での滞在経験を重視する傾向がある 
５．新卒者を重視する傾向がある 
６．コミュニケーション能力を重視する傾向がある 
７．主体性や誠実さを重視する傾向がある 
８．日本の文化・慣習に対する理解度を重視する傾向がある 
９．受入れ事業者での就労継続意向を重視する傾向がある 
10．他の職員とのバランス・相性を重視する傾向がある 
11．その他（具体的に：  ） 
12．特に違いはない 
13．わからない 

問 15 他の在留資格と比べて、特定技能外国人の受入れを希望する介護事業者の特徴は何
ですか。（○はいくつでも）

１．「就労」を目的とした在留資格「特定技能」に係る制度の趣旨に共感している 
２．既に外国人職員を受け入れた経験がある 
３．外国人職員を受け入れた経験がない 
４．将来的な人材の確保に備えて外国人介護職員を受け入れている 
５．現時点で人材の確保に苦慮している 
６．職員の人材育成・キャリア支援の仕組みが構築されている 
７．外国人職員への支援策が充実している 
８．法人の規模が大きい（法人全体の職員数 100 人以上） 
９．都市部に事業所が多い 
10．その他（具体的に：  ） 
11．わからない 
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５．日本の介護分野で働く特定技能外国人の特徴についてお尋ねします

問 16 日本で働くことを希望する特定技能外国人が、介護分野を選ぶ理由は何だと思いま
すか。（○はいくつでも）

１．介護の仕事のステイタスが高いから 
２．出身国・地域での学習・就労経験を活か

したいから 
３．日本の介護を学びたいから 
４．介護福祉士国家資格を取得したいから 
５．給料が高いから 
６．労働時間・休日等の条件が遵守される

から 

７．福利厚生が充実しているから 
８．人材育成・キャリア支援の仕組みが充

実しているから 
９．職場で日本語を話すことができるから 
10．対人サービス業に従事したいから 
11．日本で長く働きたいから 
12．求人が多いから 
13．その他（具体的に：  ） 

問 17 介護分野において、他の在留資格と比べて、在留資格「特定技能」で働くことを希
望する特定技能外国人の特徴は何ですか。（○はいくつでも）

１．介護・看護の学習・就労経験を有する人材が多い 
２．介護・看護以外の分野での学習・就労経験を有する人材が多い 
３．介護福祉士国家資格の取得意向が高い 
４．自らのキャリアアップや待遇向上に熱心な人材が多い 
５．日本での就労継続意向が高い 
６．将来、日本で得た知識・技能を母国のために活かしたいという意向が強い 
７．その他（具体的に：  ） 
８．わからない 

６． 介護分野の特定技能外国人の受入れに係る今後の方針をお尋ねします

問 18 介護分野の特定技能外国人の受入れについて、貴機関の登録支援機関業務に係る今
後３年間の方針をお答えください。

１．拡大 ２．現状維持 ３．縮小 

問 18-1 上記問 18で、選択肢 1（拡大）を回答した方にお尋ねします。
その理由は何ですか。（○はいくつでも）

１．介護分野の人材確保は特に重要な課題であるから 
２．介護分野のノウハウやネットワークを活かしたいから 
３．支援委託契約数が伸びているから 
４．他の分野に比べてコストパフォーマンスが高いから（例：利益率が高い、ノウハウを

持っているので効率的な運営ができる） 
５．介護分野での就労を希望する人材が増えているから 
６．他の分野に比べて特定技能外国人の受入れを希望する事業者が多いから 
７．他の分野の求人が少ないから 
８．その他（具体的に： ） 
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問 18-2 上記問 18で、選択肢 3（縮小）を回答した方にお尋ねします。
その理由は何ですか。（○はいくつでも）

１．貴機関の人員が不足しているから 
２．介護分野のノウハウやネットワークが不足しているから 
３．支援委託契約数が伸び悩んでいるから 
４．他の分野に比べてコストパフォーマンスが低いから（例：教育・研修のコストが高い、

手間がかかる） 
５．介護事業者のニーズに合った人材を探すことが難しいから 
６．他の分野に比べて特定技能外国人の受入れを希望する事業者が少ないから 
７．他の分野に注力したいから 
８．新型コロナウイルス感染症の影響等による今後の情勢が不透明であるから 
９．その他（具体的に：                            ） 

問 19 介護分野の特定技能外国人受入れについて、アフターコロナを見据えて、これまで
の業務方針の変更を検討していることはありますか。

１．ある 
２．ない 

問 19-2 上記問 19で、選択肢 1（ある）を回答した方にお尋ねします。これまでの業務方
針の変更を検討しているのはどのようなことですか。（○はいくつでも） 

１．海外からの特定技能外国人受入れの強化 
２．受入れ対象国の見直し 
３．送出機関の選定及び取引内容の見直し 
４．国内での特定技能外国人採用の強化 
５．特定技能外国人の採用基準の見直し 
６．特定技能外国人に対する教育・研修のさらなる充実 
７．支援における ICT 化のより積極的な推進 
８．その他（具体的に：  ） 

７．特定技能外国人の受入れに係る課題や要望についてお尋ねします

問 20 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は何ですか。（○はいくつでも）
１．送出国の手続きが煩雑 
２．日本での就労を希望する者が減少して

いる 
３．入国の目途がたたない 
４．入国時の手続きに時間がかかる 

５．制度の周知が不十分 
６．制度の運用状況や手続きに関する情報

が少ない 
７．優良な登録支援機関の情報が少ない 
８．その他（具体的に：  ） 
９．特になし 
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５．日本の介護分野で働く特定技能外国人の特徴についてお尋ねします

問 16 日本で働くことを希望する特定技能外国人が、介護分野を選ぶ理由は何だと思いま
すか。（○はいくつでも）

１．介護の仕事のステイタスが高いから 
２．出身国・地域での学習・就労経験を活か

したいから 
３．日本の介護を学びたいから 
４．介護福祉士国家資格を取得したいから 
５．給料が高いから 
６．労働時間・休日等の条件が遵守される

から 

７．福利厚生が充実しているから 
８．人材育成・キャリア支援の仕組みが充

実しているから 
９．職場で日本語を話すことができるから 
10．対人サービス業に従事したいから 
11．日本で長く働きたいから 
12．求人が多いから 
13．その他（具体的に：  ） 

問 17 介護分野において、他の在留資格と比べて、在留資格「特定技能」で働くことを希
望する特定技能外国人の特徴は何ですか。（○はいくつでも）

１．介護・看護の学習・就労経験を有する人材が多い 
２．介護・看護以外の分野での学習・就労経験を有する人材が多い 
３．介護福祉士国家資格の取得意向が高い 
４．自らのキャリアアップや待遇向上に熱心な人材が多い 
５．日本での就労継続意向が高い 
６．将来、日本で得た知識・技能を母国のために活かしたいという意向が強い 
７．その他（具体的に：  ） 
８．わからない 

６． 介護分野の特定技能外国人の受入れに係る今後の方針をお尋ねします

問 18 介護分野の特定技能外国人の受入れについて、貴機関の登録支援機関業務に係る今
後３年間の方針をお答えください。

１．拡大 ２．現状維持 ３．縮小 

問 18-1 上記問 18で、選択肢 1（拡大）を回答した方にお尋ねします。
その理由は何ですか。（○はいくつでも）

１．介護分野の人材確保は特に重要な課題であるから 
２．介護分野のノウハウやネットワークを活かしたいから 
３．支援委託契約数が伸びているから 
４．他の分野に比べてコストパフォーマンスが高いから（例：利益率が高い、ノウハウを

持っているので効率的な運営ができる） 
５．介護分野での就労を希望する人材が増えているから 
６．他の分野に比べて特定技能外国人の受入れを希望する事業者が多いから 
７．他の分野の求人が少ないから 
８．その他（具体的に： ） 
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問 18-2 上記問 18で、選択肢 3（縮小）を回答した方にお尋ねします。
その理由は何ですか。（○はいくつでも）

１．貴機関の人員が不足しているから 
２．介護分野のノウハウやネットワークが不足しているから 
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４．他の分野に比べてコストパフォーマンスが低いから（例：教育・研修のコストが高い、

手間がかかる） 
５．介護事業者のニーズに合った人材を探すことが難しいから 
６．他の分野に比べて特定技能外国人の受入れを希望する事業者が少ないから 
７．他の分野に注力したいから 
８．新型コロナウイルス感染症の影響等による今後の情勢が不透明であるから 
９．その他（具体的に：                            ） 

問 19 介護分野の特定技能外国人受入れについて、アフターコロナを見据えて、これまで
の業務方針の変更を検討していることはありますか。

１．ある 
２．ない 

問 19-2 上記問 19で、選択肢 1（ある）を回答した方にお尋ねします。これまでの業務方
針の変更を検討しているのはどのようなことですか。（○はいくつでも） 

１．海外からの特定技能外国人受入れの強化 
２．受入れ対象国の見直し 
３．送出機関の選定及び取引内容の見直し 
４．国内での特定技能外国人採用の強化 
５．特定技能外国人の採用基準の見直し 
６．特定技能外国人に対する教育・研修のさらなる充実 
７．支援における ICT 化のより積極的な推進 
８．その他（具体的に：  ） 

７．特定技能外国人の受入れに係る課題や要望についてお尋ねします

問 20 介護分野に限らず、特定技能制度全体の課題は何ですか。（○はいくつでも）
１．送出国の手続きが煩雑 
２．日本での就労を希望する者が減少して

いる 
３．入国の目途がたたない 
４．入国時の手続きに時間がかかる 

５．制度の周知が不十分 
６．制度の運用状況や手続きに関する情報

が少ない 
７．優良な登録支援機関の情報が少ない 
８．その他（具体的に：  ） 
９．特になし 
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問 21 特定技能外国人の受入れに係る介護分野特有の課題は何ですか。（○はいくつでも）
１．介護分野での就労希望者が減少している 
２．特定技能外国人の受入れを希望する介護

事業者が少ない 
３．制度の理解が不十分な介護事業者が多い 
４．コストパフォーマンスが低い 
５．介護事業者のニーズに合った人材を探す

ことが難しい 

６．他の在留資格の人材を望む介護事業者
が多い 

７．介護分野の運用状況や手続きに関する
情報が少ない 

８．介護分野の先進事例に関する情報が少
ない 

９．その他（具体的に： ） 
10．特になし 

問 22 その他、特定技能外国人の受入れについてのご意見がありましたら、自由にご記入
ください。

～ご回答ありがとうございました～
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